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第第11章章  序序論論  

ラックフェン国際港建設プロジェクトは日本政府 ODA による有償資金融資の下で実施され

る予定である。その設計業務は 1998 年 10 月 20 日に署名された技術協力に関する合意書と両

国政府間の合意を形成する交換口上書の枠組みにおいて実施されるものである。 

本報告書は本プロジェクトの港湾部門に関わる詳細設計の第 2 ステージにおける詳細設計を

対象とするものであり、詳細設計業務は越国ハノイで 2010 年 6 月 18 日付越国運輸省と国際

協力機構のミッションとの間で合意・署名された協議議事録に従って実施された。 

本設計業務は、ラックフェン国際港建設プロジェクトを円滑かつ成功裡に実行するため、本

プロジェクトの港湾部門に係わる先方政府実施機関であるベトナム海運総局の下のプロジェ

クト管理ユニット 2（MPMU2）を支援することを意図する。本設計業務は本プロジェクトの

ための入札書類と詳細設計を取りまとめるものであり、越国運輸省によって本設計業務によ

って作成される図面と設計図書は本プロジェクトの調達手続きに有効に活用されるものと確

認されている。 

本プロジェクトは国際コンテナターミナルならびにその関連港湾施設と接続道路・橋梁施設

のための土地造成工事からなる。本プロジェクトでは、次の諸施設と機材が調達される計画

である。 

（本プロジェクト港湾部門の施設内容） 

- コンテナターミナル・ヤード、公共用地及びアクセス道路部の埋立土地造成 

- コンテナターミナル・ヤード、公共用地の背後の取り付け道路 

- コンテナターミナル直背後の土留護岸と埋立土地造成区域の護岸 

- アクセス航路、船舶回頭水域及び公共港湾泊地の浚渫工 

- 外周護岸と沖合防砂堤の建設 

- 港湾サービス用船舶バースと関連ユーティリティの建設 

設計業務は越国政府によって設置された技術助言委員会によるコメントに対応しつつ作業期

間 10 ヶ月の工程にて実施される。また越国運輸省承認の 2008 年 5 月 19 日付決定

No.1386/QD-BGTVT に従って、本設計業務では越国設計標準を適用する。 
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第第22章章  自自然然条条件件調調査査  

22..11  土土質質調調査査  

今回の調査において、港湾構造物の設計に資するために、新たなデータ取得及び既存データ

のチェックを目的として、以下のボーリング調査が室内土質試験と共に実施された。 

当プロジェクトサイトにおける各エリアの名称は、図 2.1 に示す通りである。また、土質調

査の数量は表 2.1 に示す通りである。 

 

図 2.1 港湾エリアにおける各エリアの名称 

 

表 2.1 ボーリング調査数量 

エリア 
海上ボーリング

（本） 

陸上ボーリング

（本） 
小計 合計 

ターミナルエリア 50 2 52 

アクセス道路エリア 21 6 27 

公共施設エリア 6 4 10 

外側護岸エリア 24 - 24 

防砂堤エリア 26 - 26 

航路エリア 72 - 72 

211 

22..11..11  調調査査位位置置、、地地形形及及びび地地質質  

調査エリアは、紅河の為すデルタの先端部にある Cat Hai 島南端の海側に面する場所に位置す

る。膨大な量の土砂が Chua Nam Trieu 川及び Lach Huyen 川から流れ込み、結果として厚い

軟弱な粘土層が作られている。Cat Hai 島及びその周辺海底部の地表面には砂の堆積が認めら

れ、砂地に住む貝類が Cat Hai 島の Ben Got Jetty に水揚されている。 
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22..11..22  ボボーーリリンンググ調調査査  

11))  ボボーーリリンンググ調調査査実実施施位位置置  

合計 211 本の海上及び陸上ボーリングが、2011 年 4 月から 7 月にかけて、埋立て計画エ

リア、外側護岸エリア、防砂堤エリア及び計画航路沿いに実施された。各ボーリング位

置は図 2.2 及び図 2.3 に示す通りである。 

 

図 2.2 ターミナルエリア、アクセス道路エリア及び公共施設エリアのボーリング位置 

 

図 2.3 外側護岸エリア、防砂堤エリア及び計画航路沿いのボーリング位置 
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22..11..33  埋埋立立計計画画エエリリアアのの土土質質調調査査結結果果  

11))  ボボーーリリンンググ結結果果  

合計 89 本のボーリング調査が、埋立計画エリア（ターミナルエリア、アクセス道路エリ

ア及び公共施設エリア）で実施された。当調査エリアの土層構成は、表 2.2 に示す通り

であることが明らかとなった。 

表 2.2 埋立計画エリアにおける土層構成 

土層の特徴 
土層名 

色 調 
平均 

N 値 
分布深度 

DL （m） 
層  厚 
（m） 

Layer 1a 
緩い砂（SP） – 粘土質砂

（SC） 
 灰色～淡灰色  4.1 

GL ～ -1.4m 
0.3m ～ 4.5m 

Layer 1b 砂質粘土（CL/SC） 灰色、茶灰色、黒灰色  0.7 -0.8m ～ -0.4m 1.2m ～ 7.8m 

Layer 2 砂混じり粘土（CH） 灰色、茶灰～黄灰色、 1.0 -2.7m ～ -8.0m 2.2m ～ 11.3 

Layer 3a 砂（SP） 淡灰～緑灰色 4.4 -7.5m ～ -9.7m 1.2m ～ 4.8m 

Layer 3b 砂質粘土、粘土質砂（CL/SC） 灰色、黄灰色 4.8 -8.2m ～-12.2m 0.8m ～ 8.7m 

Layer 3c 砂（SP/SP-SC） 灰色、黄灰色 5.8 -10.9m ～-14.4m 0.5m ～ 7.2m 

Layer 4 砂質粘土（CL） 赤茶～黄茶色 10.3 -12.0m ～-15.6m 0.5m ～ 9.5m 

Layer 5 砂混じり粘土（CH） 灰色～黄灰色 5.7 -15.3m ～-26.2m 3.9m ～ 18.3m 

Layer 9 強風化土（砂岩）  赤茶～黄茶職 50以上 -26.0m～-27.9m 0.2m ～ 5.0m 

Layer 10: 強～中風化のシルト岩/泥岩 赤茶～黄茶職 － -26.6m ～-29.7m 2.5m ～ 5.5m 

: 砂層、 : 粘土層、 : 砂質粘土層、 : 風化岩 

22))  土土質質特特性性  

今回及び既往の土質調査結果から得られた埋立て計画エリアにおける各土層の土質特性

を一覧表にして表 2.3 に示す。 

表 2.3 埋立て計画エリアにおける各土層の土質特性 
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22..11..44  外外側側護護岸岸 BB エエリリアアににおおけけるる土土質質調調査査結結果果  

11))  ボボーーリリンンググ結結果果  

合計 24 本のボーリング調査が外側護岸 B エリア沿いに実施された。当調査エリアの土層

構成は表 2.4 に示す通りであることが明らかとなった。 

表 2.4 外側護岸 B エリアにおける土層構成 

土層の特徴 

土層名 
色 調 

平均 

N 値 

分布深度 

DL （m） 

層  厚 

（m） 

Layer 1a 
緩い砂（SP） – 粘土質砂

（SC） 
灰色～淡灰色 5.7 GL to -1.6m 0.8m to 3.6m 

Layer 1b 砂質粘土（CL/SC） 灰色、茶灰色、黒灰色 4.7 0.3m to -2.3m 0.7m to 4.6m 

Layer 2 砂混じり粘土（CH） 灰色、茶灰～黄灰色、 0.7 -1.8m to -8.8m 5.8m to 9.0m 

Layer 3a 砂（SP） 淡灰～緑灰色 4.5 -7.7m to -9.6m 1.9m 

Layer 3b 砂質粘土、粘土質砂（CL/SC） 灰色、黄灰色 5.5 -8.9m to -12.1m 1.1m to 5.6m 

Layer 3c 砂（SP/SP-SC） 灰色、黄灰色 21.0 -11.9m to -14.1m 2.2m 

Layer 5 砂混じり粘土（CH） 灰色～黄灰色 4.8 -11.3m to -17.3m 1.8m to 12.6m 

Layer 6 粘土（CL） 灰色～赤茶色 12.1 -15.9m to -24.2m 3.8m to 15.8m 

Layer 8a 砂 淡灰～黄灰色 6.9 -21.9m to -27.2m 2.4m to 8.2m 

Layer 8b シルト混じり砂（SP-SM） 淡灰色 17.0 -23.2m to -27.4m 2.3m to 7.5m 

Layer 8c シルト質砂（SM/SC-SM） 青灰、黄灰、淡灰色 43.7 -26.2m to -29.1m 0.5m to 10.9m 

Layer 9 強風化土（砂岩） 赤茶～黄茶職 - -29.7m to -30.9m 0.4m to 3.0m 

Layer 10: 強～中風化のシルト岩/泥岩 赤茶～黄茶職 - - - 

: 砂層、 : 粘土層、 : 砂質粘土層、 : 風化岩 

22))  土土質質特特性性  

今回の土質調査結果から得られた外側護岸 B エリアにおける各土層の土質特性を一覧表

にして表 2.5 に示す。 

表 2.5 外側護岸 B エリアにおける各土層の土質特性 
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22..11..55  防防砂砂堤堤エエリリアアににおおけけるる土土質質調調査査結結果果  

11))  ボボーーリリンンググ結結果果  

合計 26 本のボーリング調査が防砂堤エリアにおいて実施された。当調査エリアの土層構

成は表 2.6 に示す通りであることが明らかとなった。 

表 2.6 防砂堤エリアにおける土層構成表 

土層の特徴 

土層名 
色 調 

平均 

N 値 

分布深度 

DL （m） 

層  厚 

（m） 

Layer 1a 
緩い砂（SP） – 粘土質砂

（SC） 
灰色～淡灰色 4.8 GL to -3.5m 0.7m to 4.8m 

Layer 1b 砂質粘土（CL/SC） 灰色、茶灰色、黒灰色 4.5 -2.2m to -5.2m 0.9m to 4.6m 

Layer 2 砂混じり粘土（CH） 灰色、茶灰～黄灰色、 0.8 -4.2m to -12.7m 6.5m to 16.9m 

Layer 3b 砂質粘土、粘土質砂（CL/SC） 灰色、黄灰色 7.8 -12.1m to -17.0m 2.8m to 7.5m 

Layer 4 砂質粘土（CL） 赤茶～黄茶色 10.7 -15.4m to -20.8m 2.8m to 10.0m 

Layer 5 砂混じり粘土（CH） 灰色～黄灰色 6.0 -17.3m to -24.1m 2.0m to 13.1m 

Layer 6 粘土（CL） 灰色～赤茶色 13.2 -20.4m to -31.7m 1.0m to 22.2m 

Layer 7 シルト・粘土質砂 淡灰～黄灰色 15.9 -26.4m to -29.1m 0.8m to 8.8m 

Layer 8b シルト混じり砂（SP-SM） 淡灰色 23.4 -31.5m to -32.8m 0.7m to 2.7m 

Layer 8c シルト質砂（SM/SC-SM） 青灰、黄灰、淡灰色 48.3 -34.6m to -36.7m 0.8m to 7.0m 

: 砂層、 : 粘土層、 : 砂質粘土層 

22))  土土質質特特性性  

今回の土質調査結果から得られた防砂堤エリアにおける各土層の土質特性を一覧表にし

て表 2.7 に示す。 

表 2.7 防砂堤エリアにおける各土層の土質特性 
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22..11..66  計計画画航航路路沿沿いいのの土土質質調調査査結結果果  

11))  ボボーーリリンンググ結結果果  

合計 72 本のボーリング調査が計画航路エリア沿いにおいて実施された。当調査エリアの

土層構成は表 2.8 に示す通りであることが明らかとなった。   

表 2.8 Soil Stratification identified along the Navigation Channel 

土層名 色 調 
平均 

N 値 

Layer 1b シルト・粘土質砂（SC/SM） 暗灰色 5.3 

Layer 2 砂混じり粘土（CH） 灰色、茶灰～黄灰色、 0.5 

Layer 3b シルト・粘土質砂（SC/SM） 灰色、黄灰色 12.9 

Layer 4a 粘土（CL） 青灰～黄灰色 5.5 

Layer 4 粘土（CL） 赤茶～黄茶色 12.2 

: 砂層、 : 粘土層 

22))  土土質質特特性性  

今回の土質調査結果から得られた計画航路エリアにおける各土層の土質特性を一覧表に

して表 2.9 に示す。 

表 2.9 計画航路エリアにおける土質特性 

 

22..22  地地形形測測量量及及びび深深浅浅測測量量  

地形測量及び深浅測量はラックフェン国際港建設事業詳細設計調査業務のために、現地の地

形及び水深変化を確認し、UTM 測地系に基づいた測量図面を作成することを目的として 2011

年 4 月 15 日から 5 月 13 日までの期間にラックフェン港建設予定地点周辺で実施した。 

航路の深浅測量は海底面の表層の低密度層を確認することを目的として、高周波数の 200kHz

と低周波数の 30kHz の 2 種類の周波数による測深を行った。 
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地形測量及び深浅測量は、トナム国家土地行政局（VNLAD）による国家基準に基づいた測量

基準ネットワーク設置の技術基準、VNLAD による 1/500、1/1000、1/5000 の縮尺の地形測量

技術基準（96TCN43-90）、建設省による建設工事の GPS 測量技術基準（TCXDVN364:2006）、

国家水路海象局による深浅測量基準に基づいて実施した。 

VNLADによって構築されている VN2000測地系の 3級基準点ネットワークから 4 級基準点ネ

ットワーク、また、3 級水準点から 4 級水準点をそれぞれ構築した。 

ラックフェン水路の近くに位置する Ben Got フェリーターミナルにおいて 1 時間毎の潮位観

測を行った。得られたデータは調和解析を行い、Hon Dau 海象局での観測データとの比較を

行い、深浅測量結果の潮位補正などに必要な基礎データとした。 

22..33  流流況況・・濁濁度度・・波波浪浪のの観観測測  

ラックフェン港建設区域は航路埋没が懸念される場所である。この節では、埋没予測シミュ

レーションのための検証データを得ることを目的として実施された潮流、波浪及び濁度の連

続観測の結果を述べている。調査は 2011 年 5 月に、海域に 6 地点、ラックフェン港海域に接

続する河川域に 5 地点の観測地点を設けて実施された。海域の観測点 C1～C6 では、外力条

件としての波・流れと、その作用の結果として生じる浮遊物濃度の関連性を検討するため、

30 日間の連続観測を実施した。河川域の観測点 R1～R5 では、大潮時と小潮時の河川からの

土砂供給量を調べるため、52 時間の連続観測を実施した。 

波浪観測では、約 1 か月の観測期間中の平均波高は約 0.4m、 大波高は も沖側の観測地点

C6 で 1.43m であった。沖波の主波向は SSE 方向であった。潮流流速の 大値は観測点 C1 で

の 1.15m/s であり、潮流流速はラックフェン港からの距離に応じて減少する傾向が認められた。

浮遊物濃度については、平均濃度は 0.17－0.23g/L の範囲であり、 大値は 0.4－1.0g/L の範

囲であった。 

河川域での流れの観測では、ラックフェンエスチュアリの河口に位置する観測点 R5 において，

大潮時の 大流速が 1.33m/s であった。浮遊物濃度については、各地点の平均濃度の範囲は

0.15～0.21g/L であり、海域での観測濃度と同じオーダーであった。また、 大濃度は 0.2～

0.4g/L であり、海域での値より小さめであった。 

これらの連続観測より、外力条件の波と流れと浮遊物濃度の関係に関するデータが取得され

た。これらは、ラックフェン港周辺での底質移動シミュレーションの検証に活用されるもの

である。 

22..44  波波浪浪条条件件のの検検討討  

本節では、ラックフェン港周辺の波浪条件を検討し、港湾施設前面の設計波を評価した。港

湾施設の設計のためには、長期の波浪観測や波浪推算に基づく異常時の波浪条件が必要であ

る。本節では、一点スペクトル法による波浪推算により台風条件下での異常時波浪を推算し

た。推算値により極値統計解析を行い、ラックフェン港沖における確率波を算定した。トン

キン湾に接近する台風のデータは UNISYS データベースより、1945 年から 2007 年までの 63
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年間に来襲した 133 個の台風を抽出して解析し、50 年、30 年、10 年及び 5 年確率波を算定

した。 

確率波の算定結果を用いて波浪変形計算をおこない、港湾施設前面の設計波を計算した。波

浪変形計算は、構造物なし、2015 年の港湾形状、及び 2020 年の港湾形状の３種類の平面配

置案に対して実施した。外護岸及び防砂堤の位置における設計波高を計算し、本編に整理し

た。 
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第第33章章  環環境境社社会会配配慮慮制制度度及及びび環環境境のの現現況況  

33..11  環環境境影影響響評評価価書書精精査査  

提案事業が日本国政府の政府開発援助事業に関わる環境社会配慮要件を満たす事を確認する

ため、承認済み環境影響評価書 （MONRE No. 2231/QD-BTNMT, 31 October, 2008） 、 環境

社会配慮確認のための国際協力銀行（JBIC）ガイドライン, 2002 年（JBIC ガイドライン）及

び 、 準 備 調 査 報 告 書 （ THE PREPARATORY SURVEY ON LACH HUYEN PORT 

INFRASTRUCTURE CONSTRUCTION IN VIET NAM, 2010） を精査した。 

33..11..11  ベベトトナナムム国国のの環環境境社社会会配配慮慮制制度度  

ベトナム国（べ国）の環境社会配慮制度は全般的に適度な整備がされており、同制度と実社

会の慣習との違いを埋めるため継続的に改訂がされている。べ国環境保護法の運用を規定す

る法令（Decree No.29/2011/ND-CP 2011 年 4 月 18 日: 戦略的環境アセスメント、環境アセス

メント、環境保護に関わる決定）が 2011 年 6 月 5 日に施行された。それに伴い、Decree 

No.29/2001/NDCP の細則（Circular No. 26/2011/TT-BTNMT）が 2011 年 9 月 2 日に施工された。

それに従い、新たな環境影響評価の申請に当たっては、それら新しい法令及び細則に則った

評価及び環境社会配慮が求められる。 

環境社会配慮要件が強化された法令（decree No.29/2011/ND-CP）により、提案するラックフ

ェン港事業は新たに環境影響評価書（EIA）の作成が求められ、所管関係機関の承認を得る必

要が有る。強化された法令に従うと、新たに提出が求められる提案事業の EIA は、べ国運輸

省によって承認された「新しい土捨て場」の影響を含めた評価書とする必要がある（MOT 

decision 476 QD-BGTVT 2011 年 3 月 15 日）。 

33..11..22  提提案案事事業業のの JJBBIICC ガガイイドドラライインン遵遵守守  

JBICガイドラインでは、原則としてプロジェクト実施主体国の環境社会配慮制度を尊重する。

しかしながら、それら実施主体国の法制度や環境社会配慮対策が周辺各国や国際的に認知さ

れるレベルと大きな違いが有る場合、国際協力機構（JICA）はプロジェクト実施主体に対し

て適切な配慮を講じる様促す。以下に、 JBIC ガイドラインの「対象プロジェクトに求めら

れる環境社会配慮」に対する、承認済み EIA とプロジェクト関連事項の遵守について概要を

示す。 

表 3.1 承認済み EIA の JBIC ガイドライン遵守概要 

基本項目 配虜概要 

a） 対策の検討 · JBIC ガイドラインでは、代替案の検討が求められているが、ベ国の EIA におい

ては求められていないため記述が無い。ただし、EIA の提出に当たり添付が必須

である実現可能性調査報告書において、各種代替案の検討がされている。従って、

提案事業は技術、経済、環境的に も適切な環境社会配慮対策の検討がなされて

いると思われる。 



ラックフェン国際港建設事業詳細設計調査（港湾及び道路／橋） 
- 終報告書 要約版（港湾） - 

 11

基本項目 配虜概要 

b） 検討する影

響のスコープ 

· 想定される影響範囲は概ね把握されているが、一部情報が不足している。不足情

報として、生態系の季節変動や漁民等への社会影響があげられる。不足情報に関

しては、本調査詳細設計時に把握を行う。 

c） 法令、基準、

計画等との整

合 

· 承認済み EIA は有効な法令、基準等を満たしている。また、提案事業はハイフォ

ン市が掲げる 2025 年までの開発計画及び 2050 年のビジョンの中核となる港湾施

設であり、同地域の開発計画との整合性がある。 

d） 社会的合意

及び社会影響 

· 提案事業は地域の行政官、地域住民代表の承認を書面上得ている。また、2010

年 4 月に追加的に行われた公聴会において、住民代表の要望に応えプロジェクト

の実施計画の可能な限り早い公開を含む各種要請に対し、適切な対応がなされる

事が明言された。 

e） 非自発的住

民移転 

· 沿岸域の埋め立てによる事業のため、沿岸域の漁業者を除き陸上の非自発的な住

民移転は非常に限定されている。Cat Hai 島で必要な土地収用においては、民家

の移転は不要であるが、コミュニティの林、墓地、養殖池の収容が必要である。

土地収用計画の 終承認は、コンポーネント A（公共施設）については Cat Hai

全島を含む経済開発地区計画（Dinh Vu-Cat Hai Economic Zone）のマスタープラ

ン承認直後に行われる予定。一方、コンポーネント B（民間施設）については 2011

年 8 月に 終承認を得ている。  

g） モニタリン

グ 

· モニタリングはべ国関連法の下、厳格に規定がされており、その具体的な計画は

EIA に記述がされており、JBIC ガイドラインに準じるものである。 

· モニタリングを下に環境管理の徹底に関してもべ国関連法で規定されており、プ

ロジェクトの運用段階においても適切な環境社会配慮がなされると思われる。 

33..22  自自然然環環境境  

既存の EIA のレビュー結果に基づき、2011 年 5 月に環境調査を実施した。結果の概略は以下

の通り。 

- 騒音レベル（Leq, L10, L90）は、全ての時間帯においてベトナムの基準を満足していた。 

- 振動レベル（Leq）も、全ての時間帯においてベトナムの基準を満足していた。 

- 水質の水平分布からは、当該地域は河川からの影響が強く、予定航路の先端まで影

響があることが伺える。水温と塩分の鉛直分布からも河川水の影響がみてとれ、沿

岸部では、表層で水温、塩分の低下を起こしていることが伺えた。 

- 底質は、銅と鉛の濃度がオーストラリアによる埋め立て土砂処分の判定基準値をや

や上回っていた。水平分布のパターンは河川からの流れの影響を示唆し、沿岸部で

高く、沖合部で濃度が低い傾向にある。航路浚渫による土砂処分に伴うダイオキシ

ン、PCB、DDT 等の有害物質に関する調査では、低濃度のダイオキシンが検出され

たものの、日本の環境基準に比べて非常に低く、また、PCB、DDT については検出

されなかった。 
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33..33  生生物物環環境境  

33..33..11  保保護護区区  

Cat Ba 島の中の 15,200 ha に相当するエリアが国立公園（Cat Ba National Park）に指定されて

いる。国立公園は、森林、湖、沼、マングローブ、砂浜、サンゴ礁など多様な生物生息場及

び生態系で構成されている。 

また Cat Ba 島は、ユネスコの Man and the Biosphere（MAB）Programme の下、2004 年から

Biosphere Reserve に指定されている。 

Cat Ba 島の北から東方面にはハロン湾が広がり、150,000 ha のエリアがユネスコ世界遺産（自

然遺産）に指定されている。 

33..33..22  重重要要なな生生物物生生息息場場のの分分布布  

サンゴ礁、海草藻場、マングローブなど、重要な生物生息場が Cat Ba 島の一部と Long Chau 諸

島に分布している。またラックフェンの沿岸浅海域は、様々な生物の生育場として機能して

いる。 

33..33..33  ベベーーススラライインン調調査査のの結結果果  

事業サイト周辺のエリアを対象に、2011 年 5 月（乾季）及び 8 月（雨季）に生物のベースラ

イン調査を実施した。主な結果を以下に示す。 

11))  ママンンググロローーブブ  

計 11 種（9 科）のマングローブ種が確認された。調査エリア内で も一般的な種は

Rhizophora stylosa 及び Avicennia marina であった。確認されたいずれの種も、「ベ」国レ

ッドブックには記載されていない。 

22))  海海藻藻・・海海草草  

計 17 種（9 科）の海藻種が確認された。確認されたいずれの種も、「ベ」国レッドブッ

クには記載されていない。 

海草は、Ruppia maritima 及び Halophila beccarii の 2 種のみ確認された。Halophila beccarii

は、調査エリア内では初の確認であり、IUCN レッドリストでは絶滅危惧 II 類に分類さ

れている。 

33))  ササンンゴゴ  

Cat Ba 島及び Long Chau 諸島で、それぞれ 28 種と 58 種の造礁サンゴ種が確認された。

そのうち Porites lobata、Acropora aspera、Acropora formosa 及び Acropora nobilis の 4 種が

「ベ」国レッドブックの下「Vulnerable」に指定されている。 
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44))  植植物物ププラランンククトトンン  

乾季及び雨季の調査で、それぞれ 134 種と 136 種の植物プランクトン種が確認された。

Chaetoceros 種は、雨季と乾季の両シーズンで多くの調査地点で確認され、魚類やその他

の海洋生物の重要な栄養源になっている。確認された Ceratium fusus、Prorocentrum micans、

Dinophysis caudate などの渦鞭毛藻類は、異常増殖すると赤潮や有害藻類ブルームを引き

起こす。 

55))  動動物物ププラランンククトトンン  

乾季及び雨季の調査で、それぞれ 35 種と 41 種の動物プランクトン種が確認された。乾

季の調査では、沿岸寄りの調査地点で 5 種の稚魚が確認された。沖合の調査地点では、

稚魚は確認されなかった。 

66))  動動物物性性ベベンントトスス  

乾季及び雨季の調査で、それぞれ 3～8 種と 1～8 種の動物性ベントス種が確認された。

動物性ベントスの個体数は、浅海域で高い傾向があった。 

77))  魚魚類類・・動動物物性性ママククロロベベンントトスス  

魚類の多様性及び個体数は、沖合に較べ浅海域で高い傾向があった。確認された種のう

ち、浅海域で確認された Bostrichthys sinensis 及び Anodontostoma chacunda は、「ベ」国

レッドブックでそれぞれ「Critical」及び「Vulnerable」に指定されている。 

動物性マクロベントスの多様性及び個体数は、沖合に較べ浅海域で高い傾向があった。

確認されたいずれの種も、「ベ」国レッドブックには記載されていない。 

33..44  社社会会環環境境  

2010 年に実施された事前調査（SAPROF）において、本提案事業の影響は漁業者に対して少

なからずある事は確認されているが、沿岸及び沖合の漁業者に対する補償を規定する制度は

殆どない。一方、陸上の水産業（養殖等）の土地収用を行う際は、べ国土地法及び関連法に

よって生計回復等の補償制度が良く整備され運用されている。従って以下（3.4.1〜3.4.3）は、

特にべ国現行法では補償の対象とならない被影響者への事業影響を定量的に把握し、支援の

必要性の確認と生計回復等の支援対策の可能性を探った。 

べ国の土地収用においては、プロジェクト実施主体ではなく、収用される土地を管轄する人

民委員会（Cat Hai District PC）が計画の策定・実施を行う事になっている。しかしながら、

事業実施の観点からは、土地の収用が確実に行われている事は大変重要なため、土地収用の

状況も併せて確認した。 

33..44..11  社社会会環環境境調調査査  

直接的な社会環境影響を適切に把握するため、過去の文献、地域状況に詳しい専門家・政府

機関関係者との協議を通じ、社会環境調査の地域（Cat Hai 島の全コミューンと事業計画地の
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対岸にある Cat Ba 島の Phu Long コミューン）、調査項目の決定を行った。 

定量的な評価と、土地法で規定される生活補償制度との整合性を考慮し、住民移転計画の策

定の際に多用される査定方法と査定項目を用いた。被影響者の代表的な状況を的確に捉える

ため、調査計画は各コミューンの人民委員会との事前協議を通じて策定した。 

33..44..22  ププロロジジェェククトト影影響響地地域域のの社社会会経経済済状状況況  

11))  人人口口・・労労働働者者  

表 3.2 プロジェクト影響地域の人口と労働者構成 

項目 単位
Hoang 
Chau 

Nghia 
Lo 

Van 
Phong 

Dong 
Bai 

Cat Hai 
town 

Phu 
Long 

総計 

総人口 人 1,378  2,385 2,300  1,332  6,538  2,060  15,993
男性 人 675 1,158 1,104  598  3,101  991  7,627
女性 人 703 1,227 1,196  734  3,437   1,069  8,366
総世帯数 世帯 364 639  556  298 1,668  520  4,045

1 世帯平均人数 
人/世
帯 

3.8 3.7 4.1 4.5 3.9 4.0 4.0

総労働者数  人 N/A N/A 556  610  3,495  N/A N/A
農業  世帯 N/A N/A 400  125  N/A 190  N/A
漁業 世帯 186  37 50  76 253 180 782
サービス & そ
の他  

世帯 
N/A N/A 106     98  N/A 181  N/A

貧困世帯率 % 8.6 9.7 8.4 7.7 10 7.4  -

N/A: データ無し, -: 不適用 
出典： JICA 調査団による社会環境調査結果 

22))  提提案案事事業業にによよるる被被影影響響地地域域のの経経済済活活動動  

提案事業による被影響地域の主な収入源は、塩の生産、養殖、漁業である。小規模の農

耕、畜産も見られる。ほぼすべての主要経済活動は自然環境に依存した物であり、天候

の変動、大規模工事、大規模な産業活動等の環境変化に対して脆弱である。 

表 3.3 被影響地域の主要経済活動 

項目 単位 
Hoang 
Chau 

Nghia 
Lo 

Van 
Phong 

Dong 
Bai 

Cat Hai 
town 

Phu 
Long 

海塩生産 t/y N/A 2,560 2,278 2,540 N/A 0
沿岸・近海漁業 t/y N/A N/A 52 155 1,040 671
養殖 t/y N/A 140 N/A 1,800 120 1,268

畜産 - 
N/A 8,600 頭 N/A

910 
（百万

VND） 2,929 頭 6,605 頭

農業 t/y N/A 58 N/A N/A 12 42
魚醤生産 ℓ/y N/A N/A N/A N/A 10,500 N/A

サービス - 
N/A N/A

9 billion 
VND N/A N/A 

700 
tourists

出典： 各コミューンで収集した「Social-economic Plan Implementation Reports」及び JICA 調査

団による社会環境調査結果 
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33))  土土地地利利用用状状況況  

表 3.4 被影響地域の土地利用状況（ha） 

利用形態 Hoang 
Chau 

Nghia Lo
Van 

Phong 
Dong Bai

Cat Hai 
town 

Phu 
Long 

総面積  133.96 N/A  250.28  802.08  172.26  4,408.98 
1. 農地  30.82 N/A  181.39  28.62  23.31 N/A 
2. 養殖池  11.75 254.46  85.42  159.02  110.31  1,184.44 
3. 林 N/A 10.64  11.01 N/A 3.00  2,675.2 
4. 住宅   16.34 N/A  18.34  8.44  28.32  21.5 
5. 公共施設等、特定用途  11.65 N/A  19.71  109.08  N/A  39.92 
6. 未利用 N/A N/A  15.67  248.7  5.66  4.31 
7. 池、小川等  63.24 N/A N/A  246.77  N/A N/A
8. その他 N/A N/A N/A  1.43  N/A N/A

出典： 各コミューンで収集した「Social-economic Plan Implementation Reports」及び JICA 調査団によ

る社会環境調査結果 

44))  基基本本イインンフフララ  

飲料水の供給を除いて、被影響地域の基本的な社会インフラは比較的良く整備されてい

る。比較的よく維持管理された道路と頻繁なフェリー及び高速船により、基本的な社会、

医療、ビジネス等へのアクセスが可能である。被影響地域でのヒアリングによると、提

案事業によりハイフォン郊外へ渡される橋梁を介して運ばれる飲料水の供給は、地域住

民が も熱望する要望の 1 つである 。 

55))  イインンタタビビュューーをを実実施施ししたた被被影影響響者者のの職職業業及及びび労労働働者者のの年年齢齢構構成成  

表 3.5 被影響者の職業及び労働者の年齢構成 

年齢 
男性世帯主 

（人） 
女性世帯主 
（人） 

合計      
（人） 

比率      
（%） 

23 〜 40 93 9 102 28.7
41 〜 55 179 25 204 57.5
56 〜 60 24 3 27 7.6
60 以上 17 5 22 6.2
合計 313 42 355 100

比率 （%） 88 12 100  

出典： JICA 調査団による社会環境調査結果 

 

表 3.6 インタビューを実施した被影響者の職業（主収入） 

主収入源 単位 
Hoang 
Chau 

Nghia 
Lo 

Van 
Phong

Dong 
Bai 

Cat Hai 
town 

Phu 
Long 

海塩生産 % 4.6 * 65.0 34.3 0.8 0.0 
沿岸近海漁業 % 81.5 * 22.5 20.0 97.6 90.0 
養殖 % 13.8 * 12.5 42.9 1.6 10.0 
公務員 % 0.0 * 0.0 2.9 0.0 0.0 

* 情報無し 
出典： JICA 調査団による社会環境調査結果 
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66))  イインンタタビビュューーをを実実施施ししたた被被影影響響者者のの収収入入とと支支出出  

ハイフォン市人民委員会が発表している も更新された非自発的住民移転に関わる条例

（Decision No. 09/2011/QĐ-TTg）によると、インタビューを実施した沿岸漁業者、海塩生

産者、養殖業者の約 1/4 が貧困層に分類される（VND400,000 /人月）。低所得者/貧困層

世帯は、沿岸漁業者の多い Phu Long を除く Hoang Chau と Cat Hai に多くみられる。一方、

比較的高い所得層は、養殖業者の多い Dong Bai で高い傾向がある。 

33..44..33  土土地地収収用用状状況況  

運輸省令（476 QD-BGTVT15/March/2011）により、コンポーネント A（航路、回頭域、防波

堤、防砂堤、港湾サービス道路）の責任機関として VINAMARINE、工事実施機関として MPMU 

II を指名した。また、コンポーネント B（港湾施設一般）の工事実施・運営事業者として

VINALINES 及び日本政府によって紹介された本邦企業の合弁会社（JV）が指定された。 

Cat Hai 地区の人民委員会により、コンポーネント A の土地収用計画は 2011 年 12 月に 終

承認（No. 2060/QD-UBND）され、コンポーネント B は 2011 年 8 月（No. 1544/QD-UBND）

終承認を得ている。 
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第第44章章  需需要要予予測測  

44..11  社社会会経経済済指指標標  

ベトナムの実質 GDP（1994 年価値）は以下の表にまとめられている。加えて、セクター別の

GDP も併せて示されている。 

表 4.1 セクター別ベトナム実質 GDP 

 

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
GDP 273,666     292,535     313,247     336,242     362,435     393,031     425,373     461,344     489,833     516,568     551,600     
Agriculture, forestry and fishery 63,717       65,618       68,352       70,827       73,917       76,888       79,723       82,717       86,082       88,168       90,600       
Industry and construction 96,913       106,986     117,125     129,399     142,621     157,867     174,259     192,065     203,791     214,799     231,300     
Service 113,036     119,931     127,770     136,016     145,897     158,276     171,392     186,562     199,960     213,601     229,700     

(in billion VND)

-

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

Year

G
D
P
 (
b
ill
io
n
 V
N
D
)

Service

Industry and construction

Agriculture, forestry and fishery

 
出典: 2010 Statistical Handbook 

2004 年から 2007 年にかけてベトナムの GDP 成長率は年 8%を超えていた。その後、成長率

は 2008 年には 6.3%に、2009 年には 5.3%に低下した。その後、2010 年には GDP 成長率は再

び上昇している。ベトナムの MPI は、2010 年から 2020 年にかけて GDP 成長率で 6.5%（高

成長シナリオの場合には 7.5%）の成長を予想している。 

44..22  ベベトトナナムム北北部部のの港港湾湾にに関関すするる現現状状  

8 グループに分類されていたベトナムの港湾は、新しいマスタープラン（2020 年から 2030 年

にかけてのベトナム港湾システムの開発）において 6 つのグループに再編された。本調査に

関連するのはグループ 1（北部）である。グループ 1 には 2 つの大きな港湾グループ、Hai Phong

と Quang Ninh があり、国家的一般港湾である Hai Phong と Cai Lan 及び多くの地方港湾から

グループが形成されている。Hai Phong と Cai Lan の総取扱貨物量は 2000 年には 920 万トンで

あったが、急激な成長を遂げて 2008 年には 2,980 万トンとなった。 

44..33  貨貨物物需需要要予予測測分分析析  

需要予測は北部ベトナム港湾に対する商品種別貨物に対するミクロレベルでの予測により行

う。その手法は SAPROF 調査で用いられた手法を用いる。本調査では調査団は北部ベトナム

における 新の貨物動向を確認し、 新の情報を用いて需要予測結果の見直しを行った。そ
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の分析においては、将来拡張までを考慮した北部ベトナム港湾に関する取扱キャパシティに

対する需要貨物のオーバーフロー分がラックフェン港の貨物需要になるとしている。 終的

には、需要予測におけるコンテナ貨物量は TEU 単位で算定するようにしている。 

予測では、 初に商品種別貨物がセクター別に分類され、次に GDP もしくはセクター別 GDP

と分類された商品種別貨物の量との間における相関を分析する。第三に、コンテナ化が商品

の特性を考慮して設定される。2000 年、2010 年、2020 年のセクター別 GDP は以下の表の通

り想定されている。予測では、2010 年から 2020 年の GDP 成長率としては MPI が持続的成長

率として設定している 6.5%を用いる。 

表 4.2  2000 年、2010 年、2020 年におけるセクター別 GDP 

GDP by Sector 2000 2010 2020 Remarks
Agriculture, forestry and fishery 63,717         90,600        124,251      Target Rate by MPI in 2010

Component Rate 23% 16% 12% 15-16%
Industry and construction 96,913         231,300      465,943      Target Rate by MPI in 2010

Component Rate 35% 42% 45% 43-44%
Service 113,036       229,700      445,234      Target Rate by MPI in 2010

Component Rate 41% 42% 43% 40-41%
GDP 273,666       551,600      1,035,429    

これらの手順により算定された 3 つの貨物量の分担は以下の通りとなる。 

表 4.3 3 港湾間の貨物分担 

 
2015 2020 2015 2020 2015 2020

000 ton 27,290          24,258          8,940            7,946            9,888            34,699          

000TEU 2,353            2,091            771               685               852               2,991            

   GC +Bulk 000 ton 9,033            8,030            2,307            2,050            0 3,634            

Total 000 ton 36,323        32,287        11,246        9,997          9,888          38,333        

000 ton 27,290          24,258          8,940            7,946            5,122            26,468          

000TEU 2,353            2,091            771               685               442               2,282            

   GC +Bulk 000 ton 8,840            8,030            2,257            2,050            0 2,652            

Total 000 ton 36,130        32,287        11,197        9,997          5,122          29,120        

000 ton 24,801          24,258          8,125            7,946            3,659            18,238          

000TEU 2,138            2,091            701               685               315               1,572            

   GC +Bulk 000 ton 8,318            8,030            2,124            2,050            0 1,669            

Total 000 ton 33,119        32,287        10,249        9,997          3,659          19,907        

High Growth Case

   Container

   Container

   Container

Middle Growth Case

Low Growth Case

Lach Huyen Port
Cargo Type

Haiphong Port
Unit

Cai Lan Port

 

従って、中成長シナリオにおける 2020 年のラックフェン港の取扱貨物はコンテナが

2,282,000TEU、一般及びバルク貨物が 2,652,000 トンとなる。 

44..44  22003300 年年のの貨貨物物量量  

SAPROF 調査において設定した 2008 年から 2020 年までの貨物予測量を考慮して、調査団と

しては、2020 年から 2030 年にかけてコンテナが 9.8%、一般貨物が 3.0%、バルクは 4.5%、

全体で 8.9%の割合で貨物量が増加すると想定した。調査団が算定した 2030 年のベトナム北

部地域の港湾における取扱量を以下の表にまとめる。 
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表 4.4 2020 年と 2030 年の北部港湾の貨物量予測 （単位: 000 トン, 000TEU） 

年 2020 2030 
全貨物 71,404 167,060 

コンテナ 58,672 149,436 
（TEU） （5,058） （13,585） 
一般貨物 10,277 13,811 
バルク貨物 2,455 3,813 

分析で対象としている北部港湾は Haiphong 港、Dinh Vu 港、Lach Huyen 港、Cai Lan 港から

なると想定している。 

44..55  寄寄港港数数  

ベトナムには 3260km にわたる海岸線があり、126 の港湾が存在し、24 の港湾が国際取引を

行っている。24 港湾のうち 6 つの港湾（Ho Chi Minh、Vung tau、Hai Phong、Cai Lan、Quy Nhon、

Danang）だけがライナーサービスを提供している。世界には 3 つの幹線ライン（Far East - 

Southeast Asia – Europe、Southeast Asia - Far East - USA West coast、USA East coast – Europe）

が存在する。ベトナムの港湾は地理的にはこのうち 2 つのライン上に存在している。しかし、

現段階では Asia/USA ラインと Asia/Europe ラインにおいて、ベトナムの港湾は一つも公式の

寄港スケジュールに掲載されていない。ベトナムを発着とする上記ラインを通る貨物は、幹

線ラインの寄港先であるハブ港湾にて積替えを行っている。 

配備される船舶は 1,000TEU 以上であり、パナマックス/ポストパナマックスコンテナ船舶の

フィーダー船舶に用いることができる。また、それらの船舶は巨大コンテナ船が必要な程の

需要がない市場もしくは地域に運航を行う。パナマックス/ポストパナマックスコンテナ船舶

は Hai Phong を含めて South East Asia/ USA ルートでは運航を行っていないために、その様な

船舶は東南アジアルート近辺のナビゲーションルートに配備される。 

44..66  アアククセセスス道道路路のの需需要要  

2020 年のコンテナ量は 2,282,000TEU と予測されている。そのコンテナは道路、鉄道もしくは

小型船舶等の他の交通手段を使って輸送される。コンテナの 80%が道路で輸送されると想定

し、道路の通行量は年 1,826,000 TEU と想定される。40 フィートトレイラーが主に用いられ、

輸出入に関しては同じ量の空コンテナが必要になると想定されるために、双方向で年 912,800

台の通行になると想定される。一般貨物に関しては、10 トントラックが用いられると想定し

て、年 198,900 台が通行すると想定される。合計 1,111,700 回の大型車両が通行するというこ

とになる。この通行が 10 時間の通常勤務時間に分散すると想定すると時間 309 台となる。 

これらの値は主に大型車両が対象であり、港湾運営に付随して発生する交通も発生する。そ

のような交通が 15%発生すると想定すると、時間 355 台の交通が想定される。 

2030 年には 9,490,000TEU の貨物が取り扱われると想定され、片側 3 レーンがコンテナターミ

ナルに接続する道路に必要となる。1 レーンは遅い車両用のレーンが必要となるために、片

側 4 レーンが必要となる。 
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第第55章章  航航路路埋埋没没シシミミュュレレーーシショョンン  

55..11  シシミミュュレレーーシショョンンモモデデルルのの構構築築  

55..11..11  モモデデルルのの構構築築  

航路埋没土砂がシルト・粘土質であることを考慮して、それらの底質の巻き上げ・移動・沈

降を適切に評価可能である合成モデル（通常の移流拡散モデルに高濃度浮泥が考慮できるモ

デル）により埋没シミュレーションを実施する。 

航路埋没対策として導流堤を検討しており、その天端高さは主として航路埋没シミュレーシ

ョンにより決定するものとされており、建設コスト縮減のために低天端（水中に天端が存在

する場合も考慮）とすることが想定されている。それらの条件を含めて流況を精度よく再現

するために多層モデルを用いる。 

本検討で用いる数値モデルは、上記のような対象海域の特徴を表現することが可能なモデル

として、「浮遊泥の移流・拡散、沈降・堆積を扱う鉛直多層の地形変化モデル」を基本とし、

潮流に加えて波浪による底質の巻き上げも考慮する。 

55..11..22  モモデデルルのの外外力力条条件件  

モデルの外力条件は、潮汐と外洋より来襲する波浪である。また、対象海域であるハイフォ

ン湾に流入する浮遊土は紅河より供給されるが、SAPROF study1で論じられている如く、ラッ

クフェン区域に直接的に関与しないので、 本モデルにおいては、紅河よりの浮遊土の流入は

考慮されていない。 

11))  潮潮汐汐  

計算境界に潮汐による水位変動を与えて計算領域内に流れを駆動させる。与える潮汐パ

ラメータは、Matsumoto et al.（2000） によるグローバル周辺海洋潮汐モデル（短周期 16

分潮、解像度 0.5 度）のうち、当該海域で特に振幅の大きい 8 分潮を対象に設定した。 

22))  波波浪浪  

Hon Dau での観測結果を基に、エネルギー平均波（常時）及び高波浪時の条件を設定す

る。ただし、ラックフェン航路沖での計測器による観測結果との比較などから波浪諸元

を適宜補正するものとする。以下に、採用した波浪諸元をまとめる。 

ケース-1: 常時（エネルギー平均波） 

エネルギー平均波 （2005 – 2009 年 の Hon Dau での観測データ） 

He=0.88 m （at Hon Dau） 

Te=4.8 sec.  

波向: SE （高出現波） 

                                                      
1 SUPPLEMENTAL REPORT, Environmental Impact Assesment,5/2010 
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ケース-2: 高波浪条件 

ケース 2-1: 2005-2009 年の高波浪平均波 

2005 – 2009 年の高波浪平均波 （5 年間 15 波の平均） 

Hm=2.58 m （Hon Dau） 

Tm=7.0 sec.  

波向: SSE （高出現波） 

 

ケース 2-2: 2005 年 大波 

年 大波（観測地点 Lach Huyen offshore -15.0m ） 

Hm=3.07m 

Tm=8.1 sec 

波向: SSE （高出現波） 

Hon Dau での観測結果は目視のため、誤差が含まれると考えられる。また、諸元（有義

波 or 高波 or 平均波）が不明である。さらに、地形の影響を受けているため、沖波に

換算する必要がある。従って、2005 年 7 月～2006 年 8 月にラックフェン航路沖 15m 水

深位置において TEDI による、計測器により観測された有義波高と Hon Dau における同

時刻の観測波高を比較して補正を行っている。さらに、周期については、底面せん断力

が大きくなる長周期を選択している。 

55..22  航航路路整整備備計計画画ににおおけけるる航航路路埋埋没没予予測測計計算算  

55..22..11  航航路路整整備備計計画画  

既設航路は、公称航行水深-7.5m C.D.L で、航路幅 100m であり、平均浚渫水深は-7.8m であ

る。この既設航路はラックフェン国際港整備によって、増深と拡幅が計画されている。公称

航行水深は-14.0m C.D.L で、浚渫深度は-15.0m C.D.L で、航路幅 160m の計画である。 

航路整備計画によれば、2 大水深コンテナターミナルは船回し場と伴に図 5.1 に示されてい

るように、陸側に位置している。また、図 5.2 に、航路整備の標準断面を示す。検討結果の

比較のため-12.5m 水深に対する航路埋没の検討を行う。 
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図 5.1 コンテナターミナルと船回し場の平面計画 

 

 

図 5.2 航路整備計画の標準断面図 
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55..22..22  航航路路埋埋没没検検討討水水深深  

表 5.1 に、航路埋没検討条件をまとめる。 

表 5.1 検討条件 

航路諸元 備考 ケース 

航路航行水深（m） 航路幅 （m） 

Case-1 -14.0 160 

Case-2 -12.5 160 

航路埋没低減対策工を考慮

しない検討とする。 

55..22..33  航航路路埋埋没没予予測測結結果果  

検討ケースの航路埋没予測結果は、表 5.2 にまとめる。 

表 5.2 航路埋没予測結果（27 - 44km）Unit: million m3 

検討ケース 
エネルギー平均

波による埋没量

大波による

埋没量 

（4 回来襲）

高波浪平均波に

よる埋没量 

（3 回来襲） 

各条件波の

合計埋没量

2005 既設水深条件*  0.89 0.92 - 1.81 

-12.5m 航行水深 + 160m

航路幅 
Case-1 1.45 1.54 - 2.99 

Case-2 1.60 1.68 - 3.28 -14.0m 航行水深 + 160m 

航路幅 Case-3 1.60 - 0.94 2.54 

Note: *2005 既設水深での検討ケースは、2005 年に発生した 大波を考慮したケースで、測量結果の埋

没量との再現性を実施した予測ケースである。 

表 5.3 に、航路埋没予測結果と実際に深浅測量の結果からの埋没量が比較されている。この

結果によれば、航路埋没予測結果は実際の埋没量より約 22%小さいことが分かる。このこと

を勘案し、埋没予測値が過小となるのを避けるため、表 5.4 に示した修正係数を考慮する。

航路埋没シミュレーションによる現場状況の再現性を考慮し、修正係数として経験的に 1.5 

倍も考慮した。 

表 5.3 埋没予測量と実際の埋没量の比較 

 実際の埋没量 

（2005 Oct. - 2006 

May） 

実際の埋没量 

（2005 Oct. - 2006 

Aug.） 

埋没予測量 

総計埋没量 年間 1.21 百万 m3 * 年間 1.49 百万 m3 * 年間 1.22 百万 m3  

実際と予測値の比率 0.99 1.22  

Note: *実際の水深測量より求められた埋没量は、測量期間を勘案して年間の埋没量に変換してある。 
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表 5.4 航路整備の年間予測航路埋没量 

 予測埋没量 （年間百万 m3） 

予測値  3.28  

修正値 （1.22） 4.01 -14.0m 

修正値 （1.5） 4.92 

予測値  2.99 

修正値 （1.22） 3.65 -12.5m 

修正値 （1.5） 4.49  

55..33  初初期期浚浚渫渫量量  

初期浚渫量は、以下の諸条件を考慮し、考察を加える。 

(1) 航路必要断面確保に必要な浚渫量（航路設計断面） 

(2) セクション 5.9 で論じられている埋没予備層（Sediment Buffer Layer） 

(3) 法肩崩壊（初期浚渫後に発生する） 

(4) 浚渫工事中に発生する航路への埋没量 

想定されている浚渫工事期間が 3 年であるため、以上に挙げた項目は、3 年間に発生する量

を推計することになる。 

11))  航航路路必必要要断断面面確確保保にに必必要要なな浚浚渫渫量量（（航航路路設設計計断断面面））  

29.7 百万 m3. 

22))  埋埋没没準準備備層層（（SSeeddiimmeenntt  BBuuffffeerr  LLaayyeerr））  

2.3 百万 m3 

33))  法法肩肩崩崩壊壊  

既設ラックフェン航路での、過去 5 年間の法面肩崩壊のデータを表 5.5 にまとめられて

いる。このデータによれば航路浚渫後 3 年間は増加傾向にある。 

表 5.5 既設ラックフェン航路法肩崩壊量 （2006-2010） （Unit: m3） 

 

航路が-14.0m に増深されれば、以下のように航路ヘッド差のファクターで法肩崩壊は増

大発生するものと考えられる。 
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法面肩崩壊量= （149,000+227,000）/2*（142）/ （7.52） =655,000m3   

                          = 年間 0.66 百万 m3 

この崩壊量は 3 年間続くものとした。 

44))  浚浚渫渫工工事事中中にに発発生生すするる航航路路へへのの埋埋没没量量  

表 5.2 に示されているように、航路水深-14.0m と-12.5m に対する埋没推計量は、それぞ

れ年間 4.0 百万 m3と 3.6 百万 m3推計されている。さらに、航路水深は浚渫工事 1 年目

から 3 年間で所定の-14.0m に増深されるわけなので、1 年目は水深が 2005-2006 年の現状

と考えて、1.5 百万 m3、2 年目は-12.0m として 3.6 百万 m3、3 年目が-14.0m として 4.0

百万 m3と想定される。従って、浚渫工事 3 年間の埋没量は累計 9.1 百万 m3と推定され

る。ただし、以下の初期浚渫量のケース 2 においては、高波浪の来襲回数を年 1 回と仮

定し、6.1 百万 m3としている。 

55))  総総初初期期浚浚渫渫量量  

総初期浚渫量は、考慮されているファクターが一義的に決まるものではなく幅を持たせ

て以下の 2 ケースを提案する。ケース 1 として、上限の浚渫量。ケース 2 として、中庸

の浚渫量を提示している。 

ケース-1: 4 回の高波浪を考えたケース 

(1) 航路断面確保のための浚渫量（航路設計断面）  = 29.7 

(2) 埋没準備層（Sediment Buffer Layer）   = 2.3 

(3) 法肩崩壊（ 655,000 m3x 3 年）   = 1.98 

(4) 浚渫工事中の航路埋没量    = 9.1    

43.1 百万 m3 

Case-2: 1 回の高波浪を考えたケース 

(1) 航路断面確保のための浚渫量    = 29.7 

(2) 埋没準備層     = 2.3 

(3) 法肩崩壊を工事中の埋没量に含まれると考え  = 0 

(4) 浚渫工事中の航路埋没量    =6.1    

38.1 百万 m3 

55..44  維維持持浚浚渫渫量量とと埋埋没没準準備備層層  （（SSeeddiimmeenntt  BBuuffffeerr  LLaayyeerr））  

維持浚渫は、公称航行航路水深を保守するため、必要なタイミングで実施されるものである。

以下に、その必要量を推定する。条件として、浚渫工期が 3 年間と長いため、法肩崩壊は初
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期浚渫中に安定するものと考えた。従って、維持浚渫量は、ほぼ波浪や潮流による航路埋没

量に相当する。 

台風の来襲状況は、表 5.6 に示されている通り年 1-2 回のである。ただし、Hon Dau 観測所の

データによれば（本編 表 5.4.2）、2005 年においては 4 回の高波浪が観測されている。 

表 5.6 ハイフォン地域に来襲した過去の台風データ 

年 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 

台風来襲回数 2 0 2 1 2 1 2 

本編 表 5.4.2 にあるように、2005 年には、4 回の高波浪を経験している 

以下に示される維持浚渫量は、第 8 章にて検討された航路埋没低減策工のケースに対して検

討している。その対策工は航路沿いに建設される防砂堤であり、その諸元は以下の通りであ

る。 

- 設置位置: 航路法肩より 950m の位置 

- 天端高: D.L + 2.0m 

- 延長: 海底水深-5.0m まで 

- 波浪条件: エネルギー平均波+４ 大波 （2005） 

- 航路埋没低減効果: 20.1% 

適対策案についての、年間航路埋没量が 2.62 百万 m3 と予測されている。その航路内の埋

没状況は図 5.3 の通りで 37+000 より沖側に顕著な埋没傾向にある。また、航路埋没を層厚に

換算されたものが、図 5.4 に示されている。 

MOT の基準によれば、以下のごとく、埋没準備層は 大 1.2m に定められている。 

MOT regulation on Procedure of channel design: No. 115-QD/KT4 dated 12th Jan. 1976 Item-4.7 

The additional maintenance depth for sedimentation shall be determined in accordance with” 

Temporary Standard of determination of the extra depth for sedimentation in access channel” or by 

sedimentation rate of channel, types of dredgers and time interval of maintenance dredging, but 

should not over 1.0m to 1.2m. 

この基準に従って、埋没準備層厚を図 5.4 に中に 0.5m と 1.2m と示してある。 
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図 5.3 推計維持浚渫量 

 

 

図 5.4 埋没準備層 

55..55  航航路路埋埋没没低低減減策策工工のの検検討討  

航路埋没低減策工として、①防砂堤工、②深堀トラップ工を基本的な比較案として検討して

いる。また、前述してある如く、航路埋没シミュレーションにより、台風の来襲波と潮汐を

外力とし、 適対策工を検討している。 適案として防砂提工案が提案され、その結果は基

本設計としてまとめられている。 
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第第66章章  港港湾湾計計画画とと施施設設レレイイアアウウトトののレレビビュューー  

66..11  港港湾湾施施設設ののレレイイアアウウトト  

準備調査によれば、連続した 2 バースの建設が計画されている。この配置はクレーンの有効

利用と維持管理の面で有利である。岸壁背後を埋立することによって十分広い岸壁エプロン

が確保されている。 

ラックフェン港はベトナム北部地域での 初の大水深港湾を目指すものである。航路水深は

マイナス 14m であり、これは 50,000DWT の満載パナマックス及び 100,000DWT クラスの部

分載貨コンテナ船が可能である。現在、9,000 個積み以上のコンテナ船（100,000DWT クラス）

420 隻が世界の主要航路に就航している。コンテナ船の大型化の傾向は続いており、マース

クは 2011 年初に韓国造船会社に 18,000 個積み（概ね 200,000DWT クラス）コンテナ船 30 隻

の建造を発注しており、このうち 10 隻が 2014 年に世界の主要航路に就航予定である。 

その結果、100,000DWT クラスのコンテナ船は準幹線航路に展開される見込みであり。事実、

130,000DWT のコンテナ船はベトナム南部のカイメップ−チーバイ港に配船されている。これ

ら現状から 100,000DWT クラスのコンテナ船がラックフェン港に配船される見通しが高く、

ラックフェン港を水深が浅い港湾として計画整備することは有利ではないことが明白である。 

2020 年には年間 2,299,000TEU を取り扱うため、大型船で 1 寄港あたり 2,000TEU を取り扱う

と仮定しても、年間 1,150 隻の利用が見込まれる。このことは日当たり 3 ないし 4 隻の配船

に相当する。また、ラックフェン航路はハイフォン港とディンブー港に入港する年間 6,700

隻の船舶が利用する航路でもある。 

66..22  航航路路とと回回頭頭水水域域  

66..22..11  航航路路とと回回頭頭水水域域ののレレビビュューー  

一方向航行航路の場合、100,000DWT コンテナ船に対する必要航路幅を PIANC 設計基準に基

づき次の通り算定する。 

- 防砂堤で防護されない沖側航路区間 : 3.5B（B=船舶の型幅） 

- 防砂堤で防護された港内航路区間 : 3.3B 

従って、ラックフェン港の当初において 160m 幅の航路として整備することを推奨する。こ

の航路幅は、50,000DWT 満載及び 100,000DWT 部分載貨の 大船舶の型幅の 3.5 倍に相当す

る。また、この航路幅はタグによる操船、適切な航路標識ならびに VTM 施設によるコントロ

ールによって船舶操船への支援を必要とするものである。 

- 50,000DWT（型幅 33m） : 32.3m x3.5= 113m 

- 100,000DWT（型幅 45.5m） : 45.5m x3.5= 159m →160m 

適度なキールクリアランス（UKC）は 10％であり、港内航路部では 50,000DWT の満載船に
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対して CD−14m（1.1x12.7m＝14.0m）の水深が必要となる。 

回頭水域の標準幅として操船においてタグ支援と船舶装備のクラスターを使用する場合 2.0L

（対象船舶の全長）である。従って 5,000 または 8,000 個積みのコンテナ船を収容するために

は、岸壁に係留される船舶に対する余裕幅 50m を確保しつつ船回し場の直径を 660m とする

ことを推奨する。 

66..22..22  当当初初かかららのの航航路路水水深深 1144mm のの合合理理性性  

11))  ココンンテテナナ船船のの大大型型化化  

コンテナ船はより大型化するグローバルな傾向とベトナム国南部における大水深港湾開

発によるカイメップ−チーバイ港に寄港する船舶の現状を考慮すると、ラックフェン港の

航路は建設当初より期待されるより大型の船舶を収容できるに十分な水深の航路として

整備すべきである。 

22))  航航路路水水深深とと潮潮位位  

国際的海運会社にとってコンテナ船は定期サービスの提供が基本である。日々配船予定

を変更あるいは出入港に際し船舶が潮待ちしなければならないような港湾は国際的な玄

関港としての競争性がなく、ベトナム国北部地区の経済発展にも好ましくない。従って、

ラックフェン港（ハイフォン国際玄関港として）は寄港が想定される 50,000DWT 満載船

に対し潮待ちを必要としない航路水深 CD‐14m とすべきだある。 

33))  財財務務的的なな観観点点  

次の 2 ケースの財務比較を実施した。 

- ケース 1：2015 - 2020 年において追加の維持浚渫をする条件で ODA ステップローン

融資にて 2015 年当初に-14m に航路浚渫する場合 

- ケース 2： ODA ステップローンにて当初 2015 年に 13m に浚渫し、その後 2020 年

にべ国負担にて-14m に航路を増深する場合 

比較の結果、総額ではケース 1 はケース 2 より少額である。追加費用の現在価値（NPV）

ではケース 1 は 309.509 百万米ドルであり、ケース 2 では 427.873 百万米ドルとなる（ケ

ースでは 2015 年から 2020 年までにおいて潮待ちによる経済的損失が生じ、これを財務

的負担として付加すると、ケースの追加費用の現在価値は 614.513 米ドル）ので、ケー

ス 2 が、財務的にケース 2 より利益があることになる。 

この分析結果は年間維持コスト負担に依存するものであり、その程度は航路埋没に関わ

る浚渫によって変化する。しかしながら、ODA のステップローンにより当初より-14m

推進に浚渫することが 2015年当初ODAステップローンにて-13mまで浚渫しその後 2020

年に自国資金にて-14m まで増深する場合より財務的により利益があることを示してい

る。 
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44))  経経済済的的なな観観点点  

JICA 詳細設計団は次の算定式に基づき費用総額を求める。 

   ctcb CEKK  

ここに、 

K: 投資、維持管理、潮待ちの総額（米ドル） 

Kcb: 浚渫投資コスト（米ドル） 

E: 維持浚渫コスト（米ドル/年） 

Cct: 船舶待ちコスト（米ドル/年） 

利率：投資コストに対し年 2% 

表 6.1 航路水深-13m と-14m の総額 

2016 2017 2018 2019 2020

Channel Elevation‐13 221,050,459 256,632,035 301,744,747 356,983,001 473,930,373

Channel Elevation ‐14 259,900,327 275,758,271 291,933,375 308,431,981 325,260,559

Total Cost in $ (Capital cost + mainternance Cost + Ship Waiting Cost)

 

表 6.1 の総額では 2016 年から 2020 年までの累計コストを示す。この表より、2016 年か

ら-14m の航路水深の場合、2016 年から 2020 年までは水深-13m としその後-14m とする

ケースと比べると、約 150 百万米ドル安価であることが示されている。 

TEDIによるレビューFS報告書に適用されている運輸省通達 No. 115/QD-KT4による算定

式を用いると次の通りとなる。 

    MiniCEKK ctnicbi1.0  

ここに、 

K: 水深 i の場合の投資、維持、オペレーション及び船舶潮待ちコストの総額（米ド

ル/年） 

Kcbi: 水深 i の場合の初期建設投資額（米ドル/年） 

Ei: 水深 i の場合の年間維持費とオペレーション費のコスト（米ドル/年） 

（Cctn）i: 水深 i の場合の潮位 n に対する船舶潮待ち年間コスト（米ドル/年） 

TEDI による修正 FS の計算結果について、本検討では維持浚渫量、貨物量及び寄港隻数

を見直しする。更に TEDI による修正 FS では 2015 年についてのみ結果を示しているが、

本検討では初期投資期間の毎年ごとに計算し結果を求める。その検討結果を次の表 6.2

に示す。 
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表 6.2 各年及び水深毎の総コスト 

Nautical

Depth

2016 2017 2018 2019 2020

‐11.0 57.14 81.84 107.67 134.69 163.07

‐11.2 51.58 71.97 93.30 115.59 139.02

‐11.5 46.08 61.83 78.30 95.51 113.60

‐12.1 36.67 44.25 52.16 60.44 69.14

‐12.5 32.11 35.34 38.71 42.25 45.96

‐12.8 31.06 32.59 34.19 35.86 37.62

‐13.1 30.95 31.43 31.94 32.46 33.02

‐13.4 31.80 31.86 31.92 31.99 32.06

‐14.0 34.84 34.84 34.84 34.84 34.84

Total cost (M$)

 

表 6.2 によれば、総コストは航路水深が浅くなるにつれて総コストが増加する。これは

後年ほど寄港船舶数が増加するので、船舶潮待ちコストが毎年増加し、結果として総コ

ストが増加するためである。また、2016 年と 2017 年では-13.1mCD の航路水深のケース、

及び 2018年から 2020年まででは航路水深-13.4CDのケースが 小コストとなることを示

すが、一方で航路水深-14mCD の場合の総コストとの相違は極めてわずかであることを

示しており、 小コストの航路水深は-13m 以上と考えることができる。 

55))  航航路路のの段段階階的的開開発発へへのの考考慮慮  

初期投資は低利率の ODA 基金（年率 0.2%）が融資される。従い、-14m にて整備する場

合 ODA 基金にて全投資額を賄うことになる。5 年後の次期開発における予算処置の必要

性を考慮すると段階的開発には有利性がないものと考えられる。 

ラックフェン航路の場合、航路埋没シミュレーションによって航路水深 13m と 14m の違

いによる航路埋没量の相違は極めて小さく、概ね年間 50,000m3である。この観点におい

ても段階的な開発の有利性はない。 

ラックフェン港のコンテナ貨物需要は急速に増加し 2020年には 2.3百万TEUに到達する

ものと見込まれ、このことは 50,000DWT から 100,000DWT の船舶を収容できる近代的な

5 から６バースのターミナルを必要とする。 

実際、ラックフェン港の第 1、第 2 バースを運用する民間オペレーターは太平洋及びア

ジア間の交易に大型サイズのコンテナ船を導入することを表明している。ラックフェン

港への航路が-13m 航路と整備される場合、50,000DWT のコンテナ船（満載）は常時出入

港出来ず、1m 以上の潮待ちを余儀なくされる。コンテナ海上輸送マーケットにおいては、

いわゆる大型コンテナ船は定期サービスで運営されており潮待ちを避けるべきである。

すなわち、港湾側が潮待ちでの利用を船会社に求める場合には、船会社はそのような港

湾には寄港を避けるので周辺地域内での競争性を失うとともに輸出入ビジネスでの競争

性を欠くことになるので、ラックフェン港の場合にはベトナム国北部地域への外国から

の直接投資が減少する結果となるであろう。 

このようにラックフェン港は貨物需要と船舶の大型化の観点において、十分な可能性を
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有するので、航路開発では段階的な開発をすべき理由は見当たらない。故に、JICA 詳細

設計調査団としてはラックフェン港の水深は当初より-14m とすることを推奨する。 

66..33  中中長長期期港港湾湾開開発発計計画画  

港湾の条件が突然変化するときに事故が起きるものである。航路は船舶の容易な操船ができ

るように十分な断面と配置としなければならない。従って、航路一部を形成する水域に船回

し場を設けることは推奨できない。 

ラックフェン港は北部地域の主要港湾であり、その背後圏には首都ハノイを控え、貨物需要

は大きい。寄港船舶数の増加に伴い、将来には二方向交通が必要となる。100,000DWT 船舶

の二方向交通が可能となるように、航路幅は不利な条件下における低速航行が出来るよう

480m が必要である。表 6.3 に、DD 調査団が提言する航路幅の拡幅に関する予備的な整備計

画を示す。 

表 6.3 ラックフェン航路の段階的整備計画 

 第 1 次 

（2015） 

第 2 次 

（2020） 

第 3 次 

（2025） 

第 4 次 

（2030） 

航路水深 -14m -14m -14m -16m 

航路幅 160m 320m 480m 480m 

岸壁水深 -16m -16m -16m -16m 

初期浚渫量（百万 m3） 30 40 40 30 

年間維持浚渫量（百万 m3） 0.6 1.4 2.2 2.8 

66..44  港港内内静静穏穏度度  

本節では港湾の容易な運用に重要な要素である風波に対するラックフェン港湾の静穏度を検

討する。50,000DWT の船舶を対象として、2015 年から 2020 年までに整備される港湾施設レ

イアウトに対し港内静穏度を検討する。2015 年時点では外側護岸が未整備及び整備完了を想

定し、2020 年においては防砂堤の有り無しを想定する。岸壁全面での波高は波の回折を考慮

したエネルギー平衡法による波の変形モデルにて算定し、稼働日数の割合は 近の 7 年間に

対する波浪予測結果より得られる波浪頻度表を用いる。 

通常波浪に対する静穏性の検討結果、岸壁稼働日数は全検討ケースにおいて 97.5%以上であ

り、岸壁の静穏性は十分であることが確認された。50 年再現期間の波浪に相当する異常時波

浪に対する静穏性も検討し、その結果、岸壁前面における波高は船舶係留に危険となる波高

1.5m 以下となることを確認した。 

66..55  航航行行安安全全  

ラックフェン港は河川河口に位置することから潮流が大きい。引き潮時の河口付近の潮流は

毎秒 1.8m（3.5 ノット）に達する。加えて、潮流は一日一回潮であるので、多くの船舶の航

行は高潮時に集中する。ハイフォン港においては、VTM 設置による一方向のハーナム航路航

行管制が行われているが、ラックフェン航路を含む他の水域を航行する船舶との輻輳が認め
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られる現状がある。対象とする大型船舶を安全に受け入れるため一方向航行管制は必須であ

り、VTM 機能の改善を必要とする。加えて、航行システムの複雑化の増大に対処するため

VTM オペレーターを世界標準に教育するシステムを考慮するする必要がある。 

操船シミュレーター活用し、狭い操船水域における安全な離着棧操船を検証する必要がある。

また、航路標識配置の効果性を確認すべきである。世界標準に従って航路端部に適切に航路

標識を設置すべく、スパーブイと称する移動範囲が小さいブイを導入すべきである。加えて

気象ブイと船舶の位置と船舶の状況などをパイロットに通知するパイロット補助システムな

どは、大型船を対象とする安全な操船にとって重要な要素である。 

66..66  操操船船シシミミュュレレーーシショョンン  

ラックフェンコンテナターミナルは強い潮流の影響を受ける狭い航路から極めて厳しい操船

条件である。操船シミュレーション検討によって、航路条件、投錨などに関し十分性を確認

した。また、本プロジェクトが対象とする 100,000DWT コンテナ船の操船に必要となる安全

対策も検討した。 

その結果、一方向航行の場合 160m 幅での大型船の航行に問題はないことが確認された。し

かし、一方向航行管制は 30 分以上の航行制限を必要とするであろう。従ってオペレーターに

対する管制方法、教育、訓練のあり方を検討する必要がある。当初接岸方法による回頭水域

への接近では、狭い航路幅の条件下では何らかの潮流制限を設ける必要があることが確認さ

れた。しかし、ラックフェンコンテナターミナルは国際港として重要な役割を担うものであ

り、ターミナルのオペレーションを制限する条件を設けうることは出来るだけ排除すべきで

ある。従って、厳しい条件下の操船上の安全を確保するため航路幅の拡幅プランについて検

討を行なった。その結果、拡幅する必要が確認され、回頭水域の拡大が推奨された。 

66..77  接接続続道道路路のの設設計計  

コンテナの取扱貨物量は 2020 年において 2,282,000TEU と予測される。これらは道路、鉄道

あるいは小型船などその他の方法にて搬出入される。道路にて 80%のコンテナが輸送される

ものと仮定すると、港湾道路では 1,826,000TEU を取り扱う必要がある。また港湾活動では補

助車両を活用できるであろう。15%をこれらの補助車両で取り扱うと仮定すると、港湾道路

を利用する車両数は時間あたり 355 台と予想される。 
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表 6.4 港湾道路の交通量予測 

年 
項目 

2020 2030 

コンテナ（000TEU） 2,282 9,490 

道路 （80%） 1,826 7,592 

鉄道 （15%） 342 1,424 

その他 （5%） 114 475 

一般雑貨（000ton） 2,652 9,308 

道路 （75%） 1,989 7,446 

鉄道 （15%） 398 1,396 

その他 （10%） 265 465 

年車両数   

コンテナ用トレーラー （40 フィート） 912,800 3,796,000 

トラック（10 トン） 198,900 744,640 

大型車両合計 1,111,700 4,540,640 

年あたり就業時間 3,600 3,600 

時間当たり大型車両数 309 1,261 

追加車両 （15%） 46 189 

時間あたり総車両数 355 1,450 

車両レーン当たりの設計容量 500 500 

必要車両レーン数 0.7 2.9 

図 6.1 の通り、ターミナル背後の道路幅は 2020 年において 53.5m と計画する。 

 

図 6.1 2020 年におけるターミナル背後道路の標準断面図 

66..88  施施設設内内容容  

上記施設内容に基づき、ラックフェン港湾の JICA ODA プロジェクトの施設内容を次表に取

りまとめる。 
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表 6.5 日本 ODA ローンによるプロジェクト施設内容 

番号 工事項目 施設概要 

1.  浚渫  

1.1 航路と回頭水域 航路：幅 160m, 水深 -14.0m CDL, 勾配 1:15（CDL-10m 以浅）及び

1:10 （CDL-10m 以深）、航路長 17.4 km,  

回頭水域：直径 660m, 水深 -14m CDL, 勾配 1:10/1:15 

2. 航路標識 防砂堤上の標識灯： 6 基 

3 埋立  

3.1 土地造成 長さ 752m x 幅 750m, 埋立地盤高+4.5m 

アクセス道路部 200m 幅、埋立地盤高+5.5m 

3.2 地盤改良 CDM: 32,990m2 バージバース部を含む 

PVD: 568,554m2 アクセス道路部を含む 

3.3 土留壁 コンテナバース側：鋼管矢板壁、長さ 763m, 天端高 EL+5.5m 

バージバース側：鋼管矢板壁、長さ 180.5m, 天端高 EL+5.5m 

3.4 内側護岸 南側護岸：捨石傾斜堤、長さ 709m, 天端高 EL +5.5m 

3.5 アクセス道路 アスファルト舗装、幅 53.5m, 長さ 1,000m 

4. 外郭施設  

4.1 外側護岸 上部工天端高+6.5m, 消波ブロック被覆、地盤改良、長さ 3,230m  

4.2 防砂堤 天端高 EL＋2.0m, 長さ 7,600m 

5. 公共関連施設  

5.1 埋立 面積 170,550 m2, 埋立量=233,708 m3 アクセス道路部を含む 

5.2 岸壁前面浚渫 CDL-5.0m, 155,431 m3 

5.3 官庁用サービスボー

トバース 

延長 347m x 幅 10m x 水深-5m、矢板壁（バース付属品と船舶給水施設

を有す） 

5.4 外周護岸 傾斜石積堤、長さ 966.5 m  
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第第77章章  ココンンテテナナタターーミミナナルル及及びびアアククセセスス道道路路部部のの埋埋立立  

77..11  設設計計条条件件  

77..11..11  供供用用年年数数  

設計対象施設の供用年数は 50 年とする。 

77..11..22  自自然然条条件件  

11))  潮潮位位  

- HHWL : CD +4.43 m （100 年確立潮位または 1%超過確率潮位に相当） 

- HWL : CD +3.55 m  

- 平均水位 : CD +1.95 m  

- LWL : CD +0.43 m  

- LLWL : CD +0.03 m（1991 年 2 月 2 日の観測値） 

22))  波波浪浪  

準備調査にて示された沖波諸元は下記の通り。 

- 沖波波高 （H0） : 5.6 m  

- 周期 （T0）  : 11.6 秒 

- 卓越波向 : 南～東 

 （50 年確率沖波） 

33))  地地震震  

- 水平震度 kh = 0.04g 

- 鉛直震度 kv = 0.00g 

ベトナム基準 TCXDVN 375-2006 によれば、カットハイ島エリアは必ずしも地震力を考

慮しなくてもよい地域に属している。従って、本設計では地震力の影響を考慮しない。 

44))  風風速速  

- 設計風速   60 m/sec 

- オペレーション時 20 m/sec 

55))  土土質質  

本調査にて実施した土質調査の結果は第 2 章に記載されている。施設毎の土質定数は、

これら土質調査の結果を基にそれぞれ決定した。 
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77..11..33  荷荷重重条条件件  

- ターミナルエリア（実コンテナ置き場） : 30kN/m2 

- ターミナルエリア（空コンテナ置き場） : 10kN/m2 

- アクセス道路エリア  : 10kN/m2 

77..22  埋埋立立  

コンポーネント A（ODA プロジェクト）の埋立天端は 4.5m CDL である。+4.50m CDL から

+5.50m CDL までの埋立及び舗装工は、コンポーネント B（民間側プロジェクト）によって実

施される。ターミナル背後のアクセス道路エリアの埋立天端については、第 1 段階の道路建

設予定区域が+4.50m CDL、その他の区域は+5.50m CDL である。埋立材料は、河川及び海底

の浚渫砂とする。埋立計画平面図を図 7.1 に、埋立区域の標準断面図を図 7.2 に示す。 

 

図 7.1 埋立計画平面図 

 

 

図 7.2 埋立部標準断面図 
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77..33  地地盤盤改改良良  

77..33..11  地地盤盤改改良良工工法法  

今回の調査地における地盤改良の主目的は、圧密を促進させ、埋立荷重や開港後の供用荷重

による残留沈下量を減少させることである。調査地の自然条件や改良目的を考慮して、ラッ

クフェン港における 適な地盤改良工法が検討された。 

今回のプロジェクトサイトにおいては、施工性、経済性及び環境に与える影響などを考慮し、

PVD （Prefabricated Vertical Drain）工法とプレローディング工法を併用する工法が推奨され

た。当工法は もよく用いられる工法であるが、ベトナムでは過去に 30m～40m の深さまで

施工した実積がある。また、30m を超える大深度での適用における効果については多くの海

外のプロジェクトで実証されている。従って、PVD 工法は、適切な材料を選択し、しっかり

とした施工管理が行われれば、有効に機能すると考えられる。 

77..33..22  ココンンテテナナババーースス背背後後のの地地盤盤改改良良  

コンテナバース直背後に建設される土留壁の背後エリアの地盤改良には、セメント系深層混

合改良工法（CDM）を適用する。CDM 工法が導入される目的は以下の通りである。 

- コンテナバースの直背後のエリアは、民間側がコンテナバースを建設する際の仮設

ヤードとして使用される予定である。現実的に可能な限り早期に民間側にこのエリ

アを引き渡すことは非常に重要であり、これによりコンテナバースの建設の開始が

可能となるものである。 

- コンテナバース背後の土留壁は、この直背後に施される地盤改良と合わせて設計す

る必要がある。現地盤は軟弱なので、地盤改良が無ければ、鉛直土留壁には相当な

主働土圧が作用することになる。 

以上より、CDM 工法がコンテナバース及びバージバースの直背後に適用されることになった。

この工法の適用に当たっては、以下の改良目的及びその効果が考慮されている。 

- バース直背後の埋立地を速やかに民間側に引渡し、コンテナバース建設の早期着手

を可能とする。 

- コンテナバース直背後に建設される鉛直土留壁に作用する主働土圧を減少させる。 

- PVD 工法と CDM 工法を共用することで、コンテナターミナルエリアの地盤改良全

体工程を短縮する。 

本詳細設計実施期間中、JICA によって名古屋大学浅岡名誉教授を委員長とする国内支援委員

会（地盤改良分野）が設立され、調査団が実施した地盤改良設計の照査確認が行われた。調

査団が提案した地盤改良設計に対して、国内支援委員会から下記に示すコメントが寄せられ

た。 

- CDM 改良体の縦横比は 1.0 以上とすること 

- 低改良率セメントコラム工法（ALICC）と PVD 工法の組合わせは過去に事例がない
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ため、ALiCC 工法は用いないこととする 

- 壁式 CDM 改良と PVD 工法の組合わせは過去に事例もあり好ましい 

- CDM 改良の検討に当たっては、安全率を十分確保すること 

上記コメントを受けて、CDM 改良体の諸元及び配置を再検討し、 終的に図 7.3 に示す改良

配置となった。CDM 改良の諸元を下記に示す。 

- 土留壁背後区域   : CDM 壁式改良（改良率: 51.7%） 

- CDM 改良幅  : 33.9m – 40.2m（土質条件による） 

埋立土

軟弱地盤

CDM壁

▽+4.50m CDL

PVD

プレロード荷重

埋立土

軟弱地盤

CDM壁

▽+4.50m CDL

PVD

プレロード荷重

 

図 7.3 CDM 改良配置模式図 

検討区域の地盤改良目的を表 7.1 にまとめ、図 7.4 に CDM 改良体の概略配置を示す 

表 7.1 検討区域の地盤改良目的 

エリア 改良形式 改良目的 

-土留壁（鋼管矢板式）背後区域 壁式（ブロック式）改良 

 

- 沈下低減 

- 土留壁への作用応力低減 
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図 7.4 CDM 改良杭の配置図 
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77..33..33  タターーミミナナルルエエリリアア及及びびアアククセセスス道道路路エエリリアアににおおけけるる地地盤盤改改良良設設計計  

11))  概概要要  

当ターミナルエリア（実コンテナ、空コンテナ置き場エリア）及びアクセス道路エリア

においては、軟弱な粘性土が 20m～30m 厚程度（中間の数ｍの厚さの固い粘土層も含む）

分布していることから、埋立に伴い長期にわたって発生する圧密沈下あるいは埋立時の

安定の問題が懸念された。また、埋立工事工程に関しても、民間への引渡しが急がれて

おり、無対策の状態で埋立工事を行えば供用開始時に所定の残留沈下量以内に収めるこ

とが困難であると考えられた。そこで、圧密沈下及び安定対策として地盤改良の検討が

実施された。 

22))  設設計計荷荷重重及及びび荷荷重重エエリリアア  

ターミナルエリア及びアクセス道路エリアは、開港後に作用する荷重区分により、以下

の 3 つのエリアに分けることができる。 

- エリア-l: ターミナルエリア（実コンテナ置き場） このエリアは、中身の入った実

コンテナ置き場となる。開港後の作用荷重は 30kN/m2とする。 

- エリア-2: ターミナルエリア（空コンテナ置き場） このエリアは、ターミナルエリ

アの中で、エリア-1 を除く西の端に位置し、中身の無い空のコンテナ置き場となる。

開港後の作用荷重は 10kN/m2 とする。 

- エリア-3: アクセス道路エリア このエリアは埋め立てエリアの西端に位置し、将来

はアクセス道路として使用されるエリアである。この交通荷重は、10kN/m2 とする。 

以後、上記の 3 つのエリアで、海上にあり埋め立てられる計画のエリアを“埋立計画エ

リア”と呼ぶ。荷重エリアの区分図を図 7.5 に示す。 

コンテナターミナルエリア
（実コンテナ置き場）

コンテナターミナルエリア
（空コンテナ置き場）

アクセス道路エリア

 

図 7.5 荷重エリア区分図（ターミナルエリア（実コンテナ置き場及び空コンテナ置き場） 

及びアクセス道路エリア） 
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33))  設設計計基基準準及及びび条条件件  

埋立計画エリアにおける地盤改良のための設計基準及び条件は、表 7.2 に示す通りであ

る。 

表 7.2 埋立計画エリアの地盤改良における設計基準及び条件 

項 目 設計基準及び条件 

（a）許容安全率 
（安定検討） 

・施工時（常 時）：Fsa≧1.10 
・供用時（常 時）：Fsa≧1.30 

（b）目標達成 
圧密度 

・一段の（盛土）荷重により達成する圧密度は 80%（以上）とする。 
 （アクセス道路エリアについては、達成する圧密度は 90%（以上）とする。） 
・水平方向圧密係数 Ch＝2Cvとする。（Cv：垂直方向の圧密係数） 

（c）残留沈下量 
 

・ターミナルエリア（実コンテナ及び空コンテナ置き場）： 
・開港時点 Sr＝0cm（一次圧密沈下量 100％完了） 

・アクセス道路エリアの許容残留沈下量：ベトナム基準 22TCN-262-2000 より 
・舗装後 15 年間の沈下量 Sr15≦30cm（一次圧密＋二次圧密沈下量） 

（舗装完了時期は、プレロード撤去完了後から 6 ヶ月と仮定する。） 

（d）上載荷重 
・コンテナターミナル（実コンテナ置き場）エリアの上載荷重：q＝30kN/m2 
・コンテナターミナル（空コンテナ置き場）エリアの上載荷重：q＝10kN/m2 
・アクセス道路エリアの上載荷重：q＝10kN/m2 

（e）水  位 

・HWL  （満潮位）：CD+3.55 
・MWL（平均潮位）：CD+1.95m：沈下検討時水位 
・LWL  （干潮位）：CD+0.43m：安定検討時水位（海側） 
・RWL（残留水位）：CD+1.47m：安定検討時水位（埋立地側） 

（f）計画高 

・埋立エリア計画高：CD+5.50m 
・PVD施工基面高さ：CD+4.50m 
・サンドマット施工高さ：CD＋4.00ｍ～CD+5.00ｍ 
・サーチャージ撤去高さ（引渡し時）：CD+4.50m 

（g）施工速度 

・PVD打設速度：30,000m/日（4 パーティ）→60 日で打設/施工区 
・第 1 段プレロード盛土速度：10,000m3/日（4 パーティ）→1m/週/施工区 
・第 2 段以降プレロード盛土速度：5,000m3/日（4 パーティ）→0.5m/週/施工区 
・プレロード撤去速度：2,500m3/日→0.25m/週/施工区 

（h）工  程 
・1 ブロックあたりの施工工程（埋立開始から地盤改良、プレロード撤去まで）を 15 ヶ

月と想定 （埋土荷重及びプレロード荷重の放置期間はトータルで 8 ヶ月以上） 

（i）影響範囲 
（余改良幅） 

・軟弱層厚+埋立層厚分（45°の範囲） 

44))  埋埋立立計計画画エエリリアアににおおけけるる地地盤盤改改良良設設計計のの結結果果  

aa))  埋埋立立てて計計画画エエリリアアににおおけけるる PPVVDD 工工法法にによよるる地地盤盤改改良良  

ii))  PPVVDD  打打設設間間隔隔及及びび必必要要ププレレロローードド高高ささ（（ププレレロローードド厚厚））  

適な PVD 打設間隔及び必要プレロード高さの検討がターミナルエリア及びアク

セスエリアの全 16 ブロックについて行われた。  

ターミナルエリア（ブロック 1～12）の 適な PVD 打設間隔は、経済性の観点から

選定された。また、アクセス道路エリア（ブロック 13 から 16）の PVD 打設間隔は

想定された期間内に所定の圧密が完了するように選定された。なお、内側護岸の PVD

間隔は施工の連続性を考慮して、また、 外側護岸 A の PVD 打設間隔は、所定の沈

下が完了し、施工中のプレロード荷重の安定が確保される観点から選定された。 



ラックフェン国際港建設事業詳細設計調査（港湾及び道路／橋） 
- 終報告書 要約版（港湾） - 

 42

選定された PVD 打設間隔は以下の通りである。（図 7.6 参照） 

（1） コンテナターミナルエリア （実コンテナ置き場） : d= 1.1m, 

（2） コンテナターミナルエリア （空コンテナ置き場） : d= 1.2m, 

（3） アクセス道路エリア     : d= 1.6m, 

（4） 外側護岸 A エリア    : d= 1.6m 

荷重エリア境界及び第 1 期の埋立計画エリアと第 2 期の埋立エリア境界（内側護岸

部）においては、36m の余改良幅が考慮されている。 

 

図 7.6 PVD 打設間隔及びプレロード高さによる建設エリア区分 

 

 

図 7.7 埋立計画エリアにおける PVD とプレロード工法による地盤改良の横断略図 

 

1.1m～1.6m

1.1m～1.6m

サンドマットの材料特性 

１．有機物含有量＜5％ 

２．0.25mm 径以上の粒径土の含有率>50％ 

３．0.08mm 径以下の土の含有率＜5％ 

４．D60 /D10 >6 または（D30^2）/（D10xD60）< 3 



ラックフェン国際港建設事業詳細設計調査（港湾及び道路／橋） 
- 終報告書 要約版（港湾） - 

 43

iiii))  埋埋立立計計画画エエリリアアににおおけけるる盛盛土土建建設設中中のの斜斜面面安安定定  

埋立計画エリア内の施工中の第一段階の埋立土（CD+5.0m）の斜面について、全 16

ブロックの検討エリアについて、安定検討を実施した。 

海底面から CD+5.0m までのレベルの埋立盛土において、所定の円弧滑りの安全率

（Fs=1.1）を満足する斜面の平均勾配がチェックされた。これらの結果によると、

CD+5.0ｍまでの第一段階盛土の所定の安定（施工時）を確保するためには、1:5 to 1:7

程度の非常に緩やかな斜面勾配とする必要があることが明らかとなった。 

77..44  護護岸岸部部（（内内側側護護岸岸及及びび外外側側護護岸岸 AA））のの安安定定検検討討  

77..44..11  設設計計方方針針  

11))  概概要要  

内側護岸については、当面の埋立及び護岸築造に対する沈下安定に対する対策に加え、

将来的に内側護岸の地先に延伸施工される埋立に対する沈下対策も必要となる。従って、

内側護岸の地盤改良としては、将来の地盤改良の連続性も考慮して埋立エリアで採用す

る PVD 工法を同様の施工ピッチで採用することとした。 

外側護岸 A の地盤改良としては、圧密沈下の促進による残留沈下の抑制と護岸の安定確

保が主目的であることから、PVD 工法（沈下促進、安定時の地盤強度増加）、及び床掘

による砂置換工法（沈下量低減、軟弱地盤の置換による安定性の確保）による工法を選

定し比較検討することとした。外側護岸 A における 適な地盤改良工法として、PVD+

プレロード工法が採用された。 

77..44..22  地地盤盤改改良良設設計計  

11))  設設計計基基準準及及びび条条件件  

埋立護岸部における地盤改良のための設計基準及び条件は、表 7.3 に示す通りである。 

表 7.3 内側護岸及び外側護岸部の地盤改良設計における設計条件 

項  目 設計基準及び条件 

（a）許容安全率 
（安定検討） 

・施工時（常 時）：Fsa≧1.10 
・供用時（常 時）：Fsa≧1.30 

（b）目標達成 
圧密度 

・一段の（盛土）荷重により達成する圧密度は 80%（以上）とする。 
・水平方向圧密係数 Ch＝2Cvとする。（Cv：垂直方向の圧密係数） 

（c）残留沈下量 
（沈下検討） 

・ターミナルエリア（実コンテナ及び空コンテナ置き場）に隣接する内側護岸： 
・開港時点 Sr＝0cm（一次圧密沈下量 100％完了） 

・アクセス道路エリアに隣接する内側護岸及び外側護岸：ベトナム基準 22TCN-262-2000 より

・護岸完成後 15 年間の沈下量 Sr15≦30cm （一次圧密＋二次圧密沈下量） 
（舗装完了時期は、プレロード撤去完了後から 6 ヶ月と仮定する。） 

（d）上載荷重 
・コンテナターミナルエリアの上載荷重：q＝30kN/m2 
・空コンテナ置き場エリアの上載荷重：q＝10kN/m2 
・アクセス道路エリアの上載荷重：q＝10kN/m2 

（e）水位 
・HWL  （満潮位）：CD+3.55m 
・MWL（平均潮位）：CD+1.95m：沈下検討時水位 
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項  目 設計基準及び条件 

・LWL  （干潮位）：CD+0.43m：安定検討時水位（海側） 
・RWL（残留潮位）：CD+1.47m：安定検討時水位（盛土側） 

（f）計画高 

・埋立エリア計画高：CD+5.50m 
・PVD施工基面高さ：CD+4.50m 
・サンドマット施工高さ：CD＋4.00ｍ～CD+5.00ｍ 
・サーチャージ撤去高さ（引渡し時）：CD+4.50m 

（g）施工速度 

・PVD打設速度：30,000m/日（4 パーティ）→60 日で打設/施工区 
・第 1 段プレロード盛土速度：10,000m3/日（4 パーティ）→1m/週/施工区 
・第 2 段以降プレロード盛土速度：5,000m3/日（4 パーティ）→0.5m/週/施工区 
・プレロード撤去速度：2,500m3/日→0.25m/週/施工区 

（h）工  程 
・1 ブロックあたりの施工工程（埋立開始から地盤改良、プレロード撤去まで）として 15 ヶ月

程度を想定 （埋土荷重及びプレロード荷重の放置期間はトータルで 8 ヶ月以上）  

（i）影響範囲 
（余改良幅） 

・軟弱層厚+埋立層厚分（45°の範囲） 

77..44..33  内内側側護護岸岸及及びび外外側側護護岸岸 AA ににおおけけるる地地盤盤改改良良設設計計のの結結果果  

11))  護護岸岸部部のの地地盤盤改改良良検検討討断断面面位位置置  

護岸部の地盤改良検討位置断面の位置を図 7.8 に示す。下図に示す通り、護岸部の圧密

沈下及び安定検討に用いられた断面は内側護岸部、外側護岸 A 部でそれぞれ 4 断面が選

定された。 

 

図 7.8 地盤改良検討断面位置図（内側護岸及び外側護岸 A） 

22))  内内側側護護岸岸  

aa))  PPVVDD 工工法法にによよるる検検討討結結果果  

ii))  安安定定検検討討結結果果  

内側護岸は、将来の港湾拡張に対する埋め立て延伸側の護岸であることから、将来

の施工の連続性に配慮し、背後の埋立エリアの対策工と同様に、「PVD+プレロード」

工法を採用し検討を行った。段階施工によって圧密による強度増加を考慮し、「PVD

＋プレロード」工法により所定の安全率を満足することが出来た。 
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iiii))  圧圧密密沈沈下下検検討討結結果果  

内側護岸沿いの IR-1,2,3,4 の 4 断面においては、地盤改良の連続性を考慮して、隣接

する埋め立て場内のブロックと同様の対策工法（PVD+プレロード）を採用した。隣

接する埋立エリアと同様の PVD+プレロード盛土で地盤改良を行えば、背後及び前

面の埋立盛土を実施しても、所定の残留沈下量を満足できることが確認された。 

bb))  内内側側護護岸岸ににおおけけるる PPVVDD++ププレレロローードド工工法法にによよるる地地盤盤改改良良のの施施工工手手順順  

PVD+プレロード工法による内側護岸における施工手順を、断面番号 IR-1 を代表断面

として図 7.9 に示す。 

 

 

図 7.9 内側護岸の IR-1 断面における PVD+プレロード工法による施工手順 

Step 1 （1.5 ヶ月） 

1） 埋立 

2）サンドマット（+4.0m～＋4.5m） 

Step 2 （2 ヶ月） 

1） 地盤改良（PVD □1.1m） 

2）サンドマット（+4.5m～＋5.0m） 

圧密放置期間（4 ヶ月） 

Step 3 （1.5 ヶ月） 

1） プレロード（+8.6m） 

圧密放置期間（4 ヶ月） 

Step 4 （1 ヶ月） 

1） プレロード撤去 

（護岸法線より内側のみ） 

Step 5 （1 ヶ月） 

1） プレロード及び 

カウンター盛土の撤去 

Step 6 （6 ヶ月） 

1） 舗装及び内側護岸建設 

Step 7 （開港後 5 年後） 

1） 第二期港湾エリアの埋立 
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33))  外外側側護護岸岸 AA  

aa))  外外側側護護岸岸 AA のの地地盤盤改改良良工工法法  

外側護岸 A の 適な地盤改良工法を選定するに当たり、以下に示す 2 種類の地盤改良

工法が検討された。 

i） PVD 工法 

ii） 床掘り置換え工法 

bb))  地地盤盤改改良良工工法法比比較較検検討討結結果果  

代表断面として外側護岸 A 沿いの ORA-2 を選定し、上記の二工法による経済性の比較

検討が実施された。その結果、所定の沈下及び安定上の要求を満たす断面において、

PVD 工法が経済的に有利であることが明らかとなった。 

cc))  PPVVDD++ププレレロローードド工工法法にによよるる沈沈下下・・安安定定検検討討結結果果  

ii))  斜斜面面安安定定検検討討結結果果  

“PVD + プレロード” 工法が も適切な地盤改良工法として選定された。圧密沈

下による粘性土の強度増加を考慮すれば、安定のために必要とされる安全率は、PVD

工法とカウンター盛土及びプレロードの段階施工により満足される。 

iiii))  圧圧密密沈沈下下検検討討結結果果  

外側護岸 A の各検討断面（ORA-1, 2, 3 及び 4）の法線位置における沈下量が検討さ

れた。この検討結果より、“PVD（d= □1.6m）+プレロード” 工法により、要求さ

れる残留沈下の条件は満足されることが確認された。 

iiiiii))  外外側側護護岸岸 AA ににおおけけるる PPVVDD＋＋ププレレロローードド工工法法にによよるる地地盤盤改改良良のの施施工工手手順順  

PVD+プレロード工法による外側護岸 A の施工手順を、断面番号 ORA-1 を代表断面

として図 7.10 に示す。 
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図 7.10 外側護岸 A の ORA-1 断面における PVD+プレロード工法による施工手順 

 

 

 

Step 5 （6 ヶ月） 

1） 舗装及び外側護岸 A 建設 

Step 1 （1.5 ヶ月） 

1） 埋立 

2）サンドマット（+4.0m～＋4.5m） 

Step 2 （2 ヶ月） 

1） 地盤改良（PVD □1.6m） 

2）サンドマット（+4.5m～＋5.0m） 

Step 3 （1.5 ヶ月） 

1） プレロード 

（+8.4m 護岸部、+6.5m 陸側部） 

圧密放置期間（8 ヶ月） 

Step 4 （1 ヶ月） 

1） プレロード撤去 
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77..55  内内側側護護岸岸基基本本設設計計  

内側護岸は、コンテナターミナルの南端部に沿って建設される護岸である。将来、本プロジ

ェクトで建設されるコンテナターミナルの南側へ拡張が計画されているため、内側護岸は仮

設構造物と見なされる。その設計に当たっては、将来拡張時に構造材料が再利用できること

を考慮に入れた。  

内側護岸区域は、PVD+プレロード工法にて地盤改良が行われる。地盤改良工事完了後、コン

テナターミナルの南端部に沿って、プレロード盛土が法面勾配 1:3 にて成形される。内側護

岸は、被覆傾斜堤にて設計する。 

内側護岸の延長は 709m で図 7.11 に位置を示す。内側護岸の標準断面図を図 7.12 に示す。 

 

図 7.11 内側護岸位置図 

 

 

図 7.12 内側護岸標準断面図 
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77..66  土土留留壁壁基基本本設設計計  

コンテナバースは、官民連携プロジェクトの民間投資として実施されるコンポーネント B に

て建設される。コンテナバースの設計は、その直背後に ODA プロジェクトで建設される土留

壁構造に十分配慮する必要がある。土留壁の基本設計では、準備調査及び運輸省決定 No. 476/ 

QD-BGTVT にて推奨された構造形式である“控え式鋼管矢板壁”を検討対象として設計する。

土留壁の計算結果を表 7.4 に示す。 

表 7.4 土留壁計算結果一覧 

タイ材張力 
エリア 鋼管矢板断面 根入下端 

完成時 施工時 

Block-1 800×14 （SKY400） -15.5m 319.3 kN/m 246.7 kN/m 

Block-a 800×10 （SKY400） -13.5m 249.2 kN/m 180.0 kN/m 

Block-b 800×10 （SKY400） -16.5m 264.3 kN/m 191.9 kN/m 

Block-c 800×10 （SKY400） -15.0m 260.9 kN/m 189.7 kN/m 

Block-d 800×11 （SKY400） -17.5m 275.3 kN/m 201.8 kN/m 

 

なお、土留壁施工後に前面地盤を掘削しコンテナバースの杭打ちが行われるが、この前面掘

削時における斜面の安定計算を実施した。その結果、安全率は 2.29 であり、掘削斜面は安定

であることが確認された。 

Factor of Safety
Center of circular arc

Radius

Resistance Moment
Driving Moment

 

図 7.13 土留壁前面部斜面安定計算結果 
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コンテナバース背面土留壁の標準断面図を図 7.14 に示す。 

 

図 7.14 コンテナバース背面土留壁標準断面図 

77..77  アアククセセスス道道路路舗舗装装設設計計  

77..77..11  設設計計条条件件  

11))  舗舗装装設設計計基基準準  

舗装に関するベトナム基準 22TCN 211-06 を適用。 

22))  道道路路構構造造条条件件  

アクセス道路は、6 レーンの“Public Highway”とし、舗装タイプはたわみ性舗装（アスフ

ァルト舗装）とする。 

33))  設設計計用用値値  

舗装に係る設計用値を下記に示す。 

表 7.5 設計用値一覧 

設計インプット条件 値 参照 （22TCN211-06）

計画交通量（台/日）2030 年 トラック

=18,735 

バス=4,726 

1 自動車荷重 

交通量増加率（%）: 2015=>2020 

                   2020=>2030 

10.35% 

7.60% 

タンブーラックフェン道

路参照 
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設計インプット条件 値 参照 （22TCN211-06）

舗装の設計寿命 （年） 15  

（2015-2030）

 

6 レーンから 1 レーンへの換算係数 fl 0.30 D-3 

標準軸重 Ptt（kN） 120.0 Table 3.1 

接地圧 p（Mpa） 0.60 Table 3.1 

接地幅 D（cm） 36.0 Table 3.1 

車両別のその他係数（C1, C2, Pi） Table D4-2 Table D4-2 

2 材料条件 材料毎の係数 

*弾性係数 E （Mpa） 

*曲げ引張強度, Rku （Mpa） 

*摩擦角（degree） 

*粘着力 C（Mpa） 

See  

Table D6-1 

Table D6-1 

3 その他 その他の設計用値は計算シートに記載 

77..77..22  設設計計結結果果  

舗装の標準断面図を下記に示す。 

6cm Asphalt Concrete Surface layer: Bituminous layer type I (Surface Course) (BTNC20, Crushed Stone>50% )

7cm Asphalt Binder Course: Bituminous layer type I(Binder Course) (BTNC25, Crushed Stone>50% )

10cm

81cm

Total 104cm

Asphalt Treated Base

Aggregate Base Course, CBR>80
(Crusshed Stone Aggregate Class I)

 

図 7.15 舗装標準断面図 
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第第88章章  外外側側護護岸岸  

88..11  設設計計条条件件  

88..11..11  対対象象期期間間  

外側護岸は、外側護岸 A （L=750m）及び外側護岸 B （L=2,480m）の 2 つのパートに分けら

れる（図 8.1 参照）。 

外側護岸 A 部では、背後の埋め立ては護岸建設と同時期に実施される計画である。一方外周

護岸 B 部の背後の埋め立ては、護岸完成から 5 年後から開始される計画である。これより、

護岸 A 部（港外側のみ）は、通常の設計耐用年として設計条件を考える。一方外側護岸 B 部

においては、港外側においては護岸 A 部と同様であるが、航路側においては埋め立てが始ま

るまでの 5 年間を想定し、設計条件を考える必要がある。 

 
出典：JICA 調査団 

図 8.1 外側護岸 A, B 位置図 

88..11..22  設設計計条条件件  

11))  潮潮位位  

- HHWL : CD +4.43 m （100 年確立潮位または 1%超過確率潮位に相当） 

- HWL : CD +3.55 m  

- MWL : CD +1.95 m  

- LWL : CD +0.43 m  

- LLWL : CD +0.03 m （1991 年 2 月 2 日の観測値） 
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22))  設設計計沖沖波波条条件件  

設計沖波条件を表 8.1 に示す。 

表 8.1 設計沖波条件 

確率年（年） H0 （m）   T0 （sec）   

1 2.30 8.3 

5 4.11 11.0 

10 4.72 11.8 

30 5.59 12.8 

50 5.96 13.3 

100 6.46 13.8 

33))  地地震震力力  

外側護岸設計に対して地震力は考慮しない。 

44))  風風速速  

- 設計風速  : 60 m/sec 

- オペレーション時 : 20 m/sec 

55))  地地盤盤条条件件  

地盤条件は第 2 章 2.1 節を参照。 

66))  圧圧密密にによよるる残残留留沈沈下下量量  

- 許容残留沈下量:  30cm （15 年間） 

88..11..33  設設計計波波のの算算定定  

港外側の設計波高は場所による違いを考慮し、図 8.1 に示すように 4 地点で 50 年確率波高と

して算定する。 

航路側の設計波高は、防砂堤や外周護岸の施工期間中の進捗状況に応じた遮蔽効果の違いを

考慮する必要があり、その中で も危険側となる波浪条件を設計条件として用いる必要があ

る。 

表 8.2 に、計算された港外側及び航路側の設計波浪をまとめる。 
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表 8.2 設計波高一覧 

 
X (m) 0～750 750～1,750 1,750～2,770 2,770～3,230

護岸 No. A B-1 B2 及びB-3 B-3

H0 (m) 6.83 6.83 5.78 5.78 3.33

H0' (m) 7.3 7.28 7.43 7.37 4.35

T0 (s) 8.3

沖波波向 SSW SSW SSE SSE SSE

H1/3 (m) 3.0 2.7 3.2 3.2 2.4

用いる確率年
3年　(施工0～1年目の遮蔽

効果なし)

港外側

50年

13.3

航路側

 

出典：JICA 調査団 

88..22  設設計計基基本本方方針針  

88..22..11  外外側側護護岸岸 AA  

11))  地地盤盤改改良良工工法法  

PVD 工法を採用する。 

22))  護護岸岸天天端端高高  

aa))  越越波波量量  

護岸越波量はヨーロッパの設計指針（EurOtop, 2007）を用いて算定する。 

bb))  施施工工面面かかららのの制制約約  

護岸の施工方法としては海上施工を想定するため、特に施工面からの制約はない。 

cc))  圧圧密密沈沈下下のの影影響響  

護岸天端高は護岸構築後の圧密沈下量を考慮する必要がある。許容残留沈下量として、

30cm（15 年）とする。 

33))  構構造造形形式式  

コンクリート被覆ブロック堤を採用する。外周護岸 A については、工費縮減及び工期短

縮を勘案し、PVD プレロード用埋立土の有効利用を図る。 

44))  法法先先洗洗掘掘対対策策  

海底地盤は細砂が主であるため、波による液状化による被覆材の沈下が懸念される。そ

こで法先洗掘対策として、捨石を用いたフィルター層を用いするものとする。 
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55))  帆帆布布（（ジジオオテテキキススタタイイルルシシーートト））のの使使用用  

埋立土砂の波による流出を防ぐため、斜面部の捨石コア材と埋立土砂間で帆布（ジオテ

キスタイルシート）を用いる。 

66))  越越波波排排水水路路  

護岸背後に越波排水路を設ける。越波排水路の算定は、許容越波量として Q<0.02 

（m3/s/m）の条件下で検討する。 

88..22..22  外外側側護護岸岸 BB  

11))  地地盤盤改改良良工工法法  

外側護岸 B は埋立に先立ち 5 年前に建設開始予定であるため、この期間における圧密沈

下が促進される。この点及び工費短縮を勘案し、地盤改良工法として置換工法を採用す

る。 

22))  護護岸岸天天端端高高  

20 年間における圧密沈下量を考慮する。 

33))  構構造造形形式式  

外周護岸 B は埋立が開始される 5 年間においては防波堤としての機能が求められる。こ

れより、捨石マウンドを用いたコンクリート被覆ブロック堤を採用する。 

88..33  提提案案代代表表断断面面  

提案する外側護岸 A 及び B の標準断面図を図 8.2 及び図 8.3 に示す。 

 

出典：JICA 調査団 

図 8.2 外側護岸 A の標準断面 
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（1） 埋立前 

 

 

（2） 埋立後 （参考） 

出典：JICA 調査団 

図 8.3 外側護岸 B の標準断面 
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第第99章章  防防砂砂堤堤  

航路埋没対策工の有無に応じた年間の航路埋没量を予測するための数値解析が行われた。航

路埋没対策として防砂堤を考慮し、その天端高の違いによる影響を検討した。本章では、そ

れぞれの天端高さに応じた防砂堤の構造検討を行い、 も費用便益に優れた構造及び配置案

についての検討を行った。 

防砂堤構造の検討にあたっては、再現期間 30 年の波浪を考慮した。防砂堤の将来的な沈下に

ついては、その沈下量が大きくないこと、天端高さ及び防砂堤配置案の検討で用いられた数

値解析手法には元来種々の不確定要素が含まれていることなどを考慮して、防砂堤の将来的

な沈下対策は考慮しないこととした。 

防砂堤の構造及びその延長は、建設コストと建設期間に加えて、港湾運営期間中の維持管理

浚渫の費用を勘案して決定した。維持管理浚渫の費用は、数値解析により得られた年間航路

埋没土量から求めた。これらの検討から、防砂堤の 適配置計画及び天端高さを決定した。 

これらの検討を通して、港湾運営期間中の維持管理浚渫費用を考慮した防砂堤の 適配置案

を提案した。堤防天端高さは CD+2.00m とし、防砂堤先端は水深 DL-5.00ｍまでとするもので

ある。 

図 9.1 は本検討で提案した防砂堤配置案である。また、図 9.2 は防砂堤の代表的な断面を示

したものである。 

 

図 9.1 防砂堤配置案 
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Cellular block (3.0*2.0*2.0,t=20cm) 

1:2

Concrete Block
(2.0*2.0*0.8m)

1:21:2

Armour Concrete Block (2.0*2.0*0.8m)

Core Rubble 15~150kg/pcs (12.0m2)

Gravel Mat, t = 50cm, 1~30kg/pcs (10.0m2)

Concrete Block (1.25*0.5*0.5m)

Cellular block (3.0*2.0*3.0,t=20cm) 

1:2

Concrete Block
(2.0*2.0*0.8m)

1:2

TYPICAL CROSS SECTION FOR STATION D1 ~ D5

TYPICAL CROSS SECTION FOR STATION D5 ~ D16

TYPICAL CROSS SECTION FOR STATION D16 ~ D30

1:2

1:21:2

Armour Stone 300kg/pcs, t=1.0m (2*4.35m2)

Core Rubble 15~150kg/pcs (5.50m2)

Gravel Mat, t = 50cm, 1~30kg/pcs (9.74m2)

1:2 1:2

Concrete Block (1.25*0.5*0.5m)

Cellular block (3.0*2.0*1.5,t=20cm) 

1:21:2

Armour Concrete Block (1.5*2.0*0.8m)

Core Rubble 15~150kg/pcs (12.0m2)

Gravel Mat, t = 50cm, 1~30kg/pcs (10.0m2)

Concrete Block (1.25*0.5*0.5m)

 

図 9.2 防砂堤標準断面図 
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第第1100章章  公公共共関関連連用用地地のの埋埋立立  

1100..11  埋埋立立  

公共関連用地は、港湾の維持管理施設として利用される。この公共関連用地の計画位置近傍

には図 10.1 に示す高圧線鉄塔が存在する。そのため、ベトナム電力総公社（EVN）ハイフォ

ンと協議したところ、EVN 側より施工時に高圧線鉄塔（の基礎）に悪影響を及ぼさないよう

公共関連用地をセットバックさせることを要請された。 

 

図 10.1 高圧線鉄塔 

図 10.2 にセットバックした公共関連用地とその想定される利用計画図を示す。 

 

図 10.2 公共関連用地の想定利用計画 
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ODA プロジェクトにて実施される公共関連用地の埋立高さは 4.5m CDL である。図 10.3 に公

共関連用地の埋立計画平面図を示す。 

 

図 10.3 公共関連用地の埋立計画平面図 

1100..22  ササーービビススボボーートトババーースス基基本本設設計計  

サービスボートバースの構造は、現地盤土質が軟弱であることを考慮し、鋼矢板壁及び土圧

軽減のための棚式構造で構成される。サービスボートバース構造の諸元を下記に示す。 

幅 16.5m （バース法線から 17.0m） 

棚下端 +3.0 m CDL 棚構造 

棚厚 1.0m 

種類 鋼矢板 IVw型 

規格 SY295 前面矢板 

根入下端 -14.0 m CD 

種類 PHC 杭 Type B 

断面寸法 600×100 及び 500×90 

杭間隔  

 バース法線方向 4.0m 

 バース法線直角方向 5.0m + 4.5m + 4.5m 

棚構造支持杭 

1 列当たり杭本数 
斜杭 : 3 

直杭 : 4 

サービスボートバースの標準断面図を図 10.4 に示す。 
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図 10.4 サービスボートバース標準断面図 

1100..33  外外周周護護岸岸のの基基本本設設計計  

公共関連用地の外周護岸は、公共関連用地の北側に沿って配置され、カットハイ島と港湾施

設の境界になる。この外周護岸は陸上施設として建設されるため、被覆石の諸元は同様な構

造物で一般に用いられるものを採用し、護岸全体の安定を確保するよう断面を設定した。図 

10.5 に示される外周護岸の延長は 966.5m であり、図 10.6 に標準断面図を示す。 

 

図 10.5 外周護岸位置図 

 

図 10.6 外周護岸標準断面図 
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第第1111章章  ユユーーテティィリリテティィ  

1111..11  電電力力供供給給  

コンテナターミナルの電力需要は、ピーク時で 30MVA 以上と予測しており、ターミナル•オ

ペレーター側は、少なくとも 30MVA の電力供給を要求している。 

この電力量は、ターミナルエリアで使用する荷役装置の詳細仕様を検討した上で、推定して

いる。従って、今後は、電力会社とターミナルオペレータ間で将来分の需要を具体的に検討

し、打合せの上、決定すべきである。 

1111..22  公公共共関関連連エエリリアアののユユーーテティィリリテティィ需需給給  

2010 年 6 月の JICA 協議議事録によると、サービスボート（官庁船）バースと地盤改良を除

き、公共関連エリアの建物とユーティリティは JICA の ODA プロジェクトのスコープに含ま

れず、公共関連エリアを使用する組織が建物とユーティリティ整備の責任を持つ。 

JICA 調査団は、本 DD 業務実施期間中、公共関連エリアの開発計画に関する照会レターを

MPMU2 へ発出した。以下に MPMU2 からの回答を示す。 

(1) 現在、公共関連エリア開発予定地内には立入りできない場所、エリアが存在する 

(2) ODA プロジェクトにおける公共関連用地の地盤高（仕上高）は運輸省決定 No. 

476/QD-BGTVT に示されている通り、CD+4.5m とする 

(3) サービスボートバースは運輸省決定 No. 476/QD-BGTVT に従うこと 

(4) コンポーネント A（ODA プロジェクト）に属するユーティリティ供給システムは、承認

された修正 FS レポートに付属する図面 00NX-KT.01, 00NX-CD.01 &02, 00NX-NS.01, 

00NX-NCH.01, 00NX-TN.01 に示されている。 

従って、JICA 調査団は、公共関連エリアのユーティリティ供給につき、下記の通りと考える。 

給水システム 

(1) 官庁船バースへの給水施設は公共施設用地内全体の給水システムとして計画されるべき

である 

(2) 公共関連エリアは地盤高 CD+4.5m の仮仕上げであることから、官庁船バースへの船舶給

水施設とアクセス道路に設置される本管との接続地下埋設管は JICA の ODA プロジェク

トには含まれない。 

(3) 官庁船バースのエプロンに配置する船舶給水施設（地下埋設配管と取水口）は JICA の

ODA プロジェクトに含まれるので JICA 調査団にて設計する。 

公共施設エリアの給水需要を下記に示す。 
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表 11.1 公共施設エリアの給水需要 （単位: （m3/日）） 

 JICA 調査団の推計 カイメップコンテナ 

ターミナル 

ハイフォン 

国際ゲートウェイ港 

公共施設エリア （MPMU II からの返事

待ち） 

30.9 80.0 

サービスボート 80.0 - 100.0 

合計 80.0 30.9 180.0 

注 1: 「カイメップコンテナターミナル」はカイメップーチーバイ港詳細設計調査報告書を参照 

注 2: 「ハイフォン国際ゲートウェイ港」は投資事業の調整に関する報告書を参照 

上記から、パイプの大きさは 160.0 ~ 180.0 m3/日の給水に見合う必要がある。従い、D100 パ

イプがメインパイプから公共施設エリアへの分岐パイプに選ばれた。 

電気供給システム 

(1) サービスボートバースの電源供給は、公共関連エリアの電力供給のトータルシステムと

して施工すること。 

(2) アクセス道路の幹線ケーブル敷設用ケーブルピットと公共関連エリア敷地のサービスボ

ートバースまでの地下敷設用ケーブルピットと CD+4.5m の埋戻し後の仕上げ工事は、

JICA の円借款事業には含まれない。 

(3) サービスボートバースエリアでの背後の外部照明システム（照明ポール、電気ケーブル）

は、JICA 円借款事業に含まれない。 

公共関連エリアにおける需要電力容量は、設備電力容量＝800kVA、需要電力容量＝400kVA

と推定され、カットハイ変電所から問題なく供給できる電力量である。 

公共関連エリアにおける上記ユーティリティ以外の汚水処理施設、消火施設、電話、インタ

ーネット等はべ国政府が整備するという理解である。 

 



ラックフェン国際港建設事業詳細設計調査（港湾及び道路／橋） 
- 終報告書 要約版（港湾） - 

 64

第第1122章章  航航路路浚浚渫渫及及びび浚浚渫渫土土砂砂投投棄棄  

1122..11  航航路路浚浚渫渫  

1122..11..11  航航路路浚浚渫渫計計画画策策定定上上のの留留意意点点  

本件のラックフェン航路浚渫は既存舟運活動を阻害することなく、それと併行して既存航路

内で浚渫工事を実施する必要があるため、一般商業船と工事作業船の、安全確保を 優先と

しながら、浚渫工事の能率を 大限とする浚渫工事の遂行が可能となる計画立案を行なった。 

1122..11..22  航航路路形形状状とと浚浚渫渫土土量量  

(1) 本章の基本設計では、航路の陸側（北端）始点の航路距離程を Sta.0km＋000m とし、海

側（南端）を Sta 17km + 400m とした。全長 17.4km の航路である。 

(2) 航路計画水深 CD（海図基準面）-14m 

(3) 航路幅 160m、（Sta 0km + 000～Sta9km + 950）、航路幅 210m（Sta9km＋950～海側（南

端）まで 

(4) 浚渫法面勾配 1:10 

(5) 浚渫土量：本基本設計では、以下に示す通りの、D/D 調査で 2011 年 5 月に実施した深浅

測量結果と SAPROF 調査で検討された工事中の埋没量、余掘り量を用いて検討した。 

i） 主航路浚渫   28,603,386 m³ 

ii）  余掘り    1,262,600 m³ 

iii）  工事中埋没量   2,000,000 m³ 

Total  31,865,986 m³ 

(6) 航路標準断面 

 

図 12.1 本航路と本航路内迂回航路の標準断面図 
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1122..11..33  浚浚渫渫船船のの型型式式  

上述の 32 百万 m3という浚渫土量を 3 年間の工期で完工するには、一日当りの平均浚渫能率

は 3.5 万 m3が必要であり、これに自然条件や休止率など現場の条件を加味すると 大能力は、

5 万～6 万 m3/日が必要となる。これを達成するための主要な浚渫船型式の得失を以下の表に

示した。 

表 12.1 浚渫船型式比較 

TSHD
(Trailing Suction Hopper Dredger)

(ドラグサクション浚渫船)

CSD
(ポンプ浚渫船)

GD
(グラブ浚渫船)

規格
ホッパー容量>16,000 m3 鋼8,000ps  低揚程ラダーポンプ装備

船
鋼２３ｍ３　型

浚渫船の自船位置固
定・操船方式

自航・サイドスラスタ装備 ラダーヘッド先端両側に展開したスイ
ング・アンカーとスパッド・揚錨船を用
いて浚渫・移動する。

スパッドと揚錨船による。

浚渫土投棄方法

自船のホッパーに浚渫土砂を貯留し、自
船土捨場まで往復して底開きで投棄す
る。

自船に横付けした底開き土運船に直
接ポンプ排土し、土運船・押し舟で土
捨場に往復し投棄する。ＣＳＤは土捨
て作業に関係なく、終日浚渫作業に
専従できる。

自船に横付けした底開き土運船にグ
ラブで浚渫土を積み込み、土運船・
押し舟で土捨場に往復し投棄する、
ＧＤは土捨て作業に関係なく、終日
浚渫作業に専従できる

特徴

1)  浚渫作業は、土捨てのために断続作
業となる。
2) 自船喫水が１０ｍ以上あるため、それ
より浅い水域では浚渫作業が出来ない。
3) 自船喫水が深いため、陸岸に近い浅
海域では、土捨てができない。
4) 自船の船長が長いため本件浚渫航路
内での回頭ができない。

他の型式の浚渫船と比べて、 も浚
渫能率が高いが、広い作業水域を要
する。

1) 通航船に影響を受けることなく、浚
渫作業が可能。
2) ＣＳＤやＴＳＨＤと比べて、浚渫能
率が低く、そのため浚渫単価は高
い。

項目

浚渫船の型式

 

1122..11..44  浚浚渫渫工工法法  

可能性のある、以下の浚渫工法・浚渫船団を比較検討した。 

(1) CSD（ポンプ船）（8,000 ps）－底開土運船（5,000～8,000m3）－沖捨て 

(2) TSHD（トレーラーサクション浚渫船）－沖捨て（－10m 以深の浚渫断面・もしくは工区） 

(3) GD（グラブ船）－底開土運船（1,300～1,500 m3）－沖捨て 

(4) CSD－底開土運船（5,000～8,000 m3）－浅海域土捨て－二次吹き用 CSD（4,000 ps）によ

る陸投棄 

(5) GD－底開土運船（1,300 m3）－浅海域土捨て－二次吹き用 CSD（4,000 ps）による陸投棄 

浚渫工法選定の要点は、次の通りである。 

1) 沖捨てが も能率が高い（上記工法（1）～（3）） 

2) TSHD は浅海域での浚渫・土捨てともに能率が低下するため作業できない。（上記

工法（2）） 

3) 二次吹き CSD は、土砂投棄（浚渫）作業を二度実施しているのと同じことになる。

（上記工法（4）,（5）） 
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1122..11..55  浚浚渫渫土土投投棄棄場場  

沖捨て、Cat Hai、Dinh Vu の 3 箇所を比較した。沖捨てが 安価であるが、浅海域（陸捨て）

比較案中では、Cat Hai 東の工事費がもっとも安価であった。 

表 12.2 浚渫土捨場の比較 

Dinh Vu

東 南 西 東

km 7 13 22 22 16

百万 m3 5.5 9.2 6.9 8.0 -

土捨て場までの距離

仮捨てベーズンとアプローチ水
路の浚渫土量

土捨て場

浅海域（陸捨て）
沖捨て

Cat Hai

Approach -20 m
以深

 

1122..11..66  浚浚渫渫船船型型式式ごごととのの浚浚渫渫能能率率  

自然条件、現場条件などを考慮した浚渫船型式ごとの浚渫能率（m3/日/船団）を以下の表にま

とめた。 

表 12.3 浚渫船型式別の浚渫能力 

GD
（グラブ船）

TSHD
（ドラグサクション浚渫船）

グラブ・サイズ>23m3 ホッパー容量 >16,000 m3

普通層厚 薄い層

一日当り能率 m3 /日/船団 29,400 21,230 9,150 14,660

土層区分

浚渫船型式
CSD

（ポンプ船）

規格 D 8,000 ps

 

1122..11..77  ケケーースス比比較較検検討討  

安全で経済性の高い浚渫工法を求めるために下表の比較ケースを検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ラックフェン国際港建設事業詳細設計調査（港湾及び道路／橋） 
- 終報告書 要約版（港湾） - 

 67

表 12.4 航路浚渫比較検討ケース 

○ 本航路内
○

沖捨て
◎ ○ ○

○ 外迂回路 ◎ ○ ○

○ 本航路内 - - ◎ ○ ○

○ 本航路内
○

沖捨て
- ◎ ○ ○

○ 本航路内 ◎ ○

○ 外迂回路 ◎ - - ○ ○

○ 本航路内
○

沖捨て
◎ ◎ ○ -

○ 本航路内
○

沖捨て
◎ - ◎ -

○ 外迂回路 ◎ - - ○ -

○ 外迂回路 ◎ - - ○ -

○ ○ 外迂回路 ◎ - - ○ ○

○ ○ 本航路内
○

沖捨て
◎ ○ ○

○ ○ 本航路内
○

沖捨て
◎ ◎ ○ ○

13 ○ ○
本航路内

○
沖捨て

◎ ◎ ○

14 ○ ○ 外迂回路 ◎ ○ ○

15 ○ 本航路内 ◎ ○ CSD 待機中断6時間/日

16 ○ 本航路内 ◎ ○ CSD 待機中断１０時間/日

17 ○ 外迂回路 ◎
本航路そのものを既存航路から移設した
場合

18 ○ 外迂回路 ◎ ○ 西側ポケット迂回路案

19 ○ ○ ○
本航路内

○
沖捨て

◎ ○ ○

20 ○ ○ ○
本航路内

○
沖捨て

◎ ○ ○

21 ○ ○ 本航路内
○

沖捨て
◎ ○ ○

22 ○ ○ 本航路内
○

沖捨て
◎ ○ ○

注 ◎: 主浚渫船, ○: 補助浚渫船
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1122..11..88  各各浚浚渫渫工工法法のの能能率率をを考考慮慮ししたた浚浚渫渫工工事事工工程程のの検検討討  

全項に示した、多くのケースのうち、代表的な 3 ケース（ケース 4：全て Cat Hai 捨て、ケ

ース 7：全て沖捨て、ケース 12-1：Cat Hai と沖捨ての折衷案）を以下に示した。 
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表 12.5 浚渫工法と能率を考慮した浚渫工事工程比較 

ケース 4  (Ref. No.A-4)  本航路内迂回航路を用い、１３ｋｍより陸側はGD、１３ｋｍ海側はCSDで浚渫、全てCat Hai に土捨てする案 (A1-4)

各区分
毎

クリティカ
ル・パス 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

1290

土捨場用、
仮捨ベーズ
ン、仮水路 5,470,300

CSD 4,000ps, 二次
吹き排砂管 6,190 3 295

0 561,670 Grab Dredger 23m3 9,150 3 20 20
1 2,673,007 Grab Dredger 23m3 9,150 3 97 157
2 637,051 TSHD, 3,500m3 3,680 3 58 0
3 936,616 TSHD, 3,500m3 3,680 3 85 15

4-1 4,357,451 Grab Dredger 23m3 9,150 3 159 159
13km以沖 382,283 CSD 8,000 ps 21,230 1 18 0

4-2 7,622,629 Grab Dredger 23m3 9,150 3 278 278
13km 以沖 1,700,691 CSD 8,000 ps 21,230 1 80 0

5-1 4,662,765 Grab Dredger 23m3 9,150 3 170 170
13km 以沖 487,296 CSD 8,000 ps 21,230 1 23 0

5-2 5,889,860 Grab Dredger 23m3 9,150 3 215 215
13km 以沖 1,954,665 CSD 8,000 ps 21,230 1 92 45

合計 37,336,285 (仮水路を含む) 航路浚渫合計工程（日） 1059 ( ヶ月） ▲ ▲ ▲
迂回交通やり替（１） 迂回交通やり替（２） 迂回交通やり替（３）

ケース７　本航路内迂回航路を用い、GD,TSHD,CSDで沖捨てする案 （A1-2)

各区分
毎

クリティカ
ル・パス 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45

0 561,670 Grab Dredger 23m3 9,150 3 20 20

1 2,673,007 Grab Dredger 23m3 9,150 3 97 157

2 637,051 TSHD, 3,500m3 3,210 3 66 0

3 936,616 TSHD, 3,500m3 3,210 3 97 15

4-1 4,357,451 Grab Dredger 23m3 9,150 3 159 159

13km 以沖 382,283 CSD 8,000 ps 21,230 1 18 0

4-2 7,622,629 TSHD>16,000m3 14,660 2 260 260
13km 以沖 1,700,691 CSD 8,000 ps 21,230 1 80 0

5-1 4,662,765 Grab Dredger 23m3 9,150 3 170 170
13km 以沖 487,296 CSD 8,000 ps 21,230 1 23 0

5-2 5,889,860 TSHD>16,000m3 14,660 2 201 201
13km 以沖 1,954,665 CSD 8,000 ps 21,230 1 92.0709 45

Total 31,865,985 航路浚渫合計工程（日） 1027 ▲ ▲
34.2 月 迂回交通やり替（１） 迂回交通やり替（2） 迂回交通やり替（3）

ケース１２　本航路内迂回航路を用い、GD(１３ｋｍより陸側）とCSD（１３ｋｍ以沖）で浚渫、全てCat Hai東土捨て案 (A1-1)

各区分
毎

クリティカ
ル・パス 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45

土捨場用、
仮捨ベーズ
ン、仮水路 5,470,300

CSD8,000ps
/1300 m3 Barges 19,110 1 286

0 561,670 Grab Dredger 23m3 9,150 3 20 20
1 2,673,007 Grab Dredger 23m3 9,150 3 97 157
2 637,051 TSHD, 3,500m3 3,210 3 66 0
3 936,616 TSHD, 3,500m3 3,210 3 97 15

4-1 4,357,451 Grab Dredger 23m3 9,150 3 159 159
13km以沖 382,283 CSD 8,000 ps 21,230 1 18 0

4-2 7,622,629 Grab Dredger 23m3 9,150 3 278 278
13km以沖 1,700,691 CSD 8,000 ps 21,230 1 80 0

5-1 2,797,659 Grab Dredger 23m3 9,150 3 102 102
1,865,106 Grab Dredger 23m3 9,150 3 68 68

13km以沖 487,296 CSD 8,000 ps 21,230 1 23 0
5-2 5,889,860 Grab Dredger 23m3 9,150 3 215 215

13km以沖 1,954,665 CSD 8,000 ps 21,230 1 92 45
合計 37,336,285 (含、仮水路) 航路浚渫合計工程（日） 1059 ▲ ▲

小計 GD 23 m3 25,767,383 ( 35.3 月） 迂回交通やり替（１） 迂回交通やり替（２） 迂回交通やり替（3）

小計 TSHD 3,50 1,573,667 小計 沖捨て

小計CSD 9,995,235 CatHai

工程（日）

工程（日）

横断面
区分 浚渫船型式

能率
（m３/日/船

団）
船団
数

18,142,531

浚渫土量

Cat Hai 土捨場準備工（護岸、余水吐、汚濁防止膜など）

船団
数

横断面
区分 浚渫船型式

能率
（m３/日/船

団）

３年目 ４年面 ５年目１年目 ２年目

1st year 2nd year 3rd year 4th year

▲

m3(埋立)

17,433,754

19,902,531

▲

2年目 3年目 4年目

横断面
区分 浚渫船型式

能率
（m３/日/船

団）
船団
数

工程（日） 1年目

Cat Hai 土捨場準備工（護岸、余水吐、汚濁防止膜など）

浚渫土量

浚渫土量

35.3

 

1122..11..99  結結論論  

本航路外に別の迂回航路を設ける案 

(1) CSD（ポンプ浚渫船）は、比較案の内では も能率が高く、浚渫単価が安い。 

(2) しかし、CSD は浚渫作業スペースに制限がある場合には、能率が低下する。 

(3) も安価な CSD を採用するためには、本航路外に別の迂回航路を設けて、浚渫作業に制



ラックフェン国際港建設事業詳細設計調査（港湾及び道路／橋） 
- 終報告書 要約版（港湾） - 

 69

限を設けないようにするのが有効である。 

(4) 検討の結果、本航路外に別の迂回航路を設けることによる工事費の増加よりも、CSD を

採用して、 大能率で作業することによる工事費の縮減効果の方が大きいことが判明し

た。即ち、CSD による本航路浚渫工事費に本航路と別の迂回航路の浚渫工事費を加算し

ても、総額では他の工法よりも工事費が小さくなる。 

本航路内に迂回航路を設ける案 

(5) MOT は、本航路の外側に別の迂回航路を設けると浚渫量が増大する、との理由で、CSD

ではなく、GD（グラブ浚渫船）や TSHD（トレーラーサクション浚渫船）を用いた航路

内迂回路による浚渫工法を採用する方針を示した。また、在来船舶交通と並行して本航

路内浚渫を実施する際の工事中の海上安全については、MOT がその安全性を確保すると

の確認がなされた。 

浅海域土捨て（陸捨て） 

(6) 各比較案の内、沖捨ての工事費が も小さい。 

(7) しかし、本航路内迂回路を用いた浅海域土捨て（陸捨て、埋立）量を 大限にしたいと

いう MOT の方針に基づき、陸捨ての検討を比較案に含めた。 

(8) 本航路浚渫工期は 3 年であるが、浅海域（陸）土捨て（埋立）のためには護岸工期 1.5

年が浚渫工期に先行加算され、浚渫工事の完成には、4.5 年を要する。 

(9) 浚渫工事期間を 3 年に抑えるためには、護岸工事が完成するまでの 初の 1.5 年間の浚

渫土量は、沖捨てとし、護岸完成後、陸捨てとせざるを得ない。この場合、全体浚渫土

量の 47%～54%は沖捨てとなる。 

(10) 上述の浚渫土量は陸捨てのための仮水路や仮捨て地の浚渫土量、約 550 万 m3を含んでい

る。因みにこの土量は、本航路外側に別の迂回路を設ける場合の迂回路浚渫土量（450

万 m3）よりも大きい。 

上述の浚渫・土捨て工法比較案のうち、可能性の高い案を下表にまとめた。 

ケース 1 と 4 は全浚渫土を Dinh Vu または Cat Hai に土捨てする案である。護岸を含む浚渫

工期は各々66 ヶ月と 59 ヶ月、また工事費は、各々560 億と 480 億円である。一方、ケース 7

の沖捨て案は、航路内迂回航路案の中では、工期・工事費とも 小案である。ケース 12-1 と

12-2 は沖捨てと陸捨ての折衷案である。これらの案では、工事期間は 3 年で、工事費も全土

量陸捨て案よりは小さくなる。 
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表 12.6 浚渫ケーススタディ総括表 

1 ○ ○ ○ ◎ ○ 37.3 19.2 56.4 18 15 33 66 3

4 ○ ○ ○ ◎ ○ 30.9 17.2 48.1 15 11 33 59 3

6 ○ ○ ◎ ○ 28.1 19.1 47.1 15 11 32 58 1

7 ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ 32.3 0.0 32.3 0 0 34 34 3

9 ○ ○ ◎ ○ 28.0 0.0 28.0 0 0 35 35 1

11 ○ ○ ○ ◎ ○ 28.0 12.8 40.8 0 0 34 34 1

12-1 ○ ○ ○ ○ ◎ ○ 32.3 12.7 45.0 0 0 35 35 3

12-2 ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○ 32.2 7.0 39.2 0 0 34 34 3

ケース

迂回航路位置 土捨て場所
浚渫船

主（◎）、補助（○）

本航路
内

別迂回
航路

Dinh
Vu

Cat
Hai

沖捨
て

浚渫工事費（10億円）
工期（月）

（浚渫クリティカル・パス期間） 迂回交通
やり変え

回数
▲C

S
D

8,
00

0 
p

s

T
S

H
D

>
16

,0
00

 p
s

G
D

 2
3 

m
³

T
S

H
D

3,
50

0 
m

³

本航路
浚渫

追加費
（護岸な

ど）
合計

土捨場
護岸

仮水路・
仮捨場浚

渫

本航路浚
渫工事

合計

 

上記ケースのうち、本航路内迂回航路案に関しては、工事期間中の海上交通安全確保に 大

限の注意と対応が不可欠である。 

1122..22  浚浚渫渫土土砂砂処処分分  

本詳細設計調査の業務計画に従い、浚渫土砂の 適な処分場所の選定を行う。ベ国運輸省

（MOT）の決定により既に承認済の場所を含む、4 ヶ所の浚渫土砂の処分場所について検討

を行う。 

表 12.7 浚渫土砂処分場所の候補一覧 

場所 地域 EIA  参考 

 A 案 南ディンブー工業地区 承認済 MOT の決定により承認済 

B 案 カットハイ島南地区海域 未提出 - 同上- 

C 案 ロジスティックスパーク地区海域 未提出 業準備調査（JICA SAPROF）におい

てべ国側より示唆 

D 案 沖合海域 （水深 20-25m ） 未提出 開発事業準備調査において詳細設計

調査時の検討に推薦 

また、カットハイ島南地区への埋め立て（B 案）と沖合海域（D 案）の 2 ヶ所を組み合わせ

た複合案についても検討する。 

概略評価を以下に示す： 

11))  経経済済性性  

4 案を工事費用のみで比較すると、D 案の沖合海域処分方法が も経済的である。 

22))  工工事事期期間間  

A 案と B 案については、浚渫工事開始前に処分場所の外周護岸が完了している必要があ

り、本プロジェクトのコンテナターミナル運用開始時期に深刻な遅れが生じる。C 案で

は、外周護岸と防砂堤を同時施工する必要があり、工事期間の短縮は非現実的であり、

この案もコンテナターミナル運用開始時期に深刻な遅れが生じる。 
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33))  代代替替案案のの特特徴徴  

A 案：南ディンブー工業地区 

- 仮設護岸建設は本事業の計画と工程に準拠する 

- 2010 年 6 月の JICA ミッションにおいてハイフォン市人民委員会と MOT の間で合意

が確認されている 

- 事前・事後の地盤改良をせずに、浚渫土を埋立材料として用いることを民間開発業

者が認める必要がある 

- 本事業開始前に外周護岸が構築されていなければ、本事業の全体工期に深刻な遅れ

が生じる 

- 土運船航行のための仮設航路と土砂処分場用の仮設費用は、非常に高価である 

- 埋立関連工事については、民間開発業者の負担とする 

B/C 案: カットハイ島南地区海域／ロジスティックスパーク地区海域 

- 埋立に関連する堤防やその他の工事は、ベ国の自国予算で実行される必要がある 

- 浚渫土砂受入れ用の外周護岸は、本事業の建設シナリオに沿って実施される必要が

ある 

- 本事業開始前に外周護岸が構築されていなければ、本事業の全体工期に深刻な遅れ

が生じる 

- 土運船航行のための仮設航路と土砂処分場用の仮設費用は、非常に高価である 

- 浚渫土砂は埋立に適さない軟弱粘性土であるが、土地所有者または土地利用者はこ

の軟弱粘性土を受け入れる必要がある 

- 海岸地域での土砂投入と余水排水は SS 数値を増大させ、自然環境、生態系及び社会

環境に大きな影響を与える可能性がある 

D 案 : 沖合海域 

- 工事期間と経済性の観点から、 も実行可能な方法である 

- 貴重な海洋生態系への影響は 小である  

- 本事業により影響を受ける人々に対する生活保証は 小で済む 

- 比較的容易に SS の分散が制御できる 

- 沖合海域で土砂を投棄するため、海岸地域での投入に比べ、自然、生態系及び社会

環境に大きな影響を与える可能性が低く、環境上の観点からも推奨される 

 

 

 

 



ラックフェン国際港建設事業詳細設計調査（港湾及び道路／橋） 
- 終報告書 要約版（港湾） - 

 72

44))  建建設設費費のの集集計計  

表 12.8 建設費の集計 

( 1VND = 0.00528 YEN )

浚渫及び土砂処分

単位 数　量 通貨

VND 129,545,454,545 129,545,454,545 129,545,454,545

(YEN) 684,000,000 684,000,000 684,000,000

VND 2,448,674,242,424 2,254,356,060,606 4,665,909,090,909

(YEN) 12,929,000,000 11,903,000,000 24,636,000,000

仮設費 VND 234,280,303,030 234,280,303,030 234,280,303,030 483,522,727,273 A,B,C案(3000m+1800m)*2

(汚濁防止膜) (YEN) 1,237,000,000 1,237,000,000 1,237,000,000 2,553,000,000 D案= 5000m*4

VND 1,344,696,969,697 937,500,000,000 937,500,000,000 0

(YEN) 7,100,000,000 4,950,000,000 4,950,000,000 0

VND 7,062,500,000,000 5,871,212,121,212 5,293,560,606,061 5,293,560,606,061

(YEN) 37,290,000,000 31,000,000,000 27,950,000,000 27,950,000,000

VND 2,376,893,939,394 2,388,257,575,758 2,742,424,242,424 0

(YEN) 12,550,000,000 12,610,000,000 14,480,000,000 0

VND 6,534,090,909,091 5,943,939,393,939 8,709,659,090,909 0

(YEN) 34,500,000,000 31,384,000,000 45,987,000,000 0

VND 7,062,500,000,000 5,871,212,121,212 5,293,560,606,061 5,777,083,333,333

(YEN) 37,290,000,000 31,000,000,000 27,950,000,000 30,503,000,000

VND 13,596,590,909,091 11,815,151,515,152 14,003,219,696,970 5,777,083,333,333

(YEN) 71,790,000,000 62,384,000,000 73,937,000,000 30,503,000,000

VND 0 637,310,606,061 1,784,469,696,970 0

(YEN) 0 3,365,000,000 9,422,000,000 0

VND 13,596,590,909,091 11,177,840,909,091 12,218,750,000,000 5,777,083,333,333

(YEN) 71,790,000,000 59,019,000,000 64,515,000,000 30,503,000,000

※ 土砂処分場所の護岸築造に伴う減額 （ｺﾝﾃﾅヤード後背地護岸の形状変更による） 

A案= 38330m, B案=

32550m, C案= 37100m

A案 =8480000m3,

B,C案 = 5,222000m3

2次吹き（埋め立て）

D案　沖合海域 (水深

20-25m )

備　考種　別

浚渫及び埋め立て

1 200m*200m40,000.0仮設桟橋

(*Remark)

A案　南ディンブー工業

地区

B案　カットハイ島南地

区海域

C案　ロジスティック

パーク地区海域

m2

外周護岸及び中

仕切り
m

土砂処分場所

建設費

浚渫土砂投入

費

小　計

べ国側負担分

JICA Loan

2

3

4

5

6

Ⅰ

Ⅱ

仮設航路

減　額　※

合　計

計 (Ⅰ+Ⅱ)

浚渫

土砂投入

(*Remark)

(*Remark)

31,870,000.0

31,870,000.0

m

m3

m3

m3

0.0埋め立て面積 m2 14,865,000.0 24,103,000.0 10,595,000.0

 

55))  複複合合案案（（沖沖合合海海域域及及びびカカッットトハハイイ島島南南地地区区））  

カットハイ島南地区埋立外周護岸の築造が完了する 15ヵ月目まで、グラブ式浚渫船（GD）

又はトレーラーサクション式浚渫船（TSHD）による航路浚渫で発生する浚渫土砂は沖合

海域に処分される。その後、航路浚渫土砂をカットハイ島南地区埋立場所にカッターサ

クション式浚渫船（CSD）と土運船を用いて投入することが可能となる。 

カットハイ島南海域と沖合海域の複合案及びカットハイ島南海域、沖合海域への土砂処

分計画について、建設工程と建設費の集計比較を以下の表に示す。 

( ) ( )

 合計 (月)

0 3 6 9 12 15 18 21 24 27 30 33 36 39 42 45 48 51 54 57 60 63 66 0 3 6 9 12 15 18 21 24 27 30 33 36 39 42 45 48 51 54 57 60 63 66 0 3 6 9 12 15 18 21 24 27 30 33 36 39 42 45 48 51 54 57 60 63 66

2 3 2

18 16
25

4 43 4
43

18

3 33 36 26
58

3
35

土砂処分場所の利用者 ハイフォン市 ハイフォン市

備　考 ※減額分はコンテナヤード後背地護岸の形状変更による

土砂処分場所の護岸
ベ国政府又はハイフォ
ン市人民委員会負担）

１２０億円（※減額３４億円）
ベ国政府又はハイフォ
ン市人民委員会負担）

１２０億円（※減額３４億円） なし

３２０～３６０億円（航路浚渫を
含む）

ベ国政府部分
３２０～３５０億円（航路浚渫を

含む）

進入航路/投入場
ベ国政府又はハイフォ
ン市人民委員会負担）

１７０～１９０億円
ベ国政府又はハイフォ
ン市人民委員会負担）

１７０～１９０億円 なし

なし

沖合海域 １９２０万ｍ３ なし ３１９０万ｍ３

建設費

航路浚渫 ベ国政府部分 ３７０億円（航路浚渫を含む） ベ国政府部分

カットハイ

土砂処分量

カットハイ島
南

１８１０万ｍ３ ３５６０万ｍ３

護岸及び中仕切り

浚渫工
(投入場所） 沖合海域

4 5 6

月
準備工

進入航路/投入場

4 5 6 1 2 34 5 6 1 2 3

合計 (月) 36 合計 (月) 58 36

建設工程

年 1 2 3

　浚　渫 34  　浚　渫 34     浚　渫 34

2
 護岸及び中仕切り 40   護岸及び中仕切り 40   護岸及び中仕切り 0

土砂処分場所 カットハイ島南海域/沖合海域　複合案 カットハイ島南海域 沖合海域

浚渫工期　(月)

仮設工/進入航路 2  仮設工/進入航路 24 仮設工
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66))  環環境境影影響響そそのの他他  

環境配慮の比較表を以下に示す。 

表 12.9 環境影響評価 

 場所 項 目  

A 案 分散パターンはカットハイ南地区と同様と考えられる 

B/C

案 

作業負荷により堆積物の分散を原因とした濁水の排水口からの過剰排出が

増加する 

SS の分散

シミュレー

ション 

D 案 堆積物の分散は投入場所の中心部から東西方向に広がる 

A 案 情報不足 

B/C

案 

現地調査の結果、沿岸地域は沖合海域に比べて生態的価値が高いことを示し

ている 

海洋生物環

境 

D 案 現地調査の結果、沿岸地域は沖合海域に比べて生態的価値が高いことを示し

ている 

A 案 情報不足 

B/C

案 

SS の分散シミュレーションの結果、カットハイ島沿岸の土砂処分では、SS

濃度が上昇し、観光に大きな影響を与える可能性があることを示している 

社会環境 

D 案 SS の分散シミュレーションの結果、沖合海域での土砂処分では、沿岸海域

に比べ、（観光への）影響が小さいことを示している 

1122..33  濁濁りり拡拡散散  

航路部分の浚渫、浚渫土砂の周辺地区への投棄の際に発生する濁りの影響を検討するため、

数値シミュレーションを行った。本検討で用いたシミュレーションモデルは、流動モデル及

び濁り拡散モデルの 2 つからなる。 

以下の 5 つの浚渫・投棄の場合について、濁り拡散に対する対策なしで検討した。 

 浚渫ケース 浚渫時のオーバーフロー 投棄場所 
1 TSHD x 10 あり 沖 
2 TSHD x 2 あり 沖 
3 CSD x 2 なし 沖 
4 CSD x 2 なし 陸 
5 GD x 3  なし 沖 

TSHD: トレーラーサクションホッパー浚渫船 

CSD: カッターサクション浚渫船 

GD: グラブ浚渫船 

人為的な行為による海域への影響の評価の閾値として、人為的に加えられる負荷量 2mg/L が

日本では用いられている2.工種ごとの濁り拡散の違いについて、この閾値を用いて検討した。 

                                                      
2水産用水基準, 2005, 財団法人 日本水産資源保護協会 
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1122..33..11  浚浚渫渫  （（ケケーースス 11,,  22,,  33,,  55））  

全てのケースにおいて、濁りの拡散を表すコンターは航路に沿って拡がっている。特に底層

では 2mg/L のコンターは航路内だけに限られる。 

濁りの拡散パターンは航路に沿って拡がるという傾向を見せる。 

ケース 5（グラブ浚渫）はケース 1, 2（トレーラーサクションホッパー浚渫）よりも多少濁り

の拡がりが大きく、ケース 3（カッターサクション浚渫）よりも小さい。 

類似の施行法であるケース 1 とケース 2 を比べると、ケース 1 における 2mg/L のコンターの

範囲はケース 1 のそれよりも大きい。これは、浚渫船の数が寄与しているためと考えられる

（ケース 1 は 10 隻、ケース 2 では大容量船が 2 隻）。 

1122..33..22  投投棄棄  （（ケケーースス 11,,  22,,  33,,55::沖沖捨捨てて、、ケケーースス 44::  陸陸捨捨てて））  

沖捨て（ケース 1,2,3,5）による濁り拡散の傾向はどのケースでも類似しており、上層（海面

下 2-4m）では濁りの範囲は限られるものの、底層（海面下 12m から海底）では東西方向に

15km の拡がりを見せる。 

しかしながら陸捨て（ケース 4）ではドーソンやカットバ等の観光地に到達する大きな濁り

の拡がりを見せる。 

同じ浚渫方法で投棄場所が違うケース 3 とケース 4 を比較すると、ケース 4（陸捨て）によ

る濁りの拡がりのほうがケース 3（沖捨て）よりもはるかに大きい。 

1122..33..33  詳詳細細検検討討  

上記検討結果を踏まえ、以下の要領で詳細検討を行った。 

- ケース 6-11: 沖捨ての場合と Cat Hai 島南に土捨てした場合の違いを検討する。 

- ケース 12-18: 沖捨ての場合と南 Dinh Vu 産業地区（SDVIZ）に土捨てした場合の違

いを検討する。 

ケース 12 からケース 18 の結果については、第 12.3 章で述べる。ケース 6 からケース 11 の

結果については、 終報告書の第 21 章並びにその Appendix 21-1 を参照されたし。 
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第第1133章章  概概略略施施工工計計画画  

1133..11  工工事事範範囲囲  

本工事における建設施設及び作業項目は、以下のように分類される。 

No. 施設名 作業項目 単位 数量

1 Port and Terminal    

1-1  Revetment （Berth Line） M 750

1-2  Revetment （Side Line） M 1,200

1-3  Reclamation M3 2,955,483

1-4  Soil Improvement M2 366,625

2 Channel Protection   

2-1  Sand Protection Dyke M 7,600

2-2  Breakwater Dyke M 3,230

3 Port Service   

3-1  Service Berth M 375

3-2  Port Service Road M 1,000

4 Channel Dredging   

4-1  Channel Dredging M3 32,300,860

4-2  Disposal M3 32,300,860

1133..22  建建設設区区域域のの一一般般条条件件及及びび作作業業稼稼働働率率  

作業稼働率は以下の条件に従って算定した。 

- 作業区域とアクセス 

- 降雨量と台風 

- 風、潮位及び波浪 

- 流速 

- 既設航路通行量 

- 休祭日 

算定された作業稼働率は以下の通りである。 

<作業項目>    <作業稼働率> 

- 海上 DMM :    0.72 

- 杭打設 （海上）:   0.52 

- 海上掘削:    0.70 
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- Rubble Stone 投入:   0.73 

- Rubble Stone 均し:   0.73 

- 海上埋立（水中）:   0.73 

- 海上埋立（水上）:   0.81 

- 地盤改良 PVD:    0.71 

- 舗装基礎:    0.71 

- アスファルト舗装:   0.71 

- Concrete Block 製作:   0.71 

- Concrete Block 設置:   0.64 

- 建築工事:    0.71 

- 浚渫工事:    0.64 

- 他の陸上工事:    0.71 

- 他の海上工事:    0.64 

1133..33  工工事事区区域域  

ターミナル工事区域はカットハイ島に隣接し、ハイフォン港と海上航路を結ぶ既設ラックフ

ェン航路に沿った位置にある。 

また、カットハイ島西側にある既設ラックフェン航路に沿って、ターミナル予定地から約 7km

下流までが航路浚渫区域である。 

港湾道路はターミナル予定地の背面に沿って計画される。 

1133..44  材材料料調調達達計計画画  

建設材料は既存の採取場所や既存調達ルートから入手できるため、本工事の為に新しい採取

場所の開発は必要無いと予想される。また、本工事で使用する主な材料は現地で入手するも

のと輸入するものからなると想定される。 

これらの材料の中で、埋立材量は多量に必要になる予定である。また、SSP はベトナムで製

造していない為に輸入する予定である。 

1133..55  使使用用機機械械調調達達計計画画  

本工事で使用する主な重機は、現地で調達する予定のものと輸入する予定のものがある。

DMM 台船、PVD 打設機、及び大型クレーン台船はベトナムで入手困難なため、輸入予定で

ある。 

1133..66  安安全全  

本工事に係わる全ての組織と個人にとって安全は も重要である。これを目的として「安全
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第一」という言葉が殆どの事業所で掲げられ、全ての作業に対して安全を 優先する事を再

認識させている。 

工事において無事故・無災害を達成する為、以下の対策が考えられる。 

- 安全の重要性を認識し、周知する。 

- 安全委員会を設立し、工事期間を通じて工事安全に係わる側面を見直し、修正、承

認、検査、及び継続観測する。 

- 建設業者の準備した安全管理計画を見直し、修正する事で、具体的かつ詳細な安全

管理計画を設立する。この計画は、各作業における想定可能なリスクの分析と、こ

れらのリスクの顕在化を防ぐまたはリスクを減少させる対策を含むものとする。ま

た、事故や災害発生時の行動規定も述べるものとする。 

- 構築し、合意した工事安全に必要な行動計画を実行する。 

安全委員会は少なくとも以下に述べる項目を実施する。 

- 施工業者から提出された各作業における安全管理計画と詳細安全対策の見直しと承

認 

- 少なくとも月に 1 回は安全大会を開催し、安全パトロールを実施する事 

- 常に作業を監視し、検査するとともに必要があれば施工業者に安全指示や改善助言

を与える事 

- 不安全作業を中断させたり中止したりする事 

- 工事を管理するスタッフに対して安全訓練や教育を計画し、実施する事 

- 万が一事故や災害が発生した際に、緊急連絡と報告を行う事 
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第第1144章章  基基本本設設計計概概算算事事業業費費算算出出  

1144..11  前前提提条条件件  

1144..11..11  ベベトトナナムム基基準準  

11))  詳詳細細なな関関連連基基準準  

建設事業費算出について、ベトナム国では詳細な関連基準が存在する。本積算において

は、2011 年 6 月付けで有効なものを使用する。 

22))  単単価価  

使用する単価は、ベトナム国で発行する単価本から引用し、地域別単価は、ラックフェ

ン港建設予定地であるハイフォン地区のものを使用する。 

aa))  建建設設資資材材単単価価  

作業時間の関係から、ベトナム建設資材単価は 2011 年 5 月のものを使用した。2010

年 5 月に実施した SAPROF での概算積算時と単価の変動について比較し、その結果を

表にまとめた。その結果、ほとんどの資材単価が 10-20%の範囲で上昇したことが判明

した。特に、著しい価格高騰を示したのが燃料費で、上昇率は 40%程度となっている。

この調査団結果を検証するため、ハイフォン市発行の建設資材価格インデックス

（MPI）を取り寄せて確認したところ、調査団の結果とほぼ同一のものが得られ、調

査結果が妥当であることを確認した。 

日本調達を予定する材料に関しては、 新の建設資材単価本を元に確認したところ、

SAPROF 時とほとんど同一価格であったため、本積算にはそのまま使用することとし

た。 

bb))  労労務務単単価価  

本事業で想定するベトナム国の労務単価は、Decree No. 205/2004/ND-CP dated 14 

December 2004 of the Government on decision salary grade systems in Vietnamese 及び

Decree No. 107/2010/ND-CP dated 29 October 2010 of the Government on decision minimum 

wage with the Vietnamese labor working in the foreign-Invested enterprise に準拠した。  

労務単価について SAPROF 時点と比較したところ、12.5%の上昇であることが判明し

た。 

cc))  作作業業機機械械単単価価  

ベトナム国の作業機械単価は、Unit prices of construction equipment were investigated as of 

May 2011based on Decision No. 131/QD-UBND dated 26 January 2011, Contraction 

equipment unit price （working shift） in Hai Phong province に基づき、それに 新の労
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務単価、燃料価格を考慮して複合単価を作成した。これらの価格を SAPROF 時と比較

したところ、概ね 10-20%の上昇率を示した 

1144..11..22  基基本本条条件件  

本概算事業費算出の基本条件を次に示す。 

表 14.1 概算事業費算出に係る基本条件 

No. 項目 基本条件 

1 交換為替レート VND 1 = JPY 0.0039, USD 1 = JPY 80.89    

2 エスカレーション・レート 外貨分: 3.1 % / 年 

現地分 : 10.3% /年 

積算基準年: 2011 年 5 月 

3 コンティンジェンシー 5% 

4 コンサルティング・サービス費用 SAPROF 時点に準じる 

5 土地収用費 SAPROF 時点に準じる 

6 アドミニストレーション・費用 5% 

7 付加価値税 10% 

8 輸入税 10% 

9 建中金利 

（STEP ローン想定） 

工事費    0.2% /年 

コンサルティング・サービス  0.01% /年 

10 コミットメントチャージ 0.1% 

11 間接経費 ベトナム基準に準じる 

出典：JICA 調査団 

11))  SSTTEEPP  適適用用ににつついいてて  

本事業は、本邦技術活用条件 （STEP）を適用する円借款事業を想定している。 STEP

適用の主なメリットは次の通り。 

- 事業の特性にあった柔軟な円借款の適応 

- 詳細設計を日本国の無償供与で実施可能 

- JICA 及び JETRO によるフィージビリティ・スタディの支援 

aa))  SSTTEEPP にによよるる調調達達区区分分  

STEP は通常の円借款より低利率のローンとなる一方で、総事業費の 30%は日本からの

調達によらなければならない（除くコンサルティング・サービス費用）。本事業では、

次の項目について、日本調達区分の適用を想定する。 

- ベトナム国内で調達できない大型浚渫船（8,000PS 級ポンプ船等）  

- 構造用鋼材（シートパイル、鋼管矢板、タイロッド等）  

- セメント系深層混合処理（CDM）工法、ALiCC 工法 

- バース付帯設備（防舷材、係船柱等） 



ラックフェン国際港建設事業詳細設計調査（港湾及び道路／橋） 
- 終報告書 要約版（港湾） - 

 80

22))  パパッッケケーージジ分分けけ  

本事業内容の特性を主に考慮したパッケージ分けを想定している。現時点でのパッケー

ジ案は次の通り。 

- パッケージ 6: 埋立、地盤改良、護岸及び公共関連工事 

- パッケージ 8: 航路浚渫及び処分工―A 工区 

- パッケージ 9: 航路浚渫及び処分工―B 工区 

- パッケージ 10: 防砂堤と防波堤工事 

上のパッケージ案に従い、本事業費算出を行うこととする。 

33))  概概算算事事業業費費算算出出にに係係るる前前提提事事項項  

本概算事業費算出に係る前提事項を次に示す。 

- 航路浚渫工法は SAPROF 時点に準じる 

- 各施設の構造は SAPROF 時点のものに準じる 

- 事業計画工期は基本的に SAPROF 時点に準じるが、前章で述べられているように想

定工期が延びる懸念があることから、ディスバースメント期間を 2016 年中旬までと

して、そのコスト増加リスクを考慮する。 

- SAPROF 時からの物価変動は考慮する。 

- SAPROF 時からの為替交換レート変動は考慮する。 

1144..22  暫暫定定パパッッケケーージジ別別概概略略積積算算  

前述パッケージ分け案に則り概算積算を実施した。その結果を次表に示す。 

表 14.2 暫定パッケージ別概略積算 

パッケージ  項目 事業費（円貨換算）  （%）

 パッケージ 6:  埋立、地盤改良、護岸及び公共関連工事 17,777,191,322 31%

 パッケージ 8, 9:  航路浚渫及び処分工 31,528,136,911 54%

 パッケージ 10:  防砂堤と防波堤 8,848,466,632 15%

合計 58,153,794,866 100%

Source: JICA 調査団 

1144..22..11  埋埋立立、、地地盤盤改改良良、、護護岸岸及及びび公公共共関関連連工工事事  

本パッケージの概算事業費算出に際し、SAPROF 時の構造及び施工方法を元に行った。 
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表 14.3 概算事業費埋立、地盤改良、護岸及び公共関連工事 （Package 6） 

Remarks
Unit Price Amount Unit Price Amount

JICA Portion

a L.S. 1.0 -                                   32,219,991,952           -                                   -                                   

b m2 28,000.0 5,066,485                    141,861,576,072         -                                   -                                   

-                                   114,942,415,140         -                                   2,366,063,804             JICA Portion

a L.S 1.0 N.A. -                                   -                                   -                                   Private Portion

b m 750.0 149,407,591                112,055,692,926         3,047,698                    2,285,773,465             

c m 180.0 16,037,346                  2,886,722,214             446,057                       80,290,339                  

-                                   579,028,564,150         -                                   -                                   JICA Portion

a m3 2,955,483.0 195,917                       579,028,564,150         -                                   -                                   

-                                   1,474,892,902,509      -                                   2,244,694,011             JICA Portion

a m2 366,625.0 1,898,979                    696,213,150,903         5,052                           1,852,019,740             

b m2 5,000.0 9,964,510                    49,822,550,016           78,535                         392,674,271                

c m2 4,550.0 4,308,578                    19,604,032,050           -                                   -                                   

d m2 13,104.0 3,852,164                    50,478,759,098           -                                   -                                   

e m2 52,459.0 7,750,722                    406,595,113,464         -                                   -                                   

f m2 192,900.0 1,307,306                    252,179,296,979         -                                   -                                   

-                                   696,884,973,946         -                                   -                                   JICA Portion

a m 750.0 39,325,798                  29,494,348,241           -                                   -                                   

b m 720.0 206,622,485                148,768,189,012         -                                   -                                   

c m 2,510.0 206,622,485                518,622,436,693         -                                   -                                   

-                                   60,570,509,446           -                                   -                                   JICA Portion

a m 1,000.0 60,570,509                  60,570,509,446           -                                   -                                   

-                                   153,818,253,980         -                                   474,978,677                JICA Portion

a m3 344,131.0 195,917                       67,421,020,121           -                                   -                                   

b m3 103,897.0 237,143                       24,638,493,909           -                                   -                                   

c m 375.0 124,549,222                46,705,958,434           1,266,610                    474,978,677                

d m2 23,600.0 1,079,070                    43,486,522,451           -                                   -                                   

Total 3,254,219,187,196      5,085,736,492             

Total IN JPY 17,777,191,322           

Quay wall

Soil Improvement

Outer Revetment-B

Access Road behind Port
Access Road

Public Related Facilities (CIQ)
Reclamation

Dredging

Inner Revetment

Outer Revetment-A

Earth Retaining Wall for Barge Berth

Reclamation
Terminal Area

Soil Improvement
Terminal Area

Barge Berth Area

Inner Revetment

Outer Revetment A

Outer Revetment B

Access Road

Port Protection Facilities

Temporary Yard

Container Terminal
Berth Structure

Earth Retaining Wall

Cost of Setting Up Tents at Site
Temporary Works

Local Currency Portion (in VND) Foreign Currency Portion (in JPY)

Construction Cost
Quantity

Package 6: Infrastructure Construction Behind the Container Terminal

Unit

 

Source: JICA 調査団 

1144..22..22  航航路路浚浚渫渫及及びび土土捨捨てて  

本事業費算出に関する航路浚渫及び土捨て方法は、SAPROF 時点の計画に準じることとする。

浚渫予定の航路延長は 17.4km、発生する浚渫土は Din Vu 工業団地地区の南端までバージ運

搬して仮投棄した後、2 次吹きにより工業団地内指定ヤードに浚渫土を投入することとする。

本投棄の前提として必要なダイク等囲い設備の建設にかかる費用は、本事業費積算では一切

考慮しない。 

本事業で計画する航路浚渫量は約 3,200 万 m3 と膨大であり、それに係る費用の割合は、全事

業費の約 60%を占めると想定される。本浚渫計画に関する積算上の前提条件は次の通りとす

る。 

11))  航航路路浚浚渫渫土土のの土土捨捨てて場場のの位位置置：：沖沖合合投投棄棄  

22))  第第三三者者船船舶舶航航行行をを考考慮慮ししたた浚浚渫渫工工法法      

33))  浚浚渫渫船船団団構構成成：：工工期期 3366 ヶヶ月月、、33 万万 mm33・・日日程程度度のの浚浚渫渫能能力力をを持持つつ浚浚渫渫船船団団のの調調達達  

航路浚渫総量が 3,200 万 m3 以上と膨大であり、それを 36 ヶ月と短い工期で完了させる

ためには、3 万 m3・日 程度の大きな処理能力を持つ浚渫船団の調達が必要不可欠であ

る。前述 2 工法を確認した上で、各条件に合った効率の良い船団構成を確定し、それに

則った事業費積算を実施することが重要である。 
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44))  航航路路埋埋没没予予想想量量ととそそれれにに係係るる費費用用のの計計上上  

本調査において、航路埋没予想解析は現在進行中である。この結果を元に、必要な工事

中の維持浚渫量を想定し、係る費用の計上が必要である。 

55))  浚浚渫渫作作業業期期間間：：3366 ヶヶ月月  

前述の通り、航路浚渫のために用意された期間は 36 ヶ月であり、この期間で 3,700 万

m3以上もの膨大な航路浚渫量を完了させることは、大規模急速施工に該当する。その結

果、高効率な大型船団の複数を投入することになるため、浚渫単価がこの急速施工にあ

わせ、比較的高い単価となる。 

表 14.4 概算事業費 航路浚渫及び土捨て（Package 8, 9） 

Remarks
Unit Price Amount Unit Price Amount

JICA Portion

a L.S. 1.0                -                                   28,632,657,230           -                                   -                                   

b m2 8,000            5,066,485                    40,531,878,878           -                                   -                                   

c m3 32,300,860   218,472                       2,822,733,844,161      1,045                           20,249,733,228           VN40:JP60

d m3 567,514        N.A. -                                   -                                   -                                   Private Portion

e m3 54,553          N.A. -                                   -                                   -                                   Private Portion

f m3 98,142          N.A. -                                   -                                   -                                   Private Portion

Total 2,891,898,380,269      20,249,733,228           

Total IN JPY 31,528,136,911           

Cost of Setting Up Tents at Site

Unit Quantity
Local Currency Portion (in VND) Foreign Currency Portion (in JPY)

Construction Cost
Package 8, 9: Channel Dreading and Disposal

Temporary Yard

Channel Dreading

Wharf Slope Dredging

Berth Box

Between Channel and Berth Box

 

Source: JICA 調査団 

1144..22..33  防防砂砂堤堤  

防砂堤に関する本概算積算は、SAPROF 時の構造及び施工方法を元に算出した。本パッケー

ジのほとんどはベトナム国内調達で構成されることから、大部分についてベトナム国の積算

基準を用いた。 

表 14.5 概算事業費 防砂堤 （Package 10） 

Remarks
Unit Price Amount Unit Price Amount

JICA Portion

a L.S. 1.0 -                                   22,417,405,373           -                                   -                                   

b m2 32,000.0 5,066,485                    162,127,515,510         -                                   -                                   

c m 3,110.0 140,859,943                438,074,423,914         -                                   -                                   

d m 3,290.0 354,588,368                1,166,595,731,935      -                                   -                                   

e m 1,200.0 395,612,409                474,734,891,015         -                                   -                                   

f nos 4.0 51,993,724                  207,974,894                4,562,664                    18,250,656                  

Total 2,264,157,942,641      18,250,656                  

Total IN JPY 8,848,466,632             

Cost of Setting Up Tents at Site

Temporary Yard

Training Dike-1

Package 10: Breakwater and Sand Protection Dyke

Unit Quantity
Construction Cost

Local Currency Portion (in VND) Foreign Currency Portion (in JPY)

Training Dike-2

Training Dike-3

Light Beacon for Training Dyke

 

Source: JICA 調査団 

1144..33  事事業業費費算算出出  

以上の結果、概算事業費は、 

VND 15,091,966,702,145 （内貨分） 

JPY 30,786,176,599 （日本調達分） 
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となり、合計金額（VND 換算）は、 

VND 22,985,858,137,667 

合計金額（日本円換算）は 

JPY 89,644,846,737 

次表に、本概算積算結果と SAPROF 時の結果の比較を示す。 

表 14.6 概算事業費比較 

VND JPY VND JPY
Project Cost 12,311,714,105,952     26,456,809,413           15,091,966,702,145 30,786,176,599

Change Ratio 1 1 1.23 1.16
Total in JPY Equivalent 91,462,659,892 89,644,846,737

Change Ratio 1 0.98

Exchange Rate

SAPROF (May 2010) BD Study (June 2011)

1VND=0.00528 1VND=0.0039  

Source: JICA 調査団 

日本調達区分の算出については、次の項目を考慮して算出した。 

- 建設費 

- プライス・エスカレーション 

- フィジカル・コンティンジェンシー 

次表に日本調達区分の合計を示す。 

表 14.7 日本調達区分 

Item VND JPY Remarks
Construction Cost 8,410,275,510,105 25,353,720,376
Proce Escalation 3,319,692,734,072 2,666,019,756
Phisical Contingency 586,498,412,209 1,400,987,007

Total 12,316,466,656,386 29,420,727,139  =(1)
Total in JPY 77,454,947,099  =(2)

Percentage of JPY currency Portion 37.98%  =(1) / (2)  
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第第1155章章  航航路路浚浚渫渫  

1155..11  航航路路計計画画  

11))  航航路路のの一一般般配配置置計計画画  

航路と船回し場の規模・線型は、図 15.1、図 15.2 に示した。その概要は以下の通りで

ある。 

(1) 航路水深    : DL-14 m 

(2) 航路底面幅員   : 160 m 

(3) 法面勾配    : 1:15（DL-10m 以浅） 

: 1:10（DL-10m 以浅） 

: 1:5（バース区域） 

(4) 船回し場直径   : 660 m 

(5) バースボックス（水域）幅員  : 50 m（民間側範囲） 

(6) 航路方位   : 以下図参照 

(7) 航路埋没余掘り深さ   : 0.5 to 0.8 m 

注） 

1. 本章では、航路里程は、ハイフォン港を起点（Sta. 0km+000）とする。 

2. 本章では、航路横断面図は、海に向かって図の左側を東、右側を西とする。 
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航路中心線方位

*Sta 27+000～29+255:　149o09’13”

*Sta 29+255 and offshore 143o24’07”

 

図 15.1 航路一般配置図 
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図 15.2 航路・船回し場 標準断面図 
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1155..22  航航路路浚浚渫渫  

11))  浚浚渫渫土土量量  

浚渫土量内訳を表 15.1 に取りまとめた。その概要は以下の通りである。 

1） 航路浚渫土量     29,782,265 m³ 

2） 航路余掘り土量      1,873,757 m³ 

     小計 31,656,023 m³ 

3） 初期浚渫工事期間中の予測埋没土量    6,323,684 m³ 

    合計初期浚渫土量  37,979,707 m³ 

上記の浚渫土量の内、項目 1）、2）の小計土量が浚渫工事入札・契約の数量表（BOQ）

に表示される。項目 3）の埋没土量は、各浚渫支払い項目の単価に含めるものとする。 

表 15.1 浚渫土量（航路、船回し場） 

(3)=(1)+(2) (4) (5)=(3)+(4)

8 27+000 34+000 14,888,203 1,805,725 16,693,927

34+000 40+000 13,223,118 3,448,219 16,671,338

40+000 44+300 3,544,702 1,069,740 4,614,442
1 069 740 4 614 442

34+000 44+300 16,767,820 4,517,960 21,285,780

31,656,023 6,323,684 37,979,707

契
約

パ
ッ

ケ
ー

ジ

東半分

(第１期)
西半分

(第２期)
小計

Sta. 純土量 (m3)
計

(m3)

(2)

余掘土量

(m3)

6,676,733 7,360,139

合計

(m3)

埋没土量

 (m3)

(1)

851,331

5,941,571 6,594,945 12,536,516 686,603

2,015,1461,193,732 3,208,878

自 至

14,036,872

15,745,394 1,022,427

9

1,873,757

335,824

合計 13,812,036 15,970,230 29,782,265

7,135,303 8,610,091

 

22))  浚浚渫渫工工法法  

MOT の決定に基づき、本章 DD（詳細設計）では、航路浚渫工事を計画航路横断面内に

既存一般船の舟運のための迂回航路を設けながら、実施することとして、検討を進めた。

浚渫土砂は沖合い投棄するものとした。 

浚渫工事は、以下の 3 区域に分けて進めることとした。 

Sta 27 km+000 ～ Sta 40 km+000 区間 

1. 航路東半分（既存航路東端から東側の区域：図 15.2 の赤色断面部分） 

2. 航路西半分（既存航路東端から西側の区域：図 15.2 の緑色断面部分） 

Sta 40 km+000 to Sta 44 km+300 区間 

3. 航路全断面（図 15.2 の緑色断面部分） 
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33))  想想定定浚浚渫渫工工事事機機械械  

表 15.2 想定浚渫工事機械の組合せ 

Sta. 隻数

GD グラブ容量23m3 4

土運船 1,300 m3/押舟 16

土槽 >16,000 m3 2

土槽 3,500 m3 4

CSD 8,000 ps型 ・低揚程ラダーポンプ装備 1

土運船 5,000 m3/押舟 2

40 km+000
～

44 km+300
ポンプ船(CSD)船団

想定浚渫船タイプ

27 km+000
～

40 km+000

グラブ船 (GD)船団

ドラグサクション 浚渫船

(TSHD)

 

44))  浚浚渫渫船船のの日日当当たたりり浚浚渫渫土土量量  

表 15.3 浚渫船の日当たり浚渫土量 

CSD GD

D 8,000 ps グラブ>23m3
土槽>16,000 m3

土槽: 3,500 m3

日当り浚渫土量 m3/日/船団 21,230 9,150 14,660 3,210

TSHD浚渫船タイプ

規格

 

55))  浚浚渫渫工工程程  

各浚渫船団の日当たり浚渫土量（浚渫能率）、各浚渫作業による汚濁が環境に与える影

響を抑えること、を勘案しながら、浚渫船の種類と船団数の組合せと初期浚渫工事の全

体工程を検討した。その概要を以下にまとめた。また全体工程を表 15.4 に示した。 

1. 浚渫工事期間    第 1 期  14.0 ヶ月 

   第 2 期  21.6 ヶ月 

   全体工事期間 35.6 ヶ月 

 

2. 浚渫土量（埋没土量を含む） 第 1 期  14,086,950 m³ 

   第 2 期  23,892,757 m³ 

   全体工事期間 37,979,707 m³ 

66))  浚浚渫渫法法面面勾勾配配  

浚渫法面勾配は、法面滑り崩壊に対する安定検討、法面洗掘の影響検討を基に 1:10 と 1:15

の組合せ勾配とした。また工事中迂回航路などの仮設断面勾配は 1:5 とした。（図 15.2

参照） 
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77))  浚浚渫渫土土砂砂  沖沖捨捨てて水水域域（（図図  1155..33  AABBCCDD のの水水域域））  

 

図 15.3 浚渫土砂沖捨て水域 

1155..33  航航路路浚浚渫渫モモニニタタリリンンググとと維維持持浚浚渫渫計計画画  

1155..33..11  航航路路浚浚渫渫モモニニタタリリンンググ  

11))  初初期期浚浚渫渫工工事事期期間間  

初期浚渫工事期間中の進捗管理及び、CDM（航路水深モニタリング）は、下表にまとめ

た、工事前後に実施される深浅測量、月次深浅測量、荒天時後の深浅測量を基に実施さ

れる。 

表 15.5 初期浚渫工事期間中の確認深浅測量 

航路区域 船回し場区域

(m) (m) (m) (m) (日　以内)

着工前深浅測量 工事開始直前 25 1,000 法尻から400 mまで ３０日

月次深浅測量 毎月 50 500 法尻から300 m まで １０日

竣工確認深浅測量 工事 終月 25 1,000 法尻から400 m まで ３０日

荒天（台風）直後深浅測量 - 50 500 法尻から300 m まで １０日

測量結果

深浅測量範囲

確認深浅測量項目 Timing

1) 航路中心線

2) 法尻線

3) 法面及びその外側区域

：１００m間隔

横断測線長横断測線
間隔

航路縦断測線

 



ラックフェン国際港建設事業詳細設計調査（港湾及び道路／橋） 
- 終報告書 要約版（港湾） - 

 91

22))  供供用用開開始始後後のの期期間間  

表 15.6 供用開始後維持浚渫のための確認深浅測量 

航路区域 船回し場区域

(m) (m) (m) (m) (days)

50 500 法尻から３００ｍまで
-初年次：２ヵ月毎
-次年次：６ヵ月毎

50 1,000 法尻から4００ｍまで 年１回

50 500 法尻から３００ｍまで 荒天収束直後

定期測量 1) 航路中心線
2) 法尻線
3) 法面及びその外側区域
：１００ｍ間隔

年次測量

荒天（台風）直後測量

確認深浅測量項目

深浅測量範囲

Timing of survey横断測線
間隔

横断測線長
縦断測線

 

1155..33..22  維維持持浚浚渫渫計計画画  

11))  予予測測年年間間維維持持浚浚渫渫土土量量  333399 万万 mm33  //  年年  

22))  維維持持浚浚渫渫  

上記の予測年間土量浚渫のために、小型ドラグサクション浚渫船（TSHD）、小型グラブ

浚渫船（GD）を表 15.7 のように常時維持浚渫作業に従事させる案を示した。維持浚渫

土砂の投棄は、その時点での状況に応じて、陸岸または、沖合いとなろう。このような

継続的な維持浚渫に対応するために小型 TSHD1 隻を本航路専用に確保することが望ま

しい。 

表 15.7 維持浚渫工程 

日当土量

月
日 日-船団 (m3) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1 300 10.0 893,100

1 300 10.0 893,100

1 163 5.4 485,251

計 3 25.4 2,271,451

1 300 10.0 223,800

1 300 10.0 223,800

1 300 10.0 223,800

1 300 10.0 223,800

1 300 10.0 223,800

計 5 50.0 1,119,000

3,390,451

工程 浚渫土量

１　年

自 至
延
長 (m3/日/

船団)

(km+m)

Sta.

浚渫船
規格

船団数

2,977

GD

2.5 m3
746

合計

27
 k

m
 +

 0
00

44
 k

m
 +

 3
00

17
 k

m
 +

 3
00

TSHD
3,250

m3
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第第1166章章  ココンンテテナナタターーミミナナルル及及びびアアククセセスス道道路路部部のの埋埋立立  

1166..11  地地盤盤改改良良  

1166..11..11  PPVVDD＋＋ププレレロローードド工工法法にによよるる地地盤盤改改良良エエリリアアのの二二次次圧圧密密沈沈下下  

地盤改良の基本設計において、一次圧密沈下の検討は既になされている。二次圧密沈下は、

非常に長い時間をかけて生じるものであり、その正確な予測計算が簡単なものではないこと

は理論的にも経験的にも知られていることではある。しかしながら、二次圧密沈下量を予測

しておくことは、将来の港湾の維持管理にとって重要なことである。 

11))  二二次次圧圧密密沈沈下下量量  

二次圧密沈下量（Ss） は以下の式により計算される。 

 










tp

tf
HCSs log

 

ここに、 

C : 二次圧密係数（ひずみによる） 

H  : 粘土層の層厚 （m） 

tp : 一次圧密終了時 

（ここでは、仮に安全側に、ある工区において埋立開始後 15 ヵ月後（450 日後）

に引渡しが行われると仮定し、その時点からの二次圧密沈下を考えている） 

tf : 二次圧密を考える期間 

（ここでは、引渡し後 30 年を仮定し計算している＝ 450 日+ 10,950 日= 11,400 日） 

引渡し後 30 年間の二次圧密沈下量は、表 16.1 に示す通りである。同表中に示す通り、

埋立計画エリアの引渡し後 30 年間に発生すると予測される二次圧密沈下量は、20～30cm

程度の大きさとなる。 

表 16.1 計画埋立エリアにおける二次圧密沈下量の計算結果 
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1166..11..22  PPVVDD、、ササンンドドママッットト及及びびププレレロローードド  

PVD に関しては、基本設計の第 7 章に示す通りであり、図 16.1 に示す通りである。 

CD+4.0m までの砂による埋立の完了後、サンドマットが二層に分けて施工される。第 1 層は

CD+4.0m から CD+4.5m の層で、第 2 層は CD+4.5m から CD+5.0m までである。このサンドマ

ット材料はベトナム基準（22 TCN 262-2000）に記されているように、良好な透水性を有する

必要があり、以下の粒度特性を有することが求められている。 

- 0.25mm 粒径以上の重量百分率   > 50% 

- 0.08mm 粒径以下の重量百分率  < 5% 

- D60 / D10 > 6   or    1 <  （D30）
2 / D10·D60  < 3 

- 有機物含有量 < 5% 

サンドマットに関しては、紅川やその支流で産する当地の通常の砂（地元では“black sand” 

と呼ばれている。） では上記の条件を満たすことは出来ないため、ロー川エリアやその他

の地域で産する粒度の粗い別の種類の砂（地元では“yellow sand”と呼ばれている）を使用

する必要がある。サンドマットの敷設エリアは図 16.2 に示す通りである。  

当プロジェクトでプレロードと呼んでいるのは、サンドマットの上端レベル（CD+5.0m）よ

りも上に施工される圧密促進のための盛土のことであり、施工中の盛土の安定のための護岸

法線よりも外側の一時的なカウンター盛土とともに図 16.3 に示す。 

 

図 16.1 PVD の設置平面図 
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図 16.2 サンドマット（イエローサンド;CD+4.0m to CD+5.0m）の敷設エリア 

 

 

図 16.3 護岸部を含む埋立計画エリアにおけるプレロードの施工区分 

合計の PVD 長、サンドマット量、プレロード量、護岸部の仮設のカウンター盛土は以下のよ

うになる。 

- PVD :   12,378,000 m 

- サンドマット:  637,000 m3 

（護岸法線より内側: 553,000 m3 +護岸法線よりも外側のカウンター盛土エリア: 84,000 m3） 

- プレロード:  1,598,000 m3 

（護岸法線より内側: 1,452,000 m3 +護岸法線よりも外側のカウンター盛土エリア: 146,000 

m3） 

サンドマット （イエローサンド;  

1m 厚 CD+4.0m ～ CD+5.0m） 
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- 護岸部の仮設のカウンター盛土（護岸法線よりも外側）:  455,000 m3  

上記数量の詳細は、表 16.2、表 16.3 及び表 16.4 に示す。 

 

図 16.4 埋立計画エリア及び護岸部のブロック区分図 

 

表 16.2 各ブロックの PVD の設置数量 

Block
PVD spacing

 (m)
 Amount
(point)

PVD length
(m)

Total length
(m)

1 1.1 20,998 30.5 640,439

2 1.1 28,598 30.5 872,239

3 1.1 28,392 32.0 908,544

4 1.1 26,334 32.5 855,855

5 1.1 26,390 31.0 818,090

6 1.1 26,245 31.0 813,595

7 1.1 26,390 31.0 818,090

8 1.1 24,795 33.0 818,235

1.1 6,006 30.5 183,183

1.2 19,920 30.5 607,560

1.1 5,973 31.0 185,163

1.2 20,040 31.0 621,240

1.1 6,006 33.0 198,198

1.2 20,040 33.0 661,320

1.1 5,643 36.0 203,148

1.2 18,720 36.0 673,920

1.2 3,841 30.5 117,151

1.6 9,265 30.5 282,583

1.6 3,513 30.0 105,390

1.2 5,010 31.5 157,815

1.6 11,250 31.5 354,375

1.6 4,000 32.0 128,000

1.2 5,010 34.0 170,340

1.6 11,250 34.0 382,500

1.6 4,000 34.0 136,000

1.2 4,680 35.0 163,800

1.6 10,600 35.0 371,000

1.6 3,776 34.5 130,272

386,685 12,378,044

14

15

16

Total

9

10

11

12

13
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表 16.3 埋立計画エリアにおけるサンドマット及びプレロードの数量 （護岸法線内側分） 

Area Height Quantity Area Height Quantity

(m2) (m) (m3) (m2) (m) (m3)
a 9,696.6 - - 9,696.6 1.0 9,696.6
b 7,196.8 - - 7,196.8 1.0 7,196.8
c 7,616.8 - - 7,616.8 1.0 7,616.8
d 6,108.0 - - 6,108.0 1.0 6,108.0
① 2,433.6 - - 2,433.6 1.0 2,433.6
1 25,369.9 3.9 98,942.6 25,369.9 1.0 25,369.9
2 34,803.2 3.4 118,330.9 34,803.2 1.0 34,803.2
3 34,391.6 3.6 123,809.8 34,391.6 1.0 34,391.6
4 25,812.0 3.6 92,923.2 25,812.0 1.0 25,812.0
5 32,000.0 3.9 124,800.0 32,000.0 1.0 32,000.0
6 32,000.0 3.4 108,800.0 32,000.0 1.0 32,000.0
7 32,000.0 3.4 108,800.0 32,000.0 1.0 32,000.0
8 24,320.0 3.6 87,552.0 24,320.0 1.0 24,320.0

9-1 7,200.0 3.9 28,080.0 7,200.0 1.0 7,200.0
9-2 28,800.0 2.3 66,240.0 28,800.0 1.0 28,800.0

10-1 7,200.0 3.4 24,480.0 7,200.0 1.0 7,200.0
10-2 28,800.0 2.3 66,240.0 28,800.0 1.0 28,800.0
11-1 7,200.0 3.4 24,480.0 7,200.0 1.0 7,200.0
11-2 28,800.0 2.1 60,480.0 28,800.0 1.0 28,800.0
12-1 5,472.0 3.6 19,699.2 5,472.0 1.0 5,472.0
12-2 21,888.0 2.1 45,964.8 21,888.0 1.0 21,888.0
13-1 5,551.1 2.3 12,767.4 5,551.1 1.0 5,551.1
13-2 23,787.0 1.5 35,680.6 23,787.0 1.0 23,787.0
13-3 3,489.3 3.4 11,863.5 3,489.3 1.0 3,489.3
14-1 7,200.0 2.3 16,560.0 7,200.0 1.0 7,200.0
14-2 28,800.0 1.5 43,200.0 28,800.0 1.0 28,800.0
14-3 4,000.0 3.0 12,000.0 4,000.0 1.0 4,000.0
15-1 7,200.0 2.1 15,120.0 7,200.0 1.0 7,200.0
15-2 28,800.0 1.5 43,200.0 28,800.0 1.0 28,800.0
15-3 4,000.0 2.5 10,000.0 4,000.0 1.0 4,000.0
16-1 5,472.0 2.1 11,491.2 5,472.0 1.0 5,472.0
16-2 21,888.0 1.5 32,832.0 21,888.0 1.0 21,888.0
16-3 3,040.0 2.5 7,600.0 3,040.0 1.0 3,040.0

552,335.8 1,451,937.1 552,335.8 552,335.8Total

Preload Sand mat  (CD+4.0m to +5.0m)
C
D
M

 A
re
a

R
ec

la
m
at
io
n 
A
re
a

 

 

表 16.4 護岸部（護岸法線外側）における仮設のカウンター盛土等（埋立土、サンドマット、

プレロード）の数量 

Sectional
Area

Height
Distance

along
Revet.

Volume
Sectional

Area
Height

Distance
along

Revet.
Volume

Sectional
Area

Height
Distance

along
Revet.

Volume
Sectional

Area
Height

Distance
along

Revet.
Volume

(m2) (m) (m) (m3) (m2) (m) (m) (m3) (m2) (m) (m) (m3) (m2) (m) (m) (m3) (m) (m2)

1-1 265.2 3.0 110.0 29,172.0 33.6 0.5 110.0 3,692.7 64.9 1.0 110.0 7,139.0 139.3 3.6 110.0 15,325.2 30.2 3,325.3

1-2 33,851.1 2,225.4 3,607.3 4,575.6 27.6 3,508.2

IR-2 278.7 3.0 200.3 55,820.8 64.9 1.0 200.3 12,998.8 139.3 3.6 200.3 27,904.4 34.7 6,940.0

IR-3 219.5 3.0 172.7 37,901.2 26.5 0.5 172.7 4,568.2 50.7 1.0 172.7 8,747.8 78.9 2.1 172.7 13,628.5 29.2 5,048.3

IR-4 245.0 3.5 143.7 35,199.2 43.4 1.0 143.7 6,228.1 55.7 1.5 143.7 8,001.0 34.2 4,913.5

ORA-1 330.4 4.0 178.7 59,039.2 29.9 0.5 178.7 5,346.4 57.6 1.0 178.7 10,292.5 114.1 3.4 178.7 20,383.2 33.4 5,966.5

ORA-2 297.1 4.0 200.0 59,426.0 57.0 1.0 200.0 11,400.0 99.8 3.0 200.0 19,950.0 30.2 6,046.0

ORA-3 315.0 4.0 200.0 63,000.0 51.3 1.0 200.0 10,250.0 82.2 2.5 200.0 16,438.0 35.8 7,162.0

4-1 231.8 4.0 187.2 43,379.0 51.3 1.0 187.2 9,593.0 82.2 2.5 187.2 15,384.3 32.7 6,113.3

4-2 291.8 3.0 31.0 9,044.3 71.3 1.0 31.0 2,208.8 132.2 2.5 31.0 4,097.9 32.7 1,012.2

4-3 127.5 3.0 102.3 13,038.2 16.5 1.0 102.3 1,687.3 32.7 3,338.8

2,601.9 34.5 1 ,525.8 438,870.8 89.9 1 .5 461.4 15,832.6 528.7 10.0 1 ,525.8 84,152.5 923.6 24.7 1 ,423.5 145,688.1 353.3 53,374.0

1. Fill (upto CD+4.00m) = 454,703.44 m3

2. Sand mat (CD+4.0m to CD+5.0m)= 84,152.53 m3

3. Preload = 145,688.07 m3

4. Fill protection area = 53,374.05 m2

IR-1

ORA-4

Total

1st Counter Fill (< CD+4.0m) 2nd Counter Fill (Upto CD+4.0m) Preload (> CD+5.0m)Sand mat (CD+4.0m to +5.0m) Fill
protection
sectional

length

Fill
protection

area
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1166..11..33  CCDDMM 杭杭  

コンテナバース及びサービスバースの岸壁背後の CDM 杭は基本設計の第 7 章にて検討され

ており、図 16.5 及び図 16.6 に示すようになる。 

 

図 16.5 CDM 配置平面図 

 

 

図 16.6 CDM 配置断面図 

CDM 杭は、CDM 杭打設機を艤装した船（以後、CDM 船）による海上施工となる。なお、施

工は CDM 船が施工域に入ることが出来るように、CDL-2.0m まで海底を掘削した後に行われ

る。CDM 船が施工域に入るようにするための 小限の掘削範囲を図 16.7 に示す。 

 

図 16.7 CDM 船の施工域への入域のための 小限の掘削エリア （掘削底：CDL-2.0m） 

CDM の配置平面図及びその数量は、図 16.8 及び表 16.5 に示す。 

少掘削範囲 
CDM エリア 
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33900

2100

36000
38100

40200

14@2100=29400
15@2100=31500

16@2100=33600
17@2100=35700

@
11
00

11
00

Hard Layer

Varies

CDL -2.0m

Block type
improvement

33.9m
36m
38.1m

40.2m

CDM Area PVD Area

Reclamation

Sheet pipe pile line

 

図 16.8 CDM 杭の配置平面図及び横断図の詳細 

 

表 16.5 CDM 杭の数量 

Formation
level

Upper
end

Lower
end

Length of
un improvement

Length of
improvement

Part of
unimprovement

Part of
improvement

(m) (piles/m) (piles) CDL (m) CDL (m) CDL (m) (m) (m) (m3) (m3)

① 204.0 3.64 746.0 5.0 -2.0 -26.0 7.0 24.0 13,368.3 45,834.2

a 640.0 3.64 2,485.0 5.0 -2.0 -25.0 7.0 23.0 44,531.2 146,316.8

b 472.0 3.64 1,727.0 5.0 -2.0 -25.0 7.0 23.0 30,947.8 101,685.8

c 476.2 3.64 1,821.0 5.0 -2.0 -27.0 7.0 25.0 32,632.3 116,544.0

d 384.7 3.64 1,450.0 5.0 -2.0 -26.5 7.0 24.5 25,984.0 90,944.0

2,176.9 8,229.0 147,463.7 501,324.8Total

Block Area
Length

of
area

Number
of piles
per 1m

of
length

Piles of
improvement

Specif ication of improvement Soil volume of improvement

 

1166..11..44  埋埋立立施施工工ののたためめのの仮仮設設護護岸岸及及びび仮仮設設カカウウンンタターー盛盛土土のの防防護護  

埋立工事に先立ち、環境への配慮から、埋立計画エリアを囲んで仮設の護岸が必要となる。

また、仮設のカウンター盛土に対する防護も、波の高くなる雨季や風期には必要となる。 

護岸建設エリア付近の仮設護岸や仮設のカウンター盛土斜面の防護工については、いくつか

の方法が考えられる。その中から、以下の二つの例を以下に示す。 

1） ジオテキタイルバッグ     2） ジオテキスタイルチューブ 

合計の仮設護岸の延長及び護岸近傍の仮設カウンター盛土の防護面積の合計は、以下の通り

となる。 

ブロ 

ック 

エリア 
エリア 

長 

延長 1m

あたり

のパイ

ル数 

パイル数 

改良仕様 

施工基面 上端高 下端高 非改良長 改良長 

地盤改良体積

改良部 非改良部 
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- 仮設護岸延長:  1,500 m 

- 仮設カウンター盛土斜面防護面積合計: 53,400 m2 

仮設護岸及び仮設カウンター盛土の防護工の位置を図 16.9 に示す。 

 

図 16.9 仮設護岸及び仮設カウンター盛土防護工の位置図 

なお、カットハイ島南部の外側護岸 A の近傍が航路浚渫による土捨場として利用される場合

には、その土捨ての方法やスケジュールによっては、仮設の護岸や仮設カウンター盛土の防

護工は不要になることも考えられる。また、外側護岸 A 沿いに計画されている仮設のカウン

ター盛土は、外側護岸 A の施工の前にその近傍に浚渫土が既に投入されているような場合に

は、必要がなくなる可能性もある。 

1166..22  地地盤盤変変形形解解析析  

1166..22..11  地地盤盤解解析析のの目目的的  

地盤改良の設計を行う際の も重要な事項のひとつに、地盤改良の進行に伴う地盤変形の問

題がある。特にコンテナターミナル岸壁や護岸の水平変位については、通常の沈下計算や安

定計算では求めることが出来ないものである。 

この項では、全部で 4 つの断面（ターミナルバース岸壁で 1 断面、内側護岸で 2 断面、外側

護岸 A で 1 断面；図 16.10 参照）が選定され、圧密の進行及び地盤改良の進展に伴う地盤変

形解析が実施された。 

コンテナターミナルバース岸壁及び護岸の変形を予測するために、土と水の連成による粘弾

塑性有限要素法（FEM）による解析が実施された。その解析コードは DACSAR と呼ばれるも

のであり、垂直及び水平変位解析（二次元解析）が実施された。FEM 解析の特徴は以下の通

りである。 

少掘削範囲 
CDM エリア
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- 施工の履歴を追いながらの埋立土やプレロード盛土による圧密及びせん断栴変形の

計算が可能である。 

- 建設の過程は要素の追加及び削除によりシミュレーション出来る。 

- FEM 解析のための地盤定数は、通常の土質試験結果により設定が可能である。 

 

図 16.10 FEM 解析断面位置図 

1166..22..22  FFEEMM 解解析析のの流流れれとと圧圧密密条条件件  

11))  FFEEMM 解解析析ののフフロローーチチャャーートト  

FEM 解析のフローチャートは、図 16.11 に示す通りである。 

開 始  

検 討 断面 の 選定  

解析 モ デ ルの 設 定  

F E M  解析  

解 析 結果 の 評価  

終 了  

解 析 定数 の 設定  

・土 質 調 査結 果 に基 づ いて 解 析 検討 断 面を 選
定す る 。  

・土 質 調査 結 果参 照 。  

・測 量 及び ボ ーリ ン グ 調査 結 果参 照 。  

・解 析 ステ ッ プ  (施工 工 程 )  

・計 算 及び デ ータ 整 理  

・結 果 表及 び 結果 図 の 出力  

・大 使 用構 造 物地 点 に おけ る 地盤 （ 構造 物 ）

変形 量 の確 認 。  

 

図 16.11 FEM による変形解析の流れ図 
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22))  解解析析モモデデルル及及びび建建設設ススケケジジュューールル  

解析モデル及びスケジュール等は次頁以降に示す。 

33))  土土のの構構成成式式  

土の構成式は、各層の土質特性に基づいてそれぞれ設定された。 

- 粘性土層（1b, 2, 3b, 4, 5 層）          : 粘弾塑性モデル 

- 埋立盛土及びプレロード、砂質土層 （1a, 3a, 3c 層） : 線形弾性モデル 

44))  境境界界条条件件  

- 解析モデルの左右両端:  X 方向（水平方向）  固定 

                       Y 方向（鉛直方向） 自由 

- 解析モデルの下端  :  X 方向、Y 方向共に固定 

55))  排排水水境境界界  

- 盛土及び 上層の砂層（1a 層）: 排水層 

66))  地地下下水水位位  

- 地下水位は以下のように設定された。 

埋立計画エリア : CD+1.47m （残留水位） 

海上      : CD+0.43m （干潮位） 

1166..22..33  FFEEMM 解解析析にに用用いいらられれるる土土質質定定数数      

11))  埋埋立立盛盛土土、、ププレレロローードド、、及及びび砂砂質質土土層層のの土土質質定定数数  （（線線形形弾弾性性モモデデルル））  

当 FEM 解析では、盛土及び砂質土層（1a, 3a, 3c 層） は線形弾性体としてモデル化され、

その土質定数は原位置及び室内土質試験結果を基に、表 16.6 に示す通り設定された。 

表 16.6 砂質土のための入力土質定数 （線形弾性モデル） 

土層名 層厚 平均 比重 単位重量 水中単位重量 変形係数 ポアソン比 20% 粒径 透水係数 

 （m） N 値 Gs t （kN/m3） ' （kN/m3） E （kN/m2）  D20 （mm） k x 10-5 （m/sec）

盛土 - 3 2.7 18.0 10.0 2,100 0.333 0.10 2.0 

1a 2.0 4 2.7 18.0 8.0 2,800 0.333 0.11 2.0 

3a 1.5 4 2.7 19.0 9.0 2,800 0.333 0.10 2.0 

3c 3.5 6 2.7 19.0 9.0 4,200 0.333 0.10 2.0 

  * E = 700 x N  （kN/m2） * k は D20 を基にクレーガーの表より推定.   

22))  粘粘性性土土層層のの土土質質定定数数  （（粘粘弾弾塑塑性性モモデデルル））      

当 FEM 解析では、粘性土層（1b, 2, 3b, 4, 5 層）は、粘弾塑性材料（関口―太田モデル）

としてモデル化され、その土質定数は原位置及び室内土質試験結果を基に、表 16.7 に示

す通り設定された。土質試験結果からの解析パラメータの導出方法は、以下の通りであ

る。 
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表 16.7 粘性土のための入力土質定数（粘弾塑性モデル） 

 

33))  ココンンテテナナババーースス岸岸壁壁ににおおけけるる鋼鋼製製構構造造物物のの定定数数  

コンテナバース岸壁（Section FEM-1）の鋼製構造物の定数は、次の表 16.8 に示される通

り設定された。 

表 16.8 コンテナバース岸壁の鋼製構造物の入力定数 

変形係数 断面積 断面二次モーメント
材料名 

E （kN/m2） A （m2/m） I （m4/m） 

鋼管矢板 
φ800mm x 10mm （SKY400） 

2.1x108 3,271x10-5 2,230x10-6 

鋼管矢板と控え版間のタイバー 2.1x108 5,193x10-7 100x10-12 

材料名 
単位体積重量 

（kN/m3） 
変形係数 

E （kN/m2） 
ポアソン比 


控え壁（アンカー壁） 23.0 2.400x107 0.333 

1166..22..44  解解析析結結果果  

この項では、以下に示す解析断面についての解析結果を示す。 

(1) 断面 FEM-1 （コンテナバース岸壁） 

(2) 断面 FEM-2 （実コンテナ置き場に隣接する内側護岸） 

(3) 断面 FEM-3 （空コンテナ置き場に隣接する内側護岸） 

(4) 断面 FEM-4 （外側護岸 A） 
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11))  断断面面 FFEEMM--11  （（ココンンテテナナババーースス岸岸壁壁））  

aa))  断断面面 FFEEMM--11 のの解解析析スステテッッププ  （（建建設設工工程程））  

コンテナバース岸壁の断面 FEM-1 の解析ステップは、仮定された建設工程に基づき、

図 16.12 に示す通り設定された。 

 

No. 施   工 仮定した施工期間 

1  CDM 施工エリアの掘削 （0）  1 ヶ月   （3.2013） 

2  CDM 杭打設 （1） 2 ヶ月  （4.2013） 

3  鋼管矢板設置 （SSP） （2）  2 ヶ月  （6.2013） 

4  埋立（3）        2 ヶ月  （8.2013） 

5  PVD の施工 （4）         2 ヶ月  （10.2013） 

6  埋立土の放置期間     4 ヶ月  （12.2013） 

7  プレロードの施工 （5）            2 ヶ月  （4.2014） 

8  プレロード放置期間 4 ヶ月  （6.2014） 

9  プレロードの撤去 （5）  2 ヶ月  （10.2014） 

10  岸壁前面の掘削 （6） 2 ヶ月  （12.2014） 

11  コンテナバースの建設 （7） 4 ヶ月  （2.2015） 

12 舗装 （8） 1 ヶ月 （6.2015） 

図 16.12 コンテナターミナルバース岸壁の断面 FEM-1 の解析ステップ 

22))  断断面面  FFEEMM--22  （（内内側側護護岸岸；；実実ココンンテテナナ置置きき場場へへのの隣隣接接部部））  

aa))  断断面面 FFEEMM--22 のの解解析析スステテッッププ  （（建建設設工工程程））  

内側護岸（実コンテナ置き場への隣接部）の断面 FEM-2 の解析ステップは、仮定され

た建設工程に基づき、図 16.13 に示す通り設定された。 

33.9 ～ 38.1m

Sheet pipe pile

Container Berth 

PVD CDM 

Preload 

（0）

（1）

（2）

（3） 

（4）

（5）

（6） 

（7） 
（8）
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図 16.13 内側護岸（実コンテナ置き場への隣接部）の断面 FEM-2 の解析ステップ 

33))  断断面面  FFEEMM--33（（内内側側護護岸岸；；空空ココンンテテナナ置置きき場場へへのの隣隣接接部部））  

aa))  断断面面 FFEEMM--33 のの解解析析スステテッッププ  （（建建設設工工程程））  

内側護岸（空コンテナ置き場への隣接部）の断面 FEM-3 の解析ステップは、仮定され

た建設工程に基づき、図 16.4 に示す通り設定された。 

Step 5 （1 ヶ月） 

1） プレロード及び 

カウンター盛土の撤去 

Step 6 （6 ヶ月） 

1） 舗装及び内側護岸建設 

Step 7 （開港後 5 年後） 

1） 第二期港湾エリアの埋立 

Step 1 （1.5 ヶ月） 

1） 埋立 

2）サンドマット（+4.0m～＋4.5m） 

Step 2 （2 ヶ月） 

1） 地盤改良（PVD □1.1m） 

2）サンドマット（+4.5m～＋5.0m） 

圧密放置期間（4 ヶ月） 

Step 3 （1.5 ヶ月） 

1） プレロード（+8.6m） 

圧密放置期間（4 ヶ月） 

Step 4 （1 ヶ月） 

1） プレロード撤去 

（護岸法線より内側のみ） 
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図 16.14 内側護岸（空コンテナ置き場への隣接部）の断面 FEM-3 の解析ステップ 

44))  断断面面  FFEEMM--44（（外外側側護護岸岸 AA））  

aa))  断断面面 FFEEMM--44 のの解解析析スステテッッププ  （（建建設設工工程程））  

外側護岸 A の断面 FEM-4 の解析ステップは、仮定された建設工程に基づき、図 16.15

に示す通り設定された。 

Step 5 （1 ヶ月） 

1） プレロード及び 

カウンター盛土の撤去 

Step 6 （6 ヶ月） 

1） 舗装及び内側護岸建設 

Step 7 （開港後 5 年後） 

1） 第二期港湾エリアの埋立 

Step 1 （1.5 ヶ月） 

1） 埋立 

2）サンドマット（+4.0m～＋4.5m） 

Step 2 （2 ヶ月） 

1） 地盤改良（PVD □1.6m） 

2）サンドマット（+4.5m～＋5.0m） 

Step 3 （1.5 ヶ月） 

1） プレロード（+6.5m） 

圧密放置期間（8 ヶ月） 

Step 4 （1 ヶ月） 

1） プレロード撤去 

（護岸法線より内側のみ） 
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図 16.15 内側護岸（空コンテナ置き場への隣接部）の断面 FEM-3 の解析ステップ 

55))  FFEEMM 解解析析結結果果ののままととめめ  

FEM 解析は以下の断面について実施された。 

(1) 断面 FEM-1 （コンテナバース岸壁） 

(2) 断面 FEM-2 （実コンテナ置き場に隣接する内側護岸） 

(3) 断面 FEM-3 （空コンテナ置き場に隣接する内側護岸） 

(4) 断面 FEM-4 （外側護岸 A） 

Step 5 （1 ヶ月） 

1） 舗装 

2） 外側護岸 A 建設 

Step 1 （1.5 ヶ月） 

1） 埋立 

2）サンドマット（+4.0m～＋4.5m） 

Step 2 （2 ヶ月） 

1） 地盤改良（PVD □1.6m） 

2）サンドマット（+4.5m～＋5.0m） 

Step 3 （1.5 ヶ月） 

1） プレロード 

（+7.5m 護岸部、+6.5m 陸側部） 

圧密放置期間（8 ヶ月） 

Step 4 （1 ヶ月） 

1） プレロード撤去 
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コンテナバース岸壁及び護岸のそれぞれの構造物の施工完了後からの天端の鉛直及び水

平変位は、表 16.9 に示すようにまとめられる。 

表 16.9 コンテナバース岸壁及び護岸の天端の鉛直及び水平変位（構造物施工完了後から） 

解析ステップ 

FEM-1 断面 

コンテナバース 

鋼管矢板天端 

FEM-2 断面 

内側護岸 

実コンテナ置き場 

護岸天端 

FEM-3 断面 

内側護岸 

空コンテナ置き場 

護岸天端 

FEM-4 断面 

外側護岸 A 

護岸天端 

建設ステップ 

鉛直 

変位 

（m） 

水平 

変位 

（m） 

鉛直 

変位 

（m） 

水平 

変位 

（m） 

鉛直 

変位 

（m） 

水平 

変位 

（m） 

鉛直 

変位 

（m） 

水平 

変位 

（m） 

1） 鋼管矢板/護岸施工直後 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 

2） 鋼管矢板/護岸施工後 1 年経過時 0.001 0.005 -0.046 -0.009 -0.037 -0.009 -0.082  0.056  

3） 鋼管矢板/護岸施工後 2 年経過時 -0.084 0.072 -0.052 -0.018 -0.054 -0.020 -0.113  0.082  

4） 鋼管矢板/護岸施工後 5 年経過時 -0.091 0.053 -0.059 -0.039 -0.075 -0.041 -0.146  0.121  

5） 鋼管矢板/護岸施工後 10 年経過時 -0.091 0.048 -0.210 0.188 -0.139 0.124 -0.168  0.153  

6） 鋼管矢板/護岸施工後 15 年経過時 -0.089 0.045 -0.221 0.195 -0.152 0.120 -0.182  0.176  

* 単位: m,   +: 隆起, -: 沈下,   +: 海側への変位, -: 陸側への変位 

表 16.9 に示すように、コンテナバース岸壁の鋼管矢板の天端の鉛直及び水平変位は、そ

れぞれの初期の位置から 15 年後にはそれぞれ 9cm の沈下及び 5cm の海側への変位とな

る。護岸エリアに関しては、同様に、鉛直変位及び水平変位はそれぞれ、15cm～22cm の

沈下及び 12cm～20cm 程度の海側への変位となる。 

1166..33  地地盤盤変変形形ののモモニニタタリリンンググ計計画画  

1166..33..11  概概要要  

当調査地への適用地盤改良工法において、PVD＋プレロード工法は、圧密を促進させ将来の

供用時の荷重による残留沈下量を減少させるためのものである。この地盤改良の効果は、建

設中の地盤沈下量の観測結果やこれに基づいた将来沈下の予測結果により評価される。 

上記に述べた沈下管理では、建設中の沈下量と地下水位を同時に観測する必要がある。さら

に、側方への変位量の観測もプレロード盛土の法尻やターミナルバース岸壁や護岸法線箇所

において、安定の管理のために必要となる。 

1166..33..22  安安定定管管理理のの手手順順  

図 16.16 にモニタリング及び観測施工の流れを示す。盛土やプレロードが施工中の場合、水

平及び鉛直変位の観測データに基づいて安定管理を実施する必要がある。もし、盛土斜面が

破壊に至るような不安定な状況が予測される時には、安定な状態になるまで、盛土施工を中

止し、しばらくの間放置する必要がある。もし、その後盛土斜面が安定状態になった場合に

は盛土を続行することが出来、反対に安定状態に戻らないときには、カウンター盛土などの

対策工を検討し実施する必要がある。このようにして、地盤の変形を観測し、その安定を確

認しながら盛土及びプレロードの施工は必要な高さまで施工される。 
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図 16.16 地盤改良時の計測管理の流れ 

1166..33..33  モモニニタタリリンンググ計計画画  

11))  モモニニタタリリンンググ機機器器のの配配置置計計画画  

護岸部を含む埋立計画エリアにおけるモニタリング機器の配置計画は、基本的な配置例

として図 16.17 に示す。基本的には、計測機器の配置計画は、配置した計測機器に害を

及ぼさないように、実際の施工スケジュールや施工手順に基づいて計画されなければな

らない。モニタリング機器の設置横断面図を図 16.18 に示す。 
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記号 計器名 

△ 沈下板 

● 層別沈下計 

□ 地中傾斜計 

○ 水位計 

◇ 間隙水圧計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16.17 モニタリング機器の配置計画 

 

Fill & Surcharge (Sand)

Fill (Sand)

+4.5m

-1.0m ~+1.5m

Layer1b (SC,CS)

Layer2 (CH)

Layer3b (SC,CS)

Layer4 (CL)

-25m ~ -30m

Cap

Protection casing

Plate sensor (Plate magnet)

NF-cut pipe

Boring (O116mm)

Settlement sensor (Spider magnet)

Guide pipe (PVC O75mm)

Coupling with guide pipes

Base sensor (Bottom magnet)

Bottom plate

Box

Boring (O86mm)

Cable

Priezometer Sensor

Cap

Guide pipe (PVC O75mm)

Coupling

Filter (sand and gravel)

Guide pipe with slit and filter fabric

Layer5 (CH)

Extensometer Piezometer Stand pipe

+4.0m Lower Sand Mat

Upper Sand Mat

+5.0m

PVD installation Level

Setup Level (CDL +5.0m)Setup level CDL+5.0m

Boring (O116mm)

CDL +5.0m

Preload
10.0m 5.0m 2.0m

Nail

10cm x 10cm
x 150cm

Alignment Stake

Weathered Rock 3m

 
層別沈下計、間隙水圧計、水位計、変位杭の設置詳細図 

 

層別沈下計 間隙水圧計 水位計 

変位杭 
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Setup Level (CDL +5.0m)

SECTION
NOT TO SCALE

GUIDE

PIPE

GUIDE

WHEELS

PROBE

Inclinometer

Fill & Surcharge (Sand)

Fill (Sand)

+4.5m

-1.0m ~+1.5m

Layer1b (SC,CS)

Layer2 (CH)

Layer3b (SC,CS)

Layer4 (CL)

-25m ~ -30m

Layer5 (CH)

+4.0m Lower Sand Mat

Upper Sand Mat

+5.0m

PVD installation

Boring (Ø66mm)

Aluminum

Guide pipe (Ø50mm)

level

Weathered Rock 5m

 

12
00

m
m

 (
D

IA
. 

90
m

m
 P

V
C

 P
IP

E
)

15
cm

12
50

m
m

 (
D

IA
. 2

5m
m

 G
.S

 P
IP

E
)

12
50

m
m

 (
D

IA
. 

60
m

m
 G

.S
 P

IP
E

)

SETTLEMENT PLATE
NOT TO SCALE

See detail A

Fill materials

DETAIL A
NOT TO SCALE

DIA. 25mm G.S PIPE

DIA. 60mm G.S PIPE

DIA. 90mm G.S PIPE

Centralising fins
welded on four sides
of dia 60mm G.S pipe

near top and base to hold
dia 85mm P.V.C
pipe in centre

150x150x6mm Thick
stiffener (welded onto the
4 sides of dia 60mm G.S pipe)

DIA. 40mm G.S Pipe

( 75mm Height )

500x500x12.5mm THICK M.S PLATE

Setup level CDL+4.0m

1m Length DIA .25mm
G.SPipe extension unit
Complete with
threaded coupling

Threaded coupling

1m Length DIA 85mm
PVC extension unit

Joint (Glue to be applied for joining)

Complete with socket

NOTE:
All welds are 6mm height

G.S denotes galvanised steel

Protective cap

 

         地中変位計の設置詳細図                  沈下板の設置例 

図 16.18 モニタリング機器の設置横断面図 

1166..33..44  将将来来沈沈下下予予測測手手法法及及びび圧圧密密進進行行状状況況のの確確認認  

11))  将将来来沈沈下下予予測測手手法法  

将来沈下の予測手法はこれまで何人かの研究者によっていくつかのものが提案されてい

る。その中で、ベトナムの多くのプロジェクトで用いられている浅岡法を用いる。 

22))  圧圧密密進進行行状状況況のの確確認認  

PVD+プレロード工法によるプレロードの載荷期間は 80％の圧密度を達成するように考

えら得ており、その期間は PVD の打設間隔により 4 ヶ月～9 ヶ月程度となる。従って、

圧密の進行状況を確認するための沈下解析が必要となる。 

沈下解析は、沈下板が設置された地点において実施されることとなる。また、理論沈下

計算に用いられた土質定数及び成層断面図は地盤改良設計のために実施された調査によ

り得られたものを用いているが、理論沈下曲線と観測された実測の沈下曲線とのフィッ

ティングに基づき、いくつかの土質定数は両曲線が一致するように修正する必要がある。 

1166..33..55  埋埋立立盛盛土土ににおおけけるる安安定定管管理理  

埋立盛土荷重による地盤の変形は複雑であり、単純なものではない。一般に、埋立盛土中に

地中変位計 

沈下板 
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生じる地盤変形は、せん弾変形、破壊及び圧密沈下が複合的に生じた結果である。圧密沈下

量がせん断変形より勝る場合には、地盤は安定状態にあると考えられる。一方、せん断変形

が圧密沈下より勝る場合には、 地盤は不安定状態にあると考えられる。 

一般に用いられている盛土の安定管理手法は、以下の 3 手法である。 

(1) 松尾-川村法 

(2) 富永-橋本法 

(3) 栗原-持永法 

埋立・盛土の施工期間中は、施工の安全性を保つため、観測されたデータに基づく安定管理

を実施する必要がある。 

上記安定管理の三手法は、表 16.10 に示すようにまとめられる。表中の三手法による安定管

理に加え、日々の目視観察による地盤変状などのチェックも必要となる。 

表 16.10 安定管理手法 

手法名 
用いられる 

観測データ 

管理方法 

（安定管理図）
安定管理例 

富永-橋本法  

（S –） 法 

S : 沈下 

 : 水平変位 
（S –） 図 

角度（θ =/S）の大小により不安定、安定を判断 

/S が盛土初期段階の値と比較して大きくなると、不安定で

あると判断される。 

松尾-川村法 

（S –/S） 法 

S : 沈下 

 : 水平変位 
（S – /S） 図

プロットされる方向及び場所より不安定、安定を判断 経

験的に得られた破壊線（q/qf=1.0）との比較  

   プロット点 < （q/qf） = 0.8-0.9（管理値） 

プロット値が経験的に得られた破壊線（q/qf=1.0）に近づく

ときに、不安定であると判断される。 

栗原-持永法 

（/t – t） 法 
: 水平変位 （/t – t） 図

水平変位速度により不安定、安定を判定 

/t < 1 to 2 cm/day（管理値） 

プロット値が管理値に近づくと、不安定であると判断され

る。 

1166..44  土土留留壁壁のの詳詳細細設設計計  

11))  鋼鋼管管矢矢板板壁壁  

土留壁には、P-T 型ジョイントを有する径 800mm の鋼管矢板を用いる。鋼管矢板の肉厚

は断面力計算により算定する。鋼管矢板諸元の計算結果を下表に示す。  

 Block a Block b Block c Block d Block 1 

大曲げモーメント 457.1 kNm 524.7 kNm 509.3 kNm 546.9 kNm 786.6 kNm

鋼管矢板諸元 D800, t=10 D800, t=10 D800, t=10 D800, t=10 D800, t=14

曲げ応力度 109.1 MPa 125.2 MPa 121.5 MPa 130.5 MPa 129.6 MPa 

許容値 140 MPa 140 MPa 140 MPa 140 MPa 140 MPa 

判定 OK OK OK OK OK 
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22))  タタイイ材材  

タイ材の計算結果を下表に示す。 

 Block a Block b Block c Block d Block 1 

タイ材取付点反力 249.1 kN/m 264.2 kN/m 260.9 kN/m 275.2 kN/m 319.3 kN/m

タイ材発生張力 488.3 kN 518.0 kN 511.4 kN 539.5 kN 625.8 kN 

所要タイ材耐力（安全率 3.8） 1855.8 kN 1968.2 kN 1943.4 kN 2050.1 kN 2378.1 kN 

必要タイ材耐力 >1856 kN >1969 kN > 1944 kN >2051 kN > 2379 kN 

タイ材仕様 TR - 202 TR - 202 TR - 202 TR - 221 TR - 255 

33))  腹腹起起しし材材  

腹起し材の計算結果を下表に示す。 

 Block a Block b Block c Block d Block 1 

大曲げモーメント 95.7 kNm 101.5 kNm 100.2 kNm 100.3 kNm 122.7 kNm 

腹起し材諸元 2x 250x 

90x11x14.5 

2x 250x 

90x11x14.5 

2x 250x 

90x11x14.5 

2x 250x 

90x11x14.5 

2x 300x 

90x11x15.5 

曲げ応力度 128.0 MPa 135.7 MPa 134.0 MPa 138.1 MPa 124.1 MPa 

許容値 140 MPa 140 MPa 140 MPa 140 MPa 140 MPa 

判定 OK OK OK OK OK 

44))  控控ええ工工  

aa))  控控ええ工工のの種種類類  

鋼管矢板壁の控え工として、鉄筋コンクリート L 型壁を採用する。 

bb))  控控ええ LL 壁壁のの検検討討  

ii))  計計算算方方法法  

控え L 壁の計算に当たっては、タイ材取付点+3.0 m CDL よりも受働土圧合力の作用

点位置が低いことから、L 壁の回転が課題である。この L 壁の回転の影響により下

図に示す通り受働土圧の一部が有効に作用しないことが予想される。 

 

控え L 壁はこの回転の影響を考慮して検討した。 

T 

回転 

考慮する受働土圧 

考慮しない受働土圧 
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iiii))  計計算算結結果果  

控え L 壁の諸元を下記に示す。 

壁厚 
Block No. L 壁天端 L 壁下端 幅 

側壁 底版 

Block-1 +4.30 mCDL +0.00 mCDL 5.20 m 0.45 m 0.60 m 

Block-a +4.30 mCDL +0.30 mCDL 4.00 m 0.45 m 0.60 m 

Block-b +4.30 mCDL +0.30 mCDL 4.20 m 0.45 m 0.60 m 

Block-c +4.30 mCDL +0.30 mCDL 4.20 m 0.45 m 0.60 m 

Block-d +4.30 mCDL +0.30 mCDL 4.50 m 0.45 m 0.60 m 

Block a Block b Block c Block d

  Block d
Block a  

Block 1

Block-a
Typical

Block-b
Typical

Block-c
Typical

Block-d
Typical

B
lo

ck
-a

T
yp

ic
al

B
lo

ck-d
T

yp
ical

Block-1
Typical

Block-a
Corner

Block-d
Corner

 

1166..55  ユユーーテティィリリテティィ  

アクセス道路の道路照明は設置されない予定であり、従って、港湾背後道路の道路照明も

JICAのODAプロジェクトには含まれない。港湾背後道路に道路照明が設置される場合には、

その維持管理は施主によることが望ましい。 

アクセス道路に沿った給電本線、給水本管の設置及びコンテナターミナル、公共用地との接

続は施主によって行われるものとする。 
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第第1177章章  外外側側護護岸岸  

1177..11  護護岸岸天天端端高高  

1177..11..11  許許容容越越波波量量  

外側護岸 A、B とも背後の利用状況を勘案し、許容越波量として Q<0.02（m3/s/m）を満たす

ように天端高を決定する。これより護岸天端高として+6.5m とする。 

1177..11..22  圧圧密密沈沈下下  

外側護岸 A においては 15 年、B においては 20 年間における圧密沈下量を考慮する。 

11))  外外側側護護岸岸 AA  

PVD による地盤改良におけるプレロードとして、+2.5m から+8.4m の地盤高までの盛土

を実施する。これにより、100%の初期圧密沈下が期待されるため、それ以降の初期圧密

沈下は無視できるものとする。長期間で進行する二次圧密分は顕著ではないとし、これ

らより外周護岸 A における圧密沈下を考慮した天端高のかさ上げは行わないものとする。 

22))  外外側側護護岸岸 BB  

圧密沈下検討結果より、外周護岸 B に対するかさ上げ分として 30cm を考慮する。 

1177..22  外外側側護護岸岸 AA にに対対すするる構構造造設設計計  

1177..22..11  ココンンククリリーートト被被覆覆ブブロロッックク  

テトラポッドの設計ガイドラインより、2 層積みを基本とし、その際の代表諸元を表 17.1 に

示す。 

表 17.1 被覆断面の代表諸元 

ブロックタイプ 
層厚 

（2 層積） 
B’ B 

2 ton-タイプ 1.9 m 2.2 m 1.9 m 

B'

B

Th ickn ess
fo

r 2
lay er

 

図 17.1 被覆層の定義 
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1177..22..22  下下層層被被覆覆層層及及びびココアア層層  

表 17.2 に下層被覆層及びコア層の諸元を示す。 

表 17.2 下層被覆層及びコア層の諸元 

下層被覆層 コア層 

必要重量 層厚 必要重量 層厚 

200 kg/個 0.9 m 15- 150 kg/個 0.5 m 

1177..22..33  上上部部工工  

波力に対する上部工の安定検討結果より得られた上部工諸元を表 17.3 に示す。 

表 17.3 上部工諸元 

上部工諸元 安全率 

B1 B2 B3 H1 H2 

摩擦係数, 

 滑動 転倒 

0.5 m 1.2 m 2.5 m 2.8 m 1.2 m 0.6 3.65 （>1.2） 1.28 （>1.2）

 

出典：JICA 調査団 

図 17.2 上部工諸元の定義 

1177..22..44  洗洗掘掘対対策策  

洗掘対策としてのフィルター層幅として 4m とする。フィルター材は、下層被覆層と同じサ

イズ（200kg/個）の捨石を用いる。なお、その下層部には 1～30kg 程度の捨石を敷く。 

1177..22..55  越越波波排排水水路路  

チェジーの式より算定された越波排水路諸元を表 17.4 に示す。 

表 17.4 越波排水路諸元 

設計流量 カルバート部 排水パイプ部 

Q （m3/s/m） 幅 （m） 高さ （m） 勾配 （%） D （mm） 勾配 （%） ピッチ （m）

0.02 0.4 0.65 0.5 700 0.85 50 
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1177..33  外外側側護護岸岸 BB のの構構造造設設計計  

1177..33..11  被被覆覆ブブロロッッククのの設設計計  （（港港外外側側））  

表 17.5 に港外側における被覆ブロック諸元を示す。 

表 17.5 被覆ブロック諸元（港外側） 

ブロックタイプ 層厚 （2 層積み） B’ B 

3.2 トンタイプ 2.2 m 2.5 m 1.8 m 

5 トンタイプ 2.5 m 2.9 m 2.1 m 

1177..33..22  被被覆覆ブブロロッッククのの設設計計  （（航航路路側側））  

航路側の被覆ブロックは、工事の進捗に伴う防砂堤及び外周護岸自身による遮蔽効果を考慮

するとともに、工事期間中のみでの短期間での露出期間であることを考慮し、被害率として

永久構造物に対する被害率よりも高くし、10～15%と設定し、安定検討を行った。表 17.6 に

得られた航路側における被覆ブロック諸元を示す。 

表 17.6 被覆ブロック諸元（航路側） 

H1/3 必要重量 層厚 

2.4 m 700 kg/個 1.28 m 

1177..33..33  下下層層被被覆覆層層及及びびココアア層層  

表 17.7 に下層被覆層及びコア層の諸元を示す。 

表 17.7 下層被覆層及びコア層の諸元 

下層被覆層 コア層 

必要重量 層厚 必要重量 層厚 

300 kg/個 1.0 m 15- 150 kg/個 - 

1177..33..44  上上部部工工  

上部工の安定性は、以下の異なる 2 条件での検討が必要である。 

(1) 埋立前：設計条件として 5 年確率波で検討する。抵抗力としての埋立による受働土圧は

考慮できない。 

(2) 埋立後：設計条件として 50 年確率波で検討する。抵抗力としての埋立による受働土圧を

考慮する。 

表 17.8 に上記 2 条件で計算された上部工諸元を示す。 
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表 17.8 上部工諸元 

上部工諸元 安全率 被覆ブ

ロック 
確率年 x 

B1 B2 B3 H1 H2 


滑動 転倒 

5 years 
2.55 

（>1.2） 

7.93 

（>1.2）
3.2 ton 

50 years 

750 

~ 

1,750 

0.5 m 1.45 m 2.5 m 2.2 m 1.1 m 0.6
1.23 

（>1.2） 

1.82 

（>1.2）

5 years 
2.52 

（>1.2） 

7.26 

（>1.2）
5.0 ton 

50 years 

1,750 

~ 

3,230 

0.5 m 1.35 m 2.5 m 2.4 m 1.1 m 0.6
2.06 

（>1.2） 

1.89 

（>1.2）

出典：JICA 調査団 

1177..33..55  砂砂置置換換  

地盤改良工法としての砂置換に対する諸元は、地盤安定解析結果より決定する。表 17.9 に得

られた結果を示す。 

表 17.9 砂置換に対する代表諸元 

区間 水深 置換幅 勾配 数量 （m3/m） 

ORB-A CD -8.0 37.5 1 : 3 580.5 

ORB-B CD -7.5 27.0 1 : 3 486.0 

ORB-C CD -9.5 29.5 1 : 3 551.0 

ORB-D CD -9.5 34.0 1 : 3 593.0 

1177..44  外外側側護護岸岸 AA 及及びび BB のの代代表表断断面面  

1177..44..11  外外側側護護岸岸 AA  

外周護岸 A に対する代表 4 断面での標準断面図を図 17.3 に示す。 
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出典：JICA 調査団 

図 17.3 外側護岸 A に対する標準断面図 
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1177..44..22  外外側側護護岸岸 BB  

外周護岸 B に対する代表 4 断面での標準断面図を図 17.4 に示す。 

 

 
出典：JICA 調査団 

図 17.4 外側護岸 B に対する標準断面図 
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第第1188章章  公公共共関関連連用用地地  

1188..11  ササーービビススボボーートトババーースス  

11))  ババーースス法法線線  

サービスボートバースは 3 バースから成り、延長はそれぞれ 70m, 164.2m, 49.5m である。 

高圧線鉄塔基礎への影響を避けるため、バース前面の浚渫は鉄塔から 63m 離した位置ま

で行うこととする。バース前面は-5m CDL まで浚渫し、バースエプロン部は幅 10m とす

る。サービスボートバースの一般配置図を下図に示す。 

 

図 18.1 サービスボートバース一般配置図 

22))  鋼鋼矢矢板板壁壁  

サービスボートバースの前面鋼矢板壁は鋼矢板 IVw 型を使用する。根入れ深さは全域に

わたって-14.0m CDL とする。鋼矢板の腐食防止のため-0.6m CDL から-5.0m CDL までは

電気防食工を施し、-0.6m CDL から上部工下端まではコンクリートライニングによって

保護する。 

33))  上上部部棚棚構構造造  

サービスボートバースの上部棚構造の全長は 346.7m である。上部棚構造は下図に示すと

おり 10 ブロックに分割し、各ブロックの延長は、3x35m + 56m（コーナー部）+ 3x35m + 

31.2m +36.5m（コーナー部）+35m である。各ブロック間には 2cm の伸縮目地を設ける。  

サービスボートバース上部棚構造の配置図を下図に示す。 



ラックフェン国際港建設事業詳細設計調査（港湾及び道路／橋） 
- 終報告書 要約版（港湾） - 

 121

 

図 18.2 上部棚構造配置図 

サービスボートバースの正面図及び標準断面図を下図に示す。 

 

図 18.3 サービスボートバース正面図（標準部） 

 

図 18.4 サービスボートバース標準断面図 
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上部棚式構造の支持杭配置及び標準部の平面図を下図に示す。 

 

図 18.5 支持杭配置及び標準部平面図 

1188..22  ユユーーテティィリリテティィ  

サービスボートバースは JICA の ODA プロジェクトにて建設されるので、エプロンに配置す

る船舶給水施設（地下埋設配管と取水口）は ODA プロジェクトに含まれる。 

公共用地内全体の給水及び給電システムの基本設計はベトナム国政府側で実施されている。

公共用地内、個々の給水及び給電はこの全体システムを考慮して適切に計画、設計される必

要があり、その計画、設計、施工は個々の施設の利用者が行うものと期待される。 

1188..22..11  電電力力供供給給シシスステテムム  

公共関連エリアの電力供給システムと幹線ケーブルの配線接続のついては、ベトナム側で設

計、施工すべきと考える。サービスボート用バースのエプロンエリアの外部照明も、またプ

ロジェクトオーナーが詳細設計し施工するものと考える。 

1188..22..22  給給水水  

給水栓の数は日本基準を考慮しつつ、べ国基準に基づいて決定した。べ国基準はサービスボ

ートに対して 40～50m 間隔としているが、日本基準では 30m としている。本調査では、40m

間隔を給水栓の配置間隔に採用する。図 18.6 に示す合計 5 つの給水栓が、サービスボートバ

ースに設置される予定である。 
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図 18.6 サービスボートバースの給水船配置図 
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第第1199章章  防防砂砂堤堤  

図 19.1 は 新の深浅測量結果とともに防砂堤の配置案を示したものである。図 19.2 は防砂

堤の縦断方向の海底面の断面図と防砂堤の天端高さを示したものである。 

 

図 19.1 防砂堤配置案 

 

 

図 19.2 防砂堤縦断図 

防砂堤構造は下部の捨て石構造の上にセルラー形式のケーソンを上部工として設ける混成堤

形式とした。防砂堤の天端高さは、港湾運営期間の航路維持浚渫費用を考慮した費用対効果

を考慮して CD+2.00m とした。 

設置水深毎の代表断面を図 19.3 に示す。 
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図 19.3 設置水深毎の防砂堤標準断面図 

防砂堤の先端部では安全性を確保するために消波ブロックによる被覆構造とした。 

防砂堤天端高さは CD+2.00m であることから高潮位時には構造物は水面下となる。そのため

防砂堤位置を示す標識灯を図 19.4 に示す 5 カ所に設置することとした。 

 

図 19.4 標識灯設置位置 
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第第2200章章  詳詳細細施施工工計計画画  

2200..11  工工事事範範囲囲  

本工事における建設施設及び作業項目は、以下のように分類される。 

パッケージ 

No. 
作業項目 単位 数量

6 埋立、地盤改良、護岸及び公共関連工事   

1 内側護岸 M 709

2 外側護岸 A M 750

3 埋立 M3 2,201,525

4 地盤改良 M2 552,327

5 サービスボートバース M 347

6 アクセス道路 M 1,000

8 航路浚渫及び処分工―A 工区  

 航路浚渫及び土捨て M3 16,693,927

9 航路浚渫及び処分工―B 工区  

 航路浚渫及び土捨て M3 21,285,780

 浚渫土量合計 M3 37,979,707

10 防砂堤と防波堤工事  

1 防砂堤 M 7,600

2 外側護岸 B M 2,480

2200..22  建建設設区区域域のの一一般般条条件件  

建設工事区域は、既存ラックフェン航路に沿った位置にある。ラックフェン港は、カットハ

イ島の東に隣接し、現在カットハイ島とハイフォン市はフェリーによってのみ繋がっている。

ハイフォン市中心から建設工事区域まで、貨客フェリーで約 2 時間、旅客フェリーで約 3 時

間かかる。 

2200..33  仮仮設設工工事事  

本工事実施には仮設工事が必要である。仮設ヤードはコンクリートブロック製作、継杭製作

のために必要であり、安全施設は、建設工事の安全管理に不可欠である。これらの仮設工事

は、本工事開始前に準備しておく必要がある。 

2200..44  主主要要工工種種のの施施工工方方法法    

本工事の施工は、ベトナムで一般的な工法に基づいて計画、実施されるものとする。工事に

使用する資機材はベトナムで調達可能なもの、あるいは日本からの輸入による。 

2200..55  全全体体工工程程  

本詳細設計実施期間中、全体工期に係る議論が多くあった。調査団は、全工種が予定通りに

施工されれば、コンテナターミナルの完成は着工後 52 ヶ月、プロジェクト完了まで 58 ヶ月
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と見積もった。しかしながら、ベ国側の強い要請を受けて、条件付き施工計画を検討し、上

記通常工程から 6 ヶ月工期を短縮する案を提案した。この条件付き工程では、埋立工事を 52

ヶ月で完工し、コンテナターミナルを 46 ヶ月で完成させるものである。 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

Note:
1) Dredging schedule is shown in Chapter 15.

Above schedule is conditional. This schedule is 6 months shorter than the schedule proposed by JICA DD Team under the Conditions:-

Condition 1(2 months shorter): Preparation works shown in above 1 dose not include procurement of Piling equipment, Steel Pipe Piles, CDM equipment from Japan and cement.

2) For Condition 2, Vietnamese side have to accept the condition especially on the aspect of Environment. (MONRE and HPC should approve the work procedure.)  
3) Further discussions with private sector are necessary for Container Terminal construction time schedule if this schedule is adopted. 

Condition 2(4 months shorter): Reclamation works can start 4 months earlier if Vietnamese side take responsibility and approve the work commencement upon about 60%
progress of temporary dyke as scheduled above.

9 Channel Dredging m3 37,300,000 36.0

4

8 Service Boat Berth m 347 10.0

Reclamation　Public　Area m3

Revetment-A m

Soil Improvement m2

Road Construction Ls 36.0
Terminal Construction by Private Ls 36.0

1.010 Finishing Work Ls 1.0

7 Service Road m 1,000 6.0

6 Sand Protection Dyke m 7,600 49.0

750 21.0
5 Revetment 

22.0

32.0

234,000 2.0

520,000

2,670,000
1,760 10.0Temporary dyke m

Reclamation Terminal Yard m3

CDM and Steel Pipe Pile Wal m 945 11.0
3 SPP, CDM and Reclamation

2 Temporary Yard Construction Ls 1.0 2.0

1 Preparation Works Ls 1.0 2.0

5th YearDuration
(month)

1st Year 2nd Year 3rd Year 4th YearNo. WORKING ITEM Unit Q'ty

2,480 34.0Revetment-B m

Terminal OP Expected
Building works 10M

Condition 2:  Early Reclamation　▼4months

6months

Condition 1:  Conditional preparation　▼2 months

 

Construction Period by Contract Package

Year
Month 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

12
52 month

(Breakwater & Sand Protection Dike)

(Channel Dredging and Disposal-B)

Package 10 Contract

Terminal Construction by Private 36 month

36 month

4

3 Package 9 Contract

(Channel Dredging and Disposal-A)

36 month2 Package 8 Contract

Package 6 Contract 52 month

(Reclamation & Soil Improvement)
1

No. WORKING ITEM
51 2 3 4

36

36

49

Terminal OP (Expected)  

2200..66  安安全全  

プロジェクト実施段階では、下記に示す安全対策を考慮し、施工業者は安全管理計画を作成

し安全委員会による見直し及び承認を得る必要がある。 

(1) 組織図、安全管理担当者、連絡報告手段、工種毎の担当者、緊急連絡網が網羅された工

事安全に係る施工業者の体制 

(2) 下記を含む工事安全管理計画 

- 建設現場の安全・保安計画、例えば、フェンス、プロジェクト現場であることを示

す表示 
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- 施工業者による現場外に設置された仮設ヤード、仮設設備に対する安全・保安計画、 

例えば、施工業者事務所、キャンプ、ヤード、資機材置き場など 

- 安全保安システムの維持管理方法を含む安全モニタリング計画 

- 施工業者による安全パトロール及び安全大会の計画  

- 作業員に対する安全訓練計画 

- 火災検知及び防火対策 

- 危険物の取扱及び貯蔵方法 

(3) 工事中止基準や待避場所を含む海上工事の安全計画 

(4) 自然災害に対する対策及び緊急時対応策 

(5) 不発弾検知と処理方法 

(6) 緊急時連絡体制及び行動規定 

(7) 各工種に対する潜在リスク分析とリスク回避方法 
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第第2211章章  環環境境影影響響評評価価・・環環境境管管理理計計画画  

2211..11  土土捨捨場場のの違違いいにによよるる環環境境影影響響評評価価  

21.1 章は基本設計（第 7 章 - 第 15 章）を下に、特に影響の大きい浚渫土砂の投棄場の違い

（海岸又は沖合）による自然環境及び社会環境への環境影響を比較した。影響の比較におい

ては、環境負荷の低減措置を行わない状態で比較を行い、21.2 章でその低減対策を検討した。  

改訂環境法及びその細則 （Decree No.29/2011/ND-CP and Circular No.26/2011/ TT-BTNMT） の

施行により、提案事業は EIA を作成し、承認機関である資源環境省の承認を得る必要がある

が、その承認は建設請負業者の事前資格審査の前に得ている必要がある。 

ラックフェン港の事業は、官民連携事業により公的部分（コンポーネント A）と民間部分（コ

ンポーネント B）が一体として実施されるが、本章では公的部分の影響評価に限定し比較検

討した。想定される主要な環境負荷は以下に要約される。 

表 21.1 想定される環境負荷 

負荷起源 環境負荷の

程度* 

想定される環境影響** 

準備期間   

土地収用 中程度 - <社> 収入を支える土地の収用による生計手段の

転向 

- <社> 先祖代々の墓地移転 

- <社> 社会インフラ、公共施設の移設・収容 

沿岸域の水域収容 （港湾施設占

有域全て） 

重大 - <社> 収入を支える沿岸漁業域の収用による生計

手段の転向 

建設工事時   

建設機械 限定的 - <然/社> 大気汚染物質やほこりによる大気質の

低下 

- <然> 燃料・潤滑油等の流出による土壌・水汚染

- <然/社> 振動騒音による生活環境低下 

建設資材運搬 限定的 - <然/社> 排気ガスによる大気質の低下 

- <然/社> 振動騒音による生活環境低下 

- <社> 交通事故 （住民/労働者/車両/船舶） 

埋め立て及び土壌改良 

（CDM/ALiCC） 

中程度 - <然> 水産資源生産において生産性・価値の高い

浅海域の損失 

- <然/社> 濁水による水質及び養殖業の生産性の

低下 

港湾施設施工 （港湾及び導流

堤） 

中程度 - <然> 水産資源生産において生産性・価値の高い

浅海域の損失 
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負荷起源 環境負荷の

程度* 

想定される環境影響** 

航路及び回頭水域の浚渫及び土

砂投棄 

<Cat Hai島南岸/ 海岸投棄> 

重大 - <然> 航路幅拡張・沿岸域埋め立てによる、水産

資源生産において生産性・価値の高い浅海域の消

失 

- <然/社> 濁水による水質・塩生産・養殖・漁業の

生産性の低下 

- <社> 濁水による水質低下によるビーチリゾート

への影響 

 

航路及び回頭水域の浚渫及び土

砂投棄 

<沖合投棄> 

重大 - <然> 航路幅拡張による、水産資源生産において

生産性・価値の高い浅海域の消失 

- <然/社> 濁水による水質・塩生産・養殖・漁業の

生産性の低下 

- <社> 濁水による水質低下によるビーチリゾート

への魅力低下 

地域外労働者 限定的 - <社> 生活習慣の違いによる事業実施地域の生活

環境の急激な変化 

- <社> 外部から持ち込まれる伝染病のまん延 

- <社> 生活物資の需給バランスの崩れによる事業

実施地域の急激な物価上昇 

運用時   

下水及びその他の処理排水及び

公共港湾施設の雨水排水等 

限定的 - <然> 各種排水による周辺海域の水質低下 

海難事故による油流出***  限定的 

- 重大 

- <然/社> 油流出事後による水・低質の汚染 

* 重大: 環境負荷が重大で回復が困難で、負荷低減には多大な努力が伴う、中程度: 回復が困難または

回復可能な環境負荷はあるが、その負荷低減は一般的な対策で対応が期待できる、限定的: 影響は限定

的で、その負荷の低減措置が不要もしくは 低限の処置により対応が期待できる。 

** <然>生態系を含む自然環境への影響, <社> 社会環境への影響, <然/社> 自然・社会環境共に影響 

***影響の程度は、海難事故の種類、油流出時の応急措置の対応能力（政府・民間）により大きく左右

される。 

沿岸の浅海域の消失は、同地域の海域生態系への影響や沿岸での漁業を基盤とする世帯に対

する影響は無視できない物であるが、国家レベルでの国際港湾及び北部開発計画の 重要拠

点として大幅な開発を行う地区として指定されているため、自然・社会環境への影響を中程

度という評価とした。べ国の開発計画によると、Thai Binh 河口（南西端）から Cat Hai 島（北

東端）の 40 キロ圏を近代的開発重点地域として指定する一方、Cat Ba 島を自然保護区と指定

している。 

本項では、他の環境負荷に比べ多大な影響を与える浚渫手法、及び土捨て場の違いによる環
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境影響の違いに焦点を当てて記述を行った。表 21.2 は、土捨て場に対応した浚渫手法と土砂

投棄方法の概要である。 

表 21.2 海岸投棄・沖合投棄に対応した浚渫及び土砂投棄方法 

 沖合投棄 海岸投棄 
浚渫方法と浚渫量* - <主> カッターサクション浚渫 （CSD） オーバーフロー有りまたは無し

- <副> トレーラーサクションホッパー浚渫 （TSHD） グラブ浚渫 （GD）

- 浚渫量 37,979,707 m3. 
投棄方法とその量* - <CSD/GD> 各浚渫船で浚渫後、浚

渫土砂はホッパー・バージで沖合

に運ばれ SS 対策を施した沖捨て

指定領域で投棄される。 
- <TSHD> TSHD で浚渫後、浚渫土砂

は TSHD で沖合に運ばれ SS 対策

を施した沖捨て指定領域で投棄さ

れる。 
- 予想される浚渫土砂の投棄量 

37,979,707 m3。 

- <CSD/TSHD/GD> 各浚渫土砂で浚

渫後、ホッパー・バージ又は TSHD
により浚渫土砂は海岸投棄場に隣

接する仮捨て場に投棄される。 
- 仮捨て場に投棄された土砂は、CSD
により再度浚渫され、パイプライ

ンにより海岸に指定された投棄場

へ圧送される。 
- 海岸に指定された投棄場からの余

水は SS対策後周辺海域へ放出され

る。 
- 予想される浚渫土砂の投棄量 

37,979,707  m3。 

*詳細は 15 章を参照の事 

浚渫土砂の投棄場所による環境負荷の比較を表 21.3 にまとめた。 
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表
 2

1.
3 

浚
渫

土
砂

の
投

棄
場

所
に

よ
る

環
境

負
荷

の
比

較
 

 
C

at
 H

ai
 島

南
岸

 （
海
岸
投
棄

）
 

沖
合

投
棄

 

1.
 
許
認

可
等

 
（

1）
 E

IA
改

訂
・

承
認

 
E

IA
の
改
訂
・
承
認
が
必
要
（

低
で
も
承
認
に
は

6
ヶ
月
必

要
）

 

E
IA

の
改

訂
・
承

認
が

必
要
（

低
で

も
承

認
に

は
6
ヶ
月

必

要
）

 

 
（

2）
 運

輸
省

 &
 ハ

イ
フ

ォ
ン

市
人
民

委
員

会
承

認

運
輸
省
（

M
O

T
 D

ec
is

io
n 

47
6 

Q
D

-B
G

T
V

T
, 2

01
1）

 &
 ハ

イ
フ
ォ
ン
市
人
民
委
員
会
の
正
式
な
承
認
済
み

  

運
輸

省
及
び

ハ
イ

フ
ォ

ン
市

人
民

委
員

会
の

正
式

な
承

認
が

必
要

（
E

IA
提

出
前

に
同
承

認
に

は
約

3-
6
ヶ
月

必
要

）
 

2.
 
自
然

環
境

 
（

1）
 水

質
へ
の

影
響

 
・
 S

S
拡
散
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
れ
ば
（

12
章
、

21
章
）
、

大
規
模
な
浚
渫
と
土
捨
て
場
の
排
水
口
か
ら
の
濁
水
に
よ

り
、
濁
り
の
拡
散
は
非
常
に
大
き
い
。

 

・
 浚

渫
と
土
捨
て
に
よ
る
複
合
の
濁
り
の
制
御
と
環
境
的
・

経
済
的
に
繊
細
な
カ
ッ
ト
バ
島
周
辺
へ
の
潜
在
的
な
影
響

に
多
大
な
る
注
意
が
必
要
で
あ
る
。

 

・
 S

S
拡

散
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
に

よ
れ

ば
（

12
章

、
21

章
）
、

沖
捨

て
地
点

を
中

心
に

東
西

方
向

に
大

き
く

拡
散

す
る

。
 

・
 沖

側
で

の
濁

り
拡

散
対

策
の

実
効

性
と

、
環

境
的

・
経

済

的
に

繊
細
な

カ
ッ

ト
バ

島
周

辺
へ

の
潜

在
的

な
影

響
に

多

大
な

る
注
意

が
必

要
で

あ
る

。
 

3.
 
生
物

環
境

 
（

1）
土

捨
場
の

生
態

系
価

値
 

・
 現

地
調
査
の
結
果
に
よ
れ
ば
、
沖
合
域
に
較
べ
沿
岸
域
の

方
が
、
生
物
多
様
性
や
個
体
数
が
高
く
、
ま
た
稚
魚
な
ど

の
成
育
場
が
存
在
す
る
こ
と
か
ら
、
生
態
系
と
し
て
の
価

値
が
高
い
と
考
え
ら
れ
る
。

 

・
 現

地
調

査
の

結
果

に
よ

れ
ば

、
沖

合
域

は
沿

岸
域

に
較

べ
、

生
物

多
様
性

や
個

体
数

が
少

な
か

っ
た

こ
と

か
ら

、
生

態

系
と

し
て
の

価
値

が
低

い
と

考
え

ら
れ

る
。

 

 
（

2）
重

要
な
生

物
生

息
場

へ
の

影
響
（

サ
ン

ゴ
、

マ

ン
グ

ロ
ー
ブ

、
海

草
藻

場
、

干
潟

な
ど
）

 

・
 S

S
拡
散
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
結
果
に
よ
れ
ば
、
沿
岸
域

で
の
土
砂
投
棄
は
、
標
準
的
な
対
策
を
実
施
し
た
場
合
で

も
、
重
要
な
生
物
生
息
場
に
甚
大
な
影
響
が
及
ぶ
可
能
性

が
あ
る
。

 

・
 効

果
的
な

SS
拡
散
対
策
を
実
施
す
る
と
伴
に
、
濁
り
に
脆

弱
な
エ
リ
ア
に
は
特
段
の
配
慮
が
必
要
で
あ
る
。

 

・
 S

S
拡

散
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

結
果

に
よ

れ
ば

、
沖

合
域

で
の

土
砂
投

棄
は

、
標

準
的

な
対

策
を

実
施

し
た

場
合

、

沿
岸

域
で
の

投
棄

に
較

べ
影

響
は

少
な

い
。

 

・
 い

ず
れ

に
し

ろ
、
効

果
的
な

SS
拡

散
対

策
を

実
施

す
る

と

伴
に

、
濁
り

に
脆

弱
な

エ
リ

ア
に

は
特

段
の

配
慮

が
必

要

で
あ

る
。

 

4.
 
社
会

環
境

 
（

1）
 漁

業
影
響

  

 
（

沿
岸
及

び
近

海
）

 

・
 沿

岸
域
は
沿
岸
漁
業
者
の
主
要
漁
業
域
で
あ
る
た
め
、
同

水
域
で
漁
を
す
る

C
at

 H
ai
島
及
び

C
at

 B
a
島
の
漁
業
者

に
は
重
大
な
影
響
を
与
え
る
可
能
性
が
あ
る
。

 

・
 生

計
回
復
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
被
影
響
者
と
協
議
の
上

策
定
さ
れ
、
了
承
を
得
た
上
で
建
設
工
事
実
施
前
に
は
実

施
さ
れ
る
事
が
求
め
ら
れ
る
。

 

 

・
 沖

合
投

棄
水

域
周

辺
は

、
漁

業
者

が
多

く
集

ま
る

主
要

漁

場
で

は
無
い

た
め

、
漁

業
者

へ
の

影
響

は
海

岸
投

棄
に

比

べ
小

さ
い
事

が
予

想
さ

れ
る

。
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C

at
 H

ai
 島

南
岸

 （
海
岸
投
棄

）
 

沖
合

投
棄

 

 
（

2）
 陸

上
の
養

殖
及

び
海

塩
生

産
業
影

響
 

・
 陸

上
の
養
殖
及
び
海
塩
生
産
業
は
、
沿
岸
か
ら
海
水
を
取

水
し
て
い
る
た
め
、
そ
れ
ら
事
業
者
へ
の
影
響
は
重
大
で

あ
る
事
が
予
想
さ
れ
る
。

 

・
 水

質
低
下
を
抑
制
す
る
対
策
を
講
じ
る
必
要
が
あ
る
。
生

計
回
復
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
被
影
響
者
と
協
議
の
上
策

定
さ
れ
、
了
承
を
得
た
上
で
建
設
工
事
実
施
前
に
は
実
施

さ
れ
る
事
が
求
め
ら
れ
る
。

 

・
 S

S
の

拡
散

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
と

、
そ

の
影

響
は

海
岸

投
棄
に

比
べ

少
な

い
影

響
が

予
想

さ
れ

る
。

し
か

し

な
が

ら
、
浚

渫
工

事
に

よ
る

沿
岸

域
の

水
質

体
は

は
避

け

ら
れ

な
い
た

め
、
対

象
事
業

者
へ

の
影

響
が

予
想

さ
れ

る
。 

・
 水

質
低

下
を

抑
制

す
る

対
策

を
講

じ
る

必
要

が
あ

る
。

生

計
回

復
支
援

プ
ロ

グ
ラ

ム
は

、
被

影
響

者
と

協
議

の
上

策

定
さ

れ
、
了

承
を

得
た

上
で

建
設

工
事

実
施

前
に

は
実

施

さ
れ

る
事
が

求
め

ら
れ

る
。

 

 
（

3）
 観

光
業
影

響
 

・
 S

S
の
拡
散
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
と
、

C
at

 B
a
島
の

ビ
ー
チ
リ
ゾ
ー
ト
に
重
要
な
影
響
を
与
え
る
可
能
性
が
あ

る
。
特
に
夏
期
の
リ
ゾ
ー
ト
シ
ー
ズ
ン
の

SS
対
策
が
求
め

ら
れ
る
。

  

・
 S

S
の

拡
散

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

る
と

、
そ

の
影

響
は

沿
岸

域
の
リ

ゾ
ー

ト
地

へ
影

響
を

与
え

る
可

能
性

は
少

な

い
。

但
し
、

そ
の

濁
り

が
時

と
し

て
目

視
で

き
る

レ
ベ

ル

に
な

る
可
能

性
が

あ
り

、
夏

期
の

リ
ゾ

ー
ト

シ
ー

ズ
ン

は

S
S
の

拡
散

に
注

意
を

払
う

必
要

が
あ

る
。

 

5.
 

環
境

影
響
評

価
概

要
 

・
 海

岸
投
棄
を
行
っ
た
場
合
、
高
濃
度
の

SS
に
よ
り
自
然
環

境
、
海
域
生
態
、
社
会
環
境
に
多
大
な
環
境
負
荷
を
与
え

る
可
能
性
が
あ
る
。

 

・
 環

境
影
響
の
観
点
か
ら
は
海
岸
投
棄
は
推
奨
で
き
な
い

が
、
土
砂
投
棄
場
が
海
岸
と
な
っ
た
場
合
は
、
効
果
的
な

S
S
低
減
対
策
が
必
須
で
あ
る
（
シ
ル
ト
カ
ー
テ
ン
、
排
水

の
管
理
、
生
計
回
復
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
実
施
）
。

 

・
 海

岸
投
棄
を
行
っ
た
場
合
、
周
辺
海
域
の

SS
レ
ベ
ル
を
ベ

国
の
環
境
基
準
を
み
た
す
レ
ベ
ル
に
抑
制
す
る
た
め
に
は

多
大
な
努
力
が
予
想
さ
れ
る
。
そ
れ
ら
環
境
対
策
費
用
は

高
額
で
、
技
術
的
に
も
困
難
が
予
想
さ
れ
る
。

 

・
 沖

合
投

棄
を

行
っ

た
場

合
、

自
然

環
境

、
海

域
生

態
、

社

会
環

境
へ
の

影
響

は
海

岸
投

棄
に

比
べ

低
く

、
環

境
の

観

点
か

ら
推
奨

さ
れ

る
。

 

・
 し

か
し

な
が

ら
、
そ

の
環
境

負
荷

は
無

視
で

き
な

い
た

め
、

効
果

的
な

SS
低

減
対

策
が

必
須

で
あ

る
（
シ
ル

ト
カ

ー
テ

ン
、

排
水
の

管
理

、
生

計
回

復
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
実

施
）

。
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SS 対策をしない場合の海岸投棄と沖合投棄の環境影響の比較を表 21.4 に示す。 

表 21.4 土捨て場の違いによる環境影響比較 

 環境負荷 海岸投棄 沖合投棄 

許認可 承認の必要

性 

- 運輸省承認済み（MOT Decision 476 

QD-BGTVT, 2011）  

- ハイフォン市人民委員会承認済み 

- 運輸省承認済必要  

- ハイフォン市人民委員会承認必要

（6 ヶ月程度必要） 

自然環境 水質への影

響（SS 等） 

- 沖合投棄に比べ、上層での SS 拡散

範囲はより大きい。 

- 沖合投棄に比べ、上層での SS 拡散

濃度は非常に大きい。 

- 海岸投棄では、非工事時に比べて

大 10 倍の濁り濃度が発生する可能

性がある。 

- 海岸投棄に比べ、上層での SS 拡散

範囲は小さい。 

- 上層での SS 拡散濃度は、陸捨てに

比べて非常に小さい。 

生物環境 生息場の消

失による影

響 

- 沖合に較べ、生物の多様性及び個体

数が高い。 

- 沿岸域は、恐らく様々な種の成育場

としての機能がある。 

- 沿岸域は、恐らく「ベ」国レッドブ

ックに記載されている2種の魚類の

生息場である。 

- 沿岸域に較べ、生物の多様性及び個

体数が低い。 

- 特段の生態系機能は確認されなか

った。 

- 絶滅危惧種は確認されなかった。 

 

 SS 拡散によ

る影響 

- SS の拡散により Cat Ba 島及び Long 

Chau 諸島のサンゴ礁に影響が及ぶ

可能性がある。 

- 予測された SS 拡散範囲が沖捨てに

較べ広範囲であることから、生物へ

の影響も大きいと考えられる。 

- Cat Ba島及びLong Chau諸島のサン

ゴ礁が SS の拡散による影響を受け

る可能性は低い。 

- 予測された SS 拡散範囲が沿岸での

投棄に較べ少範囲であることから、

生物への影響も少ないと考えられ

る。 

社会環境 漁場の消失

と SS 拡散に

よる周辺海

域での漁業

及び陸上で

の養殖・塩生

産業への影

響 

- 漁場の消失及び SS 拡散による被影

響世帯は、現在海水を利用した経済

活動を行う世帯全てで、 大 2,746

世帯、4,907 人である。 

- 濁りによる観光業への影響は、Do 

Son 地区では限定的である一方、Cat 

Ba では重大である可能性がある。

- 被影響者等への追加的な補償、生計

回復支援対策は、Dinh Vu-Cat Hai

経済開発計画（DCEZ）に対応した

支援事業である必要がある。 

- 漁場の消失及び SS 拡散による被影

響世帯は、主に沖合の漁業者で、少

なくとも 386 世帯、767 人である。

- 濁りによる観光業への影響は、殆ど

無いと予想される。 

- 被影響者等への追加的な補償、生計

回復支援対策は、Dinh Vu-Cat Hai

経済開発計画（DCEZ）に対応した

支援事業である必要がある。 

総合評価 SS 対策がない場合、海岸投棄、沖合投棄双方共に自然、海域生態系、社会環境に重大な影響を

与える事が予想される。しかしながら、環境の持続性、不必要な環境負荷の回避・削減といっ

た観点からは、沖合投棄が推奨される。海岸投棄を行った場合、高い SS を抑制するための環

境対策費用は高額で、技術的にも困難が予想される。 

従って、環境の観点からは沖合の投棄が推奨されるが、沖合投棄の場合でも SS の環境負荷を

低減するため、費用対効果の高い SS 対策を実施する必要がある。 

また、海岸投棄のみまたは海岸投棄と沖合投棄の複合案となった場合、非常に厳しい開港まで

のスケジュール、施工期間、ベ国の環境基準を満たすために必要な環境対策の費用対効果を慎

重に検討する事が求められる。 
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2211..22  主主要要環環境境影影響響評評価価及及びび推推奨奨さされれるる環環境境管管理理計計画画（（沖沖合合投投棄棄））  

21.1 項で比較検討を行った結果を下に、21.2 項ではプロジェクトの各フェーズ（準備、建設、

運営）の環境影響評価を行うとともに、推奨される緩和策、モニタリングプログラムを整理

した。前述の表 21.4 で推奨された環境評価と 15 章で検討された浚渫及び投棄方法の結果を

下に、本項では沖合投棄のみの評価及び推奨される環境管理計画の検討を行った。 

しかしながら、海岸投棄のみまたは海岸投棄と沖合投棄の複合案となった場合、 環境影響評

価は再検討する必要がある。また、環境影響の再評価に伴い、推奨される環境管理計画の再

検討が必要である。特に SS の環境負荷を許容レベル以下に留めるためには多大かつ慎重な対

策の検討は必須である。 

2211..22..11  自自然然環環境境  

建設中及び供用後の自然環境への主な影響は以下の通りであり、対策とともに表 21.5 に要約

した。 

表 21.5 自然環境に対する影響と対策 

建設中 供用後  
影響 対応策 影響 対応策 

大気 粉塵 散水 粉塵、排気ガス 散水、高効率燃焼

エンジンの使用 
騒音/振動 騒音/振動 住居からの距離確

保 
低周波騒音 影響監視 

水質 濁り（SS） 汚濁防止膜 
毎日監視 

ビルジ排水/バラ

スト水 
監視/バラスト水

管理 
底質 底質悪化 汚濁防止膜 船底塗料 監視 

浚渫、沖合投棄による影響域を把握するために、汚濁防止膜による対策も含めた濁り拡散の

検討を数値シミュレーションにより行った。潮流の入力条件は、概略設計調査において 2011

年 5 月から 6 月にかけて実施した現地調査結果を用いて更新した。 

以下に結果の概略を示す。 

- 浚渫におけるバージからのオーバーフローにより、濁りの範囲はより広く、濁りの

強度はより大きくなる。 

- 沖捨場所での汚濁防止膜の使用により、濁りの拡散範囲と強度は軽減する。 

- 従って、浚渫の際にはオーバーフローをせず、汚濁防止膜等の対策による投入が望

ましい。 

- 濁り拡散は完全に防ぐことができないため、他の濁り対策もあわせて必要である。 

濁り拡散は、汚濁防止膜だけでは完全に制御できないため、毎日の濁り監視を提案した。毎

日の濁り監視の結果により、翌日からの工事量やバージからのオーバーフローのありなしを

調整することとする。 

工事中及び供用後の大気、騒音/振動、一般環境に対する監視計画も合わせて提案した。 
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2211..22..22  生生態態環環境境  

工事期間中は、大量の SS が水中に拡散することから、浚渫及び土砂投棄作業中が も生物に

影響が及ぶと想定される。生物への影響を評価するため、「対策なし」と「対策あり」のケ

ースで SS 拡散シミュレーションを実施した。考慮した対策は「オーバーフローなし」と「沖

捨場での汚濁防止膜設置」である。評価結果の概要を表 21.6 に示す。 

表 21.6 生物への影響評価の結果概要 

 対策なし 対策あり 
サンゴへの影響 - Cat Ba 島の南～東にあるサンゴ礁

に影響が及ぶ可能性がある。 
- 影響は、Cat Ba 島の南のサンゴ礁

に限定される。 
サンゴ以外の生物への

影響 
- 固着性生物、稚魚などを中心に甚

大な影響が及ぶ可能性がある。

Lach Huyen エリアの成育場への影

響も懸念される。 

- 影響範囲は約半分に減少する。た

だし、Lach Huyen エリアの成育場

には、以前として影響が及ぶ可能

性がある。 

11))  推推奨奨さされれるる対対策策  

SS 拡散による生物への影響を 小限に抑えるために も効果的なのは、カッターサクシ

ョン船からのオーバーフローを禁止することである。土捨場に汚濁防止膜を設置するこ

とも効果的だが、オーバーフローの禁止に較べると効果の範囲は限定的である。また対

策の効果を確認するため、順応的なモニタリングを実施するべきであり、仮に悪影響が

確認された場合は対策を強化する必要がある。 

22))  推推奨奨さされれるるモモニニタタリリンンググ計計画画  

モニタリング計画は、以下の項目を含まれる事が望ましい。 

- 脆弱な生態系が存在する場所での水質モニタリング 

- サンゴの健全度モニタリング 

- 魚類・動物性マクロベントスのモニタリング 

2211..22..33  社社会会環環境境  

準備期間及び建設工事期間中の提案事業の被影響者への影響は甚大で、土地法の下で補償を

受けられる者に加え、現行法では救済が困難な被影響者の救済が求められる。ただし、本提

案事業の被影響者は全て、全島民の移転を伴う Dinh Vu-Cat Hai 経済開発計画（DCEZ）によ

り更に大きな影響を受ける事が想定されている。被影響地区の各コミューン人民委員会及び

Cat Hai ディストリクトの人民委員会との協議によると、本提案事業の被影響者に対する補償

対策は上位計画であるDCEZに対応したものであるある必要がある。DCEZの計画に沿うと、

提案事業の被影響者は全て移転し近代的な職業への転向が求められている。DCEZ の構想に

よると、DCEZ 運用は提案する港湾事業の運用時期に合わせ計画されている。住民移転計画

に加え近代化した職業への転向を支援する対策の策定・実施の責任機関である Cat Hai ディス

トリクト人民委員会は、全島を対象とする DCEZ に先駆けて本提案事業で実用的な職業転

向・プログラムを開発し成功事例を示す事で、DCEZ で提唱されている 地域の壮大な近代化
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事業の実現につなげる事が期待される。 

Cat Hai 島の住民とは対照的に、Cat Ba 島の Phu Long コミューンの被影響者は移転を要求さ

れる事は無いが、水質の低下によって養殖業や提案事業周辺での漁業に影響がある事が想定

され、その対応策が求められる。もし、同地域の被影響者が職業の転換を望む場合、Cat Hai

島の DCEZ 被影響者の職業転向・プログラムと同等の支援を行う事が推奨される。 

11))  推推奨奨さされれるる対対策策  

Cat Hai ディストリクト人民委員会は唯一、本提案事業及び更に多大な影響が予想される

DCEZ の被影響者に対する補償・生計回復制度の策定・実施機関であり、二つの事業の

補償・生計回復制度の策定に当たっては、補償制度を統一する事が推奨される。生計回

復制度の検討に当たっては、それら 2 つの事業で誘致が期待されるビジネス・投資家及

び被影響者の積極的な参画により、現実的で実質的な支援制度を策定する事が望まれる。

DCEZ で予想される雇用機会は現時点では明確ではないが、類似したべ国南部の臨海経

済開発地区や提案事業に隣接する南 Dinh Vu 工業団地（South Dinh Vu Industrial Zone）の

経験を下に想定が可能である。また、職業の転換を求められる被影響者の も深刻な懸

念材料は、改な職業訓練を受ける職業の雇用機会の保障である。 

近代的な産業構造の転換を目指す DCEZ の開発を円滑に進めるとともに、DCEZ 被影響

者の職業転換を推進させるために、1）Cat Hai ディストリクト人民委員会のみならず、2）

誘致が期待されるビジネス・投資家及び 3）将来的に労働力となり得る DCEZ 被影響者

が参画し、実践的な職業訓練及び補償制度を策定する事が推奨される。但し、DCEZ の

実雇用が生まれるまでには職業訓練後時間がかかる事が予想されるが、それまでの間職

業訓練を受けた被影響者が所得水準を持続的に維持する必要がある。そのため職業訓練

後に継続される生計回復プログラムの策定に当たっては、DCEZ での雇用が本格化する

までの限定期間、持続的な有給職業訓練や近隣地域での職の斡旋・職場訓練（OJT）が考

慮される事が望まれる。 

沖合漁業者のように転職が不要で職業訓練を必要としない被影響者に対する補償の評価

に当たっては、現在の活動・収入を慎重に評価し、建設工事・港湾運用時に所得水準を

確保する緩和措置が策定される必要がある。また、近代的な職業へ転向する事が困難で、

土地が収容されるまで伝統的な塩作りや養殖を続ける被影響者への支援の検討に当たっ

ては、それら被影響者、生計回復プログラムの専門家、Cat Hai ディストリクト人民委員

会の協議により支援策が策定される事が望まれる。 

22))  推推奨奨さされれるるモモニニタタリリンンググ計計画画  

Cat Hai ディストリクト人民委員会はべ国法律上は、土地収用・住民移転等の補償対策の

実施義務があるが、VINAMARINE は事業主体として、MPMU2 は建設事業の責任機関と

して、日本国の政府開発援助事業に求められる補償対策の徹底がなされているか管理・

監督の義務を負う（JBIC ガイドライン 2002 年）。モニタリングにより、何らかの問題

が明確になった場合は、VINAMARINE 及び MPMU2 は、ハイフォン市及び Cat Hai ディ
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ストリクト人民委員会と協議を行い、人民委員会が解決策を講ずる事を促す事が望まれ

る。 

2211..33  推推奨奨さされれるる環環境境管管理理計計画画概概要要  

21.3 項は、前項 21.2 で推奨された環境管理計画を要約し取りまとめた。推奨される環境管理

計画を実施する組織とその責任を明確化するため、推奨される環境管理計画の実施体制を併

せて示した。 

2211..33..11  環環境境管管理理計計画画のの実実施施体体制制  

EMP の実施体制は以下の資料を下に作成した。1）新たな環境の法律 （decree #29/2001/NDCP 

及び circular # 26/2011/TT-BTNMT）、2）提案事業の環境影響評価報告書（2008 年 10 月）、

3）補足レポート（2010 年 5 月、JICA 協力準備調査）。港湾の運用開始前後で環境管理計画

の組織体制は大きく異なるため、その組織体制・責任を表 21.7 にまとめ、その概要を以下に

図示した。 

表 21.7 推奨される環境管理計画実施体制 

コンポーネント 準備/建設工事期間 運用期間 
Lach Huyen Gate Way Port 監督: VINAMARINE 監督: The Lach Huyen Gateway 

Port Authority  
- コンポーネント A 環境管理実施組織: MPMU2 環境管理実施組織: The Lach 

Huyen Gateway Port Authority 
- コンポーネント B （民間） 環境管理実施組織: 合資会社

（VINALINE とその他民間事

業者） 

環境管理実施組織: 合資会社

（VINALINE とその他民間事

業者） 

- 第 3 者環境管理監査コンサルタント（ISSEC） 

- 環境管理実施コンサルタント （PMC） 

- 地域監査委員会 （CSB）  

- 運輸省 環境課 （DE/MOT） 

- ハイフォン市資源環境課 （DONRE） 
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図 21.1 環境管理計画実施体制（準備及び建設工事時） 

 

 

 

 

図 21.2 環境管理計画実施体制（運用時） 
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2211..33..22  推推奨奨さされれるる環環境境対対策策  

表 21.8 推奨される環境対策 

事業段階 カテゴリー 負荷要因 環境対策 実施機関 費用 （USD） 

土地収用 土地法に則り等価土

地交換・土地買上、

生計手段回復及び 

Dinh Vu-Cat Hai経済

開発計画（DCEZ）

で規定される生計手

段回復支援制度 

準備期間 社会環境 

沿岸域の水域収

容 （港湾施設・

土砂投棄） 

DCEZ で規定される

生計手段回復支援制

度 

Cat Hai District 

人民委員会  

Cat Hai District 人

民委員会によって

DCEZ 保障制度に

則る 

 

粉塵 散水等 工事業者 - 

騒音/振動 住居からの距離確保 工事業者 - 

濁り 汚濁防止膜 

オーバーフローの禁

止 

工事業者 

自然環境 

底質悪化 汚濁防止膜 工事業者 

36,000,000/3 年 

生物環境 浚渫や土捨て作

業時に発生する

SS によるサンゴ

やその他生物へ

の影響 

- オーバーフローの

禁止 

- 土捨場周辺に汚濁

防止膜を設置 

- 順応的モニタリン

グの実施 

工事業者 上記コスト参照 

建設工事期間 

社会環境 濁りによる塩生

産、養殖、漁業、

観光業への影響 

DCEZ で規定される

各種保障・生計手段

回復支援制度 

Cat Hai District 

人民委員会  

Cat Hai District 人

民委員会によって

DCEZ 保障制度に

則る 

粉塵、排気ガス 散水 

高燃焼効率エンジン

の使用 

港湾運営者 - 

騒音/振動 監視、住民へのヒア

リング 

港湾運営者 3,000/年 

排水 排水管理 港湾運営者 - 

バラスト水 沖合での交換 港湾運営者 - 

自然環境 

船底塗料、底質 環境監視 港湾運営者 37,500/年 

生物環境 生物環境への影

響 

自然環境に適用する

全ての対策 

港湾運営者 上記コスト参照 

運用時 

社会環境 油流出事故 - 港湾管理者の流出

事後対策能力強化 

- 油流出事故の対応

資材装備と事故対

応体制の整備 

Lach Huyen 

Gateway Port 

Authority（港湾

管理者） 

Lach Huyen 

Gateway Port 

Authority（港湾管

理者）によって規

定される 
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2211..33..33  推推奨奨さされれるるモモニニタタリリンンググ計計画画  

表 21.9 推奨されるモニタリング計画 

事業段階 カテゴリー 負荷要因 モニタリング方法 実施機関 費用（USD）

土地収用 2 回/年 
非自発的住民移転に

関わる生計回復プロ

グラム査定法  

準備期間 社会環境 

沿岸域の水域収容 
（港湾施設・土砂

投棄） 

2 回/年 
非自発的住民移転に

関わる生計回復プロ

グラム査定法 

Cat Hai District 
人民委員会 
（法的な責任

機関）と

MPMU2（建設

事業責任機関）

の協力による 

- Cat Hai 
District 人

民 委 員 会 
に則る 

- MPMU2 の

費 用 は 
50,000/year
程度 

大気 
騒音/振動 

1 回/月 工事業者 9,160/3 年 

濁り 毎日 工事業者 9,400/ 3 年 

自然環境 

一般環境 4 回/年 事業者 375,000/年 

浚渫や土捨て作業

時に発生する SS
によるサンゴやそ

の他生物への影響

[水質モニタリング] 
- 脆弱なエリア（3 地

点）での濁度/SS を毎

日観測する。 
[サンゴモニタリング]
- Cat Ba 島及び Long 

Chau Island のサンゴ

を月 1 回観測する。

事業者 130,000/3 年 生物環境 

工事による魚類・

動物性マクロベン

トスへの影響 

[魚類・動物性マクロ

ベントスのモニタリ

ング] 
- 底曳網調査 

事業者 自然環境調

査の費用に

含まれる 

建設工事期間 

社会環境 濁りによる塩生

産、養殖、漁業、

観光業への影響 

2 回/年 
非自発的住民移転に

関わる生計回復プロ

グラム査定法  

Cat Hai District 
人民委員会 
（法的な責任

機関）と

MPMU2（建設

事業責任機関）

の協力による 

- Cat Hai 
District 人

民 委 員 会 
に則る 

- MPMU2 の

費 用 は 
50,000/year
程度（準備

期間のフォ

ローアップ

モニタリン

グ含む） 

自然環境 

生物環境 

一般環境 2 回年 港湾運用機

関・事業者 
187,500/年 運用時 

社会環境 被影響者のフォロ

ーアップモニタリ

ング 

2 回/年 
非自発的住民移転に

関わる生計回復プロ

グラム査定法 

Cat Hai District 
人民委員会 
（法的な責任

機関）と Lach 
Huyen Gateway 
Port Authority
（港湾管理者）

の協力による  

- Cat Hai 
District 人

民 委 員 会 
に則る 

- Lach Huyen 
Gateway 
Port 
Authority の

費 用 は 
50,000/year
程度 
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第第2222章章  HHIIVV//AAIIDDSS 予予防防ププロロググララムム  

2222..11  ははじじめめにに  

ラックフェン国際港建設事業は、道路・橋梁部分と港湾部分で構成される建設事業であるが、

建設に関わる従業員と建設労働者、さらには建設地域の住民は、HIV 感染と AIDS に対する

脆弱性において潜在的な社会的リスクがあると懸念されている。 

2006 年に JICA は大規模インフラ整備事業に対する融資を行う際、HIV/AIDS 緩和策への取り

組みを他のドナーと共に取り組むことを表明している。この建設事業においても HIV/AIDS

の予防プログラムを策定することをベトナム政府と合意した（6 月 18 日、M/D）。 

本プログラム案は「インフラセクターでの HIV 予防プログラム導入に関するガイドライン」

で薦められている基本的な内容とこれまでベトナムで実施された類似案件を基に、ハイポン

市や、ハイアン市、カットハイ市の意見を取り入れて企画したものである。 

2222..11..11  HHIIVV のの現現状状とと取取りり組組みみ  

ベトナムの HIV 流行は 2000 年までに 64 州全域に広まったが、2000 年の 15-49 歳人口 10 万

に対して 67 をピークに 2007 年には 39 と減少傾向が続いている。しかし、その一方で HIV

とともに生きる人 （々PLHIV）は 2009 年の 243,000 人（0.41%）から 2012 年の終わりには 28,000

人に増えると推定されている（0.47%）。 

これに対しベトナム政府は、2004 年に｢2020 年までの HIV/AIDS 予防対策国家戦略｣を策定

し、2006 年には「ベトナム HIV/AIDS 予防対策法」（No. 64/2006/QH11）を公布した。この

法律と 2007 年に制定した「HIV/AIDS 予防対策法の実施詳細」（Decree No. 108/2007/ND-CP）

に関わる法令で、HIV 感染者の差別や非雇用、解雇を禁止し、HIV 感染者が治療を受ける権

利を保証することを定めた。また同時に、HIV 感染に関わる傷害減少への取り組み対象を特

定し、すべての医療機関は HIV 感染者を登録することを義務づけている。重点的な取り組み

対象には、薬物常用者、性産業従事者とそのクライアント、HIV 感染者、移動人口などが上

げられている。 

ベトナムの.HIV/AIDS 予防対策を実施する機関として、保健省エイズ対策事務局（VAAC）が

主体的な役割を果たしているが、運輸省も省内にエイズ予防対策委員会を設置し、2009 年に

運輸セクターで働く人々の HIV/AIDS 予防のための行動計画を策定した。行動計画のねらい

は、HIV 感染と AIDS に対する脆弱性を軽減することにある。 

2222..11..22  建建設設事事業業地地域域のの現現状状  

ハイフォン市は HIV 感染の高い州・市のひとつであり、保健省エイズ対策事務局のデータに

よると、成人人口（15-49 歳）の 0.4%が感染していると推定されている。都市部と農村部で

は違いがあり、それぞれ 1%、0.3%と推定されている。 

ハイフォン市保健局によると 1993 年に初めて HIV 感染が報告されてから、2011 年までに
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9,901 人が感染した。この 18 年間で 5,673 人が AIDS と診断され、そのうち 3,154 人が亡くな

った。現在、6,747 人が PLHIV として登録されているという。ハイフォン市の場合、注射器

による薬物使用者の HIV 感染率（Prevalence:ある時点での感染割合）は 64%で性産業従事者

の感染率は 9.5%と推定されている。なお、ハイフォン市は 15 の郡で構成されているが、建

設事業の対象地であるカットハイ郡は 15 郡の中で 3 番目に感染率が高く、ハイアン市は 8 番

目に高い。もっと高い地域はハイフォン市中心とハイアン郡の中間にあるンゴクエン郡であ

る。当地は娯楽産業が盛んな地域でもある。 

ハイフォン市は、HIV/AIDS 予防対策国家戦略に沿って、（1）教育・啓発と行動変容コミュ

ニケーション（BCC）、（2）注射器による薬物使用者など高いリスクを伴う行為グループの

危険な行為の減少、（3）PLHIV へのケアと支援、（4）HIV 流行の監視とモニタリング、（5）

HIV/AIDS 治療プログラム、（6）母子感染の管理と治療、（7）性感染症の管理と治療、（8）

安全な輸血体制、（9）人材育成と国際協力体制の強化、を行っている。 

道路・橋梁建設の起点となるハイアン郡の人口は 10,3000 人で、8 つのコミューンから構成さ

れる。ここ数年は毎年 3-4,000 人の人口増がある。 

ハイアン郡の PLHIV の数は 513 人で、すべての人々が抗レトロウイルス療法（ART）、また

は何らかの医療サービスを受けている。また保健センター下には、注射器による薬物使用者

（IUD）クライアントのためのメタドン（ヘロイン治療）治療センターが置かれ、92 人がサ

ービスを受けている。2011 年 10 月には 145 人に増えると想定されている。IUD クライアン

トのうち、41 人が PLHIV で、13 人が B 型肝炎、61 人が C 型肝炎に感染している。 

すべてのコミューンにはヘルスステーションという施設があり、4-6 人のスタッフが初期的な

治療と予防を包括的に行うプライマリーヘルスケアに従事している。スタッフは、治療や母

子保健などの通常サービスのほか、一般的な性病の治療や HIV 予防のための施設外活動をそ

の合間に実施している、という。 

港湾建設の中心となるカットハイ島は、カットバ島とともにカットハイ郡を構成する。カッ

トハイ郡の郡行政事務所と郡病院は、フェリーで 1 時間ほどのカットバ島にある。カットハ

イ郡の 5 コミューンの総人口は約 29,800 人で、そのうち 14,100 人がカットハイ島に住んでい

る。カットハイ保健センターのよると 69 人が PLHIV として登録されているという 

2222..22  計計画画課課題題とと実実施施戦戦略略  

(1) ベトナムでも大規模インフラ事業では建設労働者への HIV 感染リスクを減らすために、

これまでいくつもの HIV 予防プログラムが組み込まれてきた。ベトナム政府と開発パー

トナーはそれらの経験に基づいた教訓や良い実践例を取り入れ、ベトナムの政策と

HIV/AIDS プログラムの潮流も変化してきている。ハイフォン市では様々な団体が

HIV/AIDS で活動を行っているが、その時々でカバーする対象や地域がそれぞれ異なって

いる。計画に際して、本プログラムが、こういった政策環境の変化に応じつつ、かつ地

域レベルでの継続的な調整ができる体制をどう構築するかが課題となっている。 

そこで、本プログラムでは、四半期ごとに開催される HIV と社会的な犯罪防止運営委員
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会にサービス提供団体代表を参加させるほか、ハイアン郡とカットハイ郡におかれてい

る同様の会議にもサービス提供団体のメンバーを参加させる。また、本プログラムの開

始時、1 年後、中間評価時、2 年後、終了時評価時に、HIV と社会的な犯罪防止運営委員

会のメンバーを議長として、PMU2 や MPMU2、建設会社、郡代表などを招いてプログラ

ム管理調整委員会を開催し、プログラムを 適なものとする。 

本プログラムは、道路と港湾建設の関係者と経営者のみならず、建設に伴う運送業や周

辺の娯楽業を営む経営者、船員や漁民を含む地域の団体代表に HIV/AIDS に対する教育

啓発を行う計画である。しかし、こういった経営者へのアドボカシーとマスメディアを

含む IEC 活動が、差別や偏見を助長した側面もあると指摘されている。本プログラムで

は、道路と港湾建設に関わる経営者や責任者に HIV/AIDS の予防に対する啓発だけでな

く、HIV/AIDS と共に生きる職場づくりを経営者や人事責任者、現場の保健と安全担当に

求めていく。建設会社と関連企業が予防プログラムに参加し、人権や差別をしない、さ

らには雇用者と従業員による職場でのエイズ取り組み宣言を目指した Workplace policy

をプログラムの中に取り入れる。サービス提供団体は、HIV に関する自発的な職場宣言

や職場環境の整備を支援する。また、ハイアン郡とカットハイ郡と協力して、ホテルや

娯楽産業、運送会社などの経営者にも同様のワークショップを行う。 

(2) 大規模インフラ事業の建設請負業者に対する HIV 条項の適用は、従業員の知識獲得に一

定の役割を果たしている。しかし、建設請負業者が義務に基づいて行う IEC は受け身的

で、ニーズが異なる個々への浸透はそれ以上困難である。 

そこで本プログラムでは HIV/AIDS の啓発の取り組みを、組織と個人の両方に対して行

う。元請けコンサルタントと契約する建設請負業者は、ベトナムの法律にもとづいて健

康と安全に関する条項の中に HIV 条項を組み入れているが、本プログラムでは、サービ

ス提供団体が持つ専門的な知識・技術を活用して個人の行動の変化を目指す。さらにサ

ービス提供団体は、地域と協力して、地域の保健施設による活動が届きにくい間接的な

関連企業や周辺住民に対する BCC 活動を行う。 

(3) 建設労働者はある程度の HIV/AIDS に関する知識を持っているが、STI に関する正確な知

識や自分が HIV を持っているかどうか（血清検査のよる診断）知っている人は少ないと

される。もし、こういった STI の診断や治療サービスが、建設請負業者によって提供さ

れる安全と健康サービスに含まれるとしても、従業員は、偏見や差別を助長する社会悪

が客観的に証明されたと認識し、建設請負業者が提供する STI/HIV テストを受けたがら

ないだろう。自主的カウンセリング及び検査サービスが建設現場で提供されたとしても

従業員は雇用主に HIV 陽性が報告され、解雇されることを恐れ利用しない。従業員がプ

ログラムに参加しやすいようサービス提供者の役割と建設請負業者の役割をどう整理す

るかが課題になっている。 

つまり、従業員や労働者が差別や偏見、不利益を被ることなく、彼らが自発的に検査や

STI/STD を含めた医療サービスを受ける環境づくりと自治体が提供する VCT や ART に

どう利用してもらうかが重要な課題である。 
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そこで、本プログラムのサービス提供団体は、建設事業内のクリニック（設置された場

合）、ハイフォン市、ハイアン郡とカットハイ郡と協力して、被雇用者の自発的な STI/HIV

検査、STD/AIDS 治療に対するアクセスを仲介し、促進するメカニズムを構築する。こ

のための予算をプログラム費用としてサービス提供団体が管理する。 

(4) 本プログラムの対象地域であるハイフォン市ではすでにいくつかの国際機関や国際

NGO が実施しているプログラムもあり、本プログラム実施中でも継続的な調整が必要で

ある。さらに、建設プロジェクトの実施中に行われる開発地域への民間投資、建設後の

HIV/AIDS 緩和策は予想しがたい部分が多い。そのために、プログラムの中に、どう修正

可能な調整機構-モニタリングと評価を入れ込むかが課題になっている。 

(5) そこで、本プログラムでは建設事業の開始時に、重点を置くべきグループを把握するた

めに、関係者や協力機関などの分析と現状分析、行動調査を含むベースライン調査を行

う。また、本プログラムの実施中においても柔軟に対応できるよう、中間評価によって

中間時点で改訂をおこなう。さらに終了時にエンドライン調査を行い、本プログラム実

施で得た教訓とラックフェン港建設後の HIV/AIDS プログラムに関する提言を行う。 

2222..33  ププロロググララムムのの業業務務範範囲囲  

2222..33..11  ププロロググララムムタタイイトトルル  

ラックフェン港湾建設プロジェクト HIV/AIDS 予防プログラム 

2222..33..22  ププロロググララムムのの目目的的  

本プログラムの目的は、ラックフェン港湾建設プロジェクトに付随する潜在的な負の影響を

減少させるために、建設に関わる現場と周辺地域の HIV 感染と AIDS に対する脆弱性を緩和

することである。 

2222..33..33  ププロロググララムム期期間間  

本プログラムは建設事業に合わせて 42 ヶ月（３年半）を見込んでいる。 

2222..33..44  ププロロググララムムのの監監督督とと管管理理、、実実施施体体制制  

本プログラムの実施管理は PMU2 と MPMU2 が建設事業の一部として管理されるべきもので

ある。しかし、その技術分野の特殊性から、モニタリング管理のための専門家（コンサルタ

ント）をそれぞれが雇用し、本プログラムの品質管理を行う。当コンサルタントは、建設請

負業者との契約にある HIV 条項の準備と実施プログラムの藻にタイリング評価を通じて、プ

ログラムの品質管理を行う。また、プライムコントラクターとビス提供団体の契約に基づい

て、サービス提供団体が本プログラムを現場で実施する）。本プログラムの運営に際しては、

実施に関与する関係者が参加するプログラム管理調整委員会を設置し、プログラム管理と関

係者間の調整を行うことを求めている。 

建設事業は、管理上、道路・橋梁部門と港湾部門に分かれる。本プログラムもそれに従って、

2 つの部門に分割して実施することとする。道路と橋梁部門のプログラムはその建設事業に
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関わるすべての従業員と建設労働者、ハイアン郡の建設資材を運搬する陸運と海運企業のス

タッフ、周辺住民を原則としてカバーする。 

港湾部門のプログラムは、その建設事業に関わるすべての従業員と建設労働者、カットハイ

郡の建設資材を運搬する陸運と海運企業のスタッフ、周辺住民を原則としてカバーする。 

2222..33..55  ププロロググララムムのの参参加加者者  

建設事業に従事する従業員・建設労働者の数とカテゴリーは、建設事業の進捗状況によって

変化する。本プログラムは、建設事業に従事する従業員と建設労働者は、道路・橋梁でピー

ク時に 1500 人程度、また港湾で 600 人程度と見積もっている。本プログラムは、建設現場の

従業員と建設労働者のほか、建設に関連する運送業、周辺地域の娯楽産業と旅行業、若者グ

ループ、船員、漁民などがプログラムに参加する。また、薬局やヘルスステーション、県病

院、建設現場に設置されたクリニックのスタッフなどもプログラムが実施する研修などに参

加することを想定している。 

2222..44  期期待待さされれるる成成果果とと活活動動  

2222..44..11  実実施施メメカカニニズズムムのの構構築築  

期待される達成目標は、主な建設業者代表、ハイフォン市保健局、ハイフォン市 HIV/AIDS

センター、ハイアン郡保健センター、カットハイ郡保健センター、サービス提供団体、建設

プロジェクト管理ユニット間を結ぶ適切な実施体制を築いて、運営管理と調整体制を機能さ

せること。そのために次の活動を実施する。 

(1) 本プログラムの鍵となる関係者間をつなぐ運営管理メカニズムを構築するために、それ

ぞれ MPMU2 と MPU2 の中に、タスクチームのような管理体制をつくる。 

(2) 本プログラム案と活動計画案を見直し、サービス団体が実施する本プログラム実施のた

めの業務指示書と建設請負業者に求める HIV 条項を用意する。 

(3) ハイフォン市 HIV と社会的な犯罪運営委員会のメンバーを代表とする管理調整委員会を

毎年開催し、年次計画や中間評価、終了時評価について話し合い、承認を得る。 

2222..44..22  アアドドボボカカシシーーとと能能力力形形成成  

期待される達成目標は、建設業者と鍵となる娯楽産業、運送業者、地域コミュニティをパー

トナーとして、HIV や薬物常用、偏見をなくすことを呼びかけ、HIV への教育啓発と職場改

善を目指す「HIV に取り組む職場」が増えること。そのために次の活動を実施する。 

(1) 建設事業にかかわる企業や娯楽産業、地域社会のグループを対象に、HIV の教育啓発、

偏見へ排除、プライバシーの保護などについて継続的なワークショップを計画し開催す

る 

(2) 「HIV に取り組む職場」に関心ある建設業者や関連企業の責任者に対して、導入のため

の研修を企画し、実施する 
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(3) 「HIV に取り組む職場」導入を自主的にめざす企業やコミュニティの責任者を現場で支

援する 

(4) ワークショップや研修出席者を訪問し、必要に応じて支援する 

2222..44..33  情情報報・・教教育育・・ココミミュュニニケケーーシショョンン（（IIEECC））とと行行動動変変容容ココミミュュニニケケーーシショョンン（（BBCCCC））  

期待される達成目標は、IEC と BCC を通じて、建設事業に従事する従業員や建設労働者、周

辺住民の理解とよりよい行動変容が増加すること。そのために次の活動を実施する。 

< IEC とコンドーム配布パート> 

(1) IEC とピア教育プログラム実施のために、建設事業の従業員と建設労働者の構成に関す

る情報を定期的に収集する 

(2) 地域にある材料で、それぞれの対象グループに効果的で受け入れられやすい IEC 方法を

選定する  

(3) HIV/AIDS と性感染に関する情報をすべての従業員と建設労働者（建設現場に関わるすべ

ての下請けを含む建設会社の従業員と建設作業員、トラック運転手、船員、海運業など）

に提供する 

(4) 初の１年は無料でコンドームを提供し、その後は安価で入手可能な手段を検討する 

(5) 本プログラムで適用した手法をもとに地域の保健施設と協力しながら、地域への啓発活

動を補助的に支援する 

<ピア教育パート> 

(6) 地域や建設現場内でのコンドームの入手方法、医療サービス、自発的な相談及び検査

（VCT）と連携するピア教育プログラムのカリキュラムと材料を準備する 

(7) 対象とする建設現場に関わるすべての建設会社の従業員と建設作業員、トラック運転手、

船員、海運業、地域団体などからピア教育者（地域ではピアコミュニケーターとう呼び

名使っている）を選定する 

(8) ピア教育者が 15 人あたり１人配置されるよう研修を計画、継続的に実施する。 

(9) ピア教育者をモニターし、その活動を支援する 

2222..44..44  保保健健医医療療ササーービビススへへののアアククセセスス  

期待される達成目標は、信頼とプライバシー保護のもと、すべての従業員と建設労働者が、

外部施設も含め、HIV と性感染の治療、自主的な相談及び検査、その他の保健サービスを利

用できるようにすること。そのために次の活動を行う。 

(1) HIV と性感染の予防と治療を求める従業員と建設労働者に対して現場敷地内または外部

の保健施設でサービスが受けられるよう計画し、そのための指針や材料を準備する 
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(2) 外部の医療施設を利用したい従業員や建設労働者に対して、人権やプライバシーを守る

ためのメカニズムを構築し（例えば、個人の秘密を守る紹介サービスや自分でアクセス

できる自己紹介システムなど）、彼らを支援する 

(3) 建設敷地内のクリニックと地域の保健施設スタッフに対して、効率的・効果的で利用者

に親しまれやすい性感染と性病、自主的なカウンセリング及ぶテストに関する研修計画

を策定し、研修を行う 

(4) HIV/AIDS に関連した保健サービスの提供に関するモニターと評価を行う。 

2222..44..55  モモニニタタリリンンググとと評評価価  

期待される達成目標は、組み込まれたモニタリングと評価によってプログラムの実績に対す

る信頼性を確保すること。そのための活動は次の通り。 

(1) 建設事業が始まる時に、ベースライン調査や状況分析で得られた結果を基に、プログラ

ム案の見直しと指標の設定を行う 

(2) プログラム実施のための調整とモニタリング評価プロセスを設定し、プログラム管理調

整委員会で承認を得る。 

(3) サービス提供団体からの報告書様式やモニタリングのための書式を含めたモニタリング

評価の計画を準備する 

(4) 保健省の質問票などをもとに、行動調査を含めたベースライン調査と終了時調査をデザ

インする 

(5) モニタリング評価計画に基づいて、モニタリングと評価を行う。 

2222..55  デデザザイインン修修正正とと実実施施にに関関すするる留留意意事事項項  

本プログラムのデザインと実施に関する留意事項は次の通り。 

(1) プログラム管理調整委員会は建設事業が始まると同時にプログラム案の見直しと指標の

設定を行う。 

(2) 本プログラムに関する道路・橋梁部門と港湾部門の調整、自治体機関、地域保健施設と

の協力が成功の鍵となる。 

(3) 恐怖や偏見、差別の解消のために参加者と PLHIV のコミュニケーションを伴う PLHIV

の関与を 大限にすすめるべきである。 

(4) これまで類似した IEC や BCC の材料が類似 HIV/AIDS プログラムで多く開発され、活用

されている。新しくこれらを開発することが課題ではなく、特定の利用者の特定のニー

ズに合っているかが課題である。 

(5) ピア教育による BCC は、会社の組織構造や社会システムの沿ったものにすべきである。 
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(6) プログラム実施期間中はジェンダーの視点から状況を把握し、必要に応じてジェンダー

への配慮を取り込んだ適正化を図る。 

2222..66  費費用用  

本プログラムの費用は、$866,000 と見積もる。道路・橋梁部門のプログラム費用は、$464,500

で、港湾部門のプログラム費用は、$402,400 である。なお、これらの費用には、モニタリン

グ評価などの品質管理を行うコンサルタント雇用の費用も含んでいる。ただし、一般的な健

康と安全にかかる費用は含まれていない。 
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第第2233章章  詳詳細細設設計計事事業業費費算算出出  

2233..11  前前提提条条件件  

本事業費算出において、大半を占めるベトナム国調達区分に関してはベトナム国積算基準に

よる。日本調達区分に関しては、日本国の主要な積算基準によることとする。 

2233..11..11  ベベトトナナムム基基準準  

ベトナム国の国家事業に関する積算に関しては、多岐にわたる Decrees/ Circulars が存在する。

本事業費積算に関し、現時点で網羅すべきすべての法令等に準拠する。 

2233..11..22  日日本本調調達達区区分分にに適適用用すするる日日本本積積算算基基準準  

本事業は、本邦技術活用条件 （STEP） ローン適用案件であるため、全事業費の 30%を日本

調達としなければならない。本日本調達区分に関する積算には、日本国の主要な積算基準を

用いる。 

11))  ベベトトナナムム国国とと日日本本国国のの積積算算方方法法のの違違いい  

本詳細設計（DD）調査を通して、ベトナム国と日本国の積算方法の違いについて比較し

たところ、 そのプロセスにおいて、日本積算のほうがより詳細な現場条件を求め、異な

る条件毎に違う単価を算出することになることが明らかとなった。主要工種と想定され

る浚渫等において、極力同一条件にて試験的にベトナム積算と日本積算を実施し、その

結果を比較、カウンターパートである MPMUII と供にそれぞれの結果を考察し、お互い

の違いについて理解する努力を行った。 

2233..11..33  積積算算条条件件  

11))  積積算算条条件件のの設設定定  

積算条件の設定に関し、ベトナム国積算基準に関してはベトナム国カウンターパート、

日本国積算基準に関しては JICA と確認して行った。 

22))  パパッッケケーージジ分分けけ  

DD 調査を通して、本事業は次のパッケージ分けを行う旨、確認した。 

(1) パッケージ 6: 埋立、地盤改良、護岸及び公共関連工事 

(2) パッケージ 8: 航路浚渫及び処分工―A 工区 

(3) パッケージ 9: 航路浚渫及び処分工―B 工区 

(4) パッケージ 10: 防砂堤と防波堤工事 

次に各パッケージ内容の概略を示す。 
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2233..11..44  パパッッケケーージジ 66::  タターーミミナナルル建建設設  

本パッケージの大半はベトナム国調達区分となる一方、3 つの日本調達区分を含む。その第

一は鋼管矢板等鋼材の調達、第二は係船柱、防舷材等バース付帯設備の調達、第三は急速セ

メント系地盤改良工法の適応（除くセメント材料調達、ローカル労務）である。SAPROF 時

点では、護岸 B はターミナル建設パッケージに含まれていたが、ベトナム国カウンターパー

トの提案により他パッケージとのコスト面のバランスを重視し、防砂堤のパッケージに含め

ることとした。地盤改良は、全体事業工程におけるクリティカル・パス上に存在するため、

も重要な工種と言える。本事業では、主に PVD 工法を採用し、バース背後の急速施工が不

可欠な部分に関してのみ、CDM 工法を採用した。 

2233..11..55      パパッッケケーージジ  88  ,,  99::  航航路路浚浚渫渫及及びび土土捨捨てて  

航路浚渫及び土捨ては、本事業全体における主要工種である。航路は全長 17.4km、幅員は全

体にわたり 160m で、バース全面にターニング・ベースンを計画する。パッケージ 8 と 9 の

総浚渫量は 37,979,707m3（パッケージ 8：16,693,927m3、パッケージ 9：21,285,780m3）をわず

か 36 ヶ月で完成させる急速施工である。この急速施工を可能とするため、日浚渫量の大きい

大型浚渫船団の調達を日本より行うこととする。これらの調達はベトナム国では不可能であ

ること、STEP 率の確保と 2 つの重要な要素より成り立っている。大型・高効率である日本調

達機材は事業費を高める結果をもたらすが、その程度を極力抑えるべく、関連作業船（土運

船、引船、揚錨船等）はベトナム調達として複合代価を作成し、また、一般労務費用もその

大半（概ね 70%）をベトナム船員による積算とした。当然のこととして燃料費はベトナム単

価を使用した。 本浚渫に係る土捨ては、全量沖捨てとして積算を実施した。沖捨て場所は、

現場より 16km 沖合いで、基本的には土運船による運搬・底開土捨てとして積算を実施した

が、一部区間はトレーラーサクション船による計画がなされているので、その部分に関して

は、自航・底開土捨てとして積算を行った。航路浚渫に際し、既存の航路の拡幅もしくは、

仮設迂回航路の確保のいずれかを採用するかについて、ベトナム側と度重なる協議を行った

結果、ベトナム側の強い主張に従い、前者の既存航路拡幅工法に決定した。このため、浚渫

作業と第三者船舶の航行が同時に近接して行わなければならず、特に第三者船舶の航行安全

確保を第一優先と考えれば、作業船の浚渫効率を大幅に落とさなければならず、その結果、

浚渫単価は高めに設定せざるを得ない状況となった。航行安全については、基本的にベトナ

ム側の責任下であるが、工事に必要不可欠な施設の準備費用（作業ブイ、安全監視船等）は、

本積算で考慮した。 

2233..11..66  パパッッケケーージジ 1100::  防防砂砂堤堤及及びび防防波波堤堤  

本パッケージは、防砂堤及び外側護岸 B の建設で構成され、ほとんどがベトナム貨積算であ

るあるが、航路標識灯の供給のみ日本調達となる。そのため、適応する積算基準はベトナム

国のものとする。防砂堤の延長は 7.88km で、堤体は基礎捨石構造の上にセルラー式上部工で

構成される。セルラーコンクリートブロックは、仮設ヤードにて製造され、海上輸送にて運

搬、据付を行うこととする。据付後、セルラー内部に捨石を投入し、コンクリート蓋を被せ

構造体が完成する。堤体被服にはコンクリート被服及び被服石で防護するが、いずれも海上
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輸送にて材料を運搬、据付を行うこととする。 

外側護岸 B は、ターミナル南端から 2.48km の延長を持ち、その構造はコンサバティブな混成

堤である。SAPROF 時にはターミナル・パッケージに含まれていたが、ベトナム側の要請に

より他パッケージとのコスト・バランスを重視した結果、本パッケージに含めることとした。 

2233..22  事事業業費費合合計計  

表 23.2 に示す通り本事業の建設費（予備費及びその他の事業経費含まず）は次の通りである。 

VND 7,730,203,071,345 （ベトナム内貨分） 

JPY 25,968,548,046 （外貨分） 

総事業費（建設費、予備費、コンサル調達費、土地収用、管理費、税金等を含む）は、 

VND 18,654,951,471,477 （= JPY 98,498,143,769） 

である。 

2233..33  日日本本調調達達区区分分のの合合計計及及びび SSAAPPRROOFF 時時積積算算ととのの比比較較  

工事費（予備費を含む）とその日本調達区分の割合を次表に示す。 

表 23.1 全体事業費及び日本調達区分 

VND1=JPY 0.00528

Item VND Portion JPY Portion Total in JPY Contents of JP Portion

2,893,537,018,273 4,556,339,303 19,834,214,760  -Steel pipe pile and tie-rod
77.03% 22.97% 100%   and related structural steels 

2,308,289,287,520 10,076,461,906 22,264,229,344  - Cost for procurement huge dredgers except 
54.74% 45.26% 100% fuel, satellite ships and common labor

2,441,895,123,122 14,802,130,979 27,695,337,229  - Cost for procurement huge dredgers except 
46.55% 53.45% 100% fuel, satellite ships and common labor

4,750,184,410,642 24,878,592,885 49,959,566,573
50.20% 49.80% 100%

2,809,322,237,272 48,886,200 14,882,107,613  - Light beacon
99.67% 0.33% 100%

10,453,043,666,187 29,483,818,388 84,675,888,945
65.18% 34.82% 100%

Note:
Above cost is comprised of (a) direct cost (b) indirect cost based on VN norm (c) Price escalation (foreign 3.1%, local 10.3%) and physical contingency 5%.

Package 10

Sub-total Package 8 + 9

TOTAL

Package No. 

Package 6

D
re

dg
in

g

Exchange rate: 1VND=0.00528

Package 8

Package 9 Channel Dredging

Terminal

Sand Dyke and Revetment B

Channel Dredging

 

出典: JICA 調査団 

以上より日本調達区分の割合は、 34.82%となる。 

本詳細設計積算の結果と SAPROF 時点での積算結果の比較を、次表に示す。 



ラックフェン国際港建設事業詳細設計調査（港湾及び道路／橋） 
- 終報告書 要約版（港湾） - 

 154

表 23.2 SAPROF 時と詳細設計完了時の全体事業費比較 

Exchange Rate (as of Mar 2010) 1 USD= JPY 89.60 Exchange Rate : 1 USD= JPY 89.60
1 VND= JPY 0.00528 1 VND= JPY 0.00528

A. SAPROF STUDY B. DETAILED DESIGN (AS NOVEMBER 2012) BALANCE (B - A)
Total Amount Total Amount

Unit Price Amount Unit Price Amount (in JPY) Unit Price Amount Unit Price Amount (in JPY) Unit Price Amount Unit Price Amount
I I Construction Cost

1 2,058,210,799,200 16,473,438,600 27,340,791,620 1 3,498,852,434,791 21,876,647,585 40,350,588,440 1,440,641,635,591 5,403,208,985 (VN 44 : JP 56)
a General Cost L.S. 1.0 0 0 0 1 General Cost 608,243,724,946 1,991,419,952 5,202,946,820 608,243,724,946 1,991,419,952

1.1 General Cost of Package 8 L.S. 1.0 302,543,055,759 525,885,344 2,123,312,678
1.2 General Cost of Package 9 L.S. 1.0 305,700,669,188 1,465,534,608 3,079,634,142
2 Provision Sum 0 225,040,000 225,040,000 0 225,040,000

1.1 Provision Sum of Package 8 L.S. 1.0 0 112,520,000 112,520,000
1.2 Provision Sum of Package 9 L.S. 1.0 0 112,520,000 112,520,000

b Channel Dredging m3 32,300,860.0 159,300 2,058,210,799,200 850 16,473,438,600 27,340,791,620 3 Channel Dredging and Disposal (Dumping at Offshore m3 37,977,503 2,890,608,709,845 19,660,187,632 34,922,601,620 832,397,910,645 3,186,749,032 (VN 43 : JP 57)
3.1 Channel Dredging of Package 8 m3 16,693,928 1,421,026,528,797 8,288,754,401 15,791,774,473

a From Km 26+930 To Km 34 (1st Period_East half) m3 7,303,678 74,078 541,041,619,254 510 3,724,644,009 6,581,343,759
b From Km 26+930 To Km 34 (2nd Period_West half) m3 9,390,250 93,713 879,984,909,543 486 4,564,110,392 9,210,430,714

3.2 Channel Dredging of Package 9 m3 21,283,575 1,469,582,181,047 11,371,433,232 19,130,827,147
a From Km 34 To Km 40 (1st Period_East half) m3 6,783,046 57,319 388,798,449,055 510 3,461,264,110 5,514,119,921
b From Km 34 To Km 40 (2nd Period_West half) m3 9,887,190 84,922 839,642,581,074 464 4,590,046,763 9,023,359,591
c From Km 40 To Km 44+300 (2nd Period_Whole Area m3 4,613,339 52,270 241,141,150,918 720 3,320,122,358 4,593,347,635

2 2,112,506,638,862 4,922,555,845 16,076,590,898 2 2,137,521,447,748 4,051,102,479 15,337,215,723 25,014,808,886 -871,453,366 JICA Portion

 2-1 a L.S. 1.0 0 0 0  2-1 a General Cost L.S. 1.0 66,932,252,156 275,254,914 628,657,205 66,932,252,156 275,254,914
b m2 28,000.0 0 0 0 0 0 b Temporary Yard m2 28,000.0 1,336,510 37,422,280,292 0 0 197,589,640 37,422,280,292 0

c Temporary Dike m 1,758.0 34,979,753 61,494,405,794 0 0 324,690,463 61,494,405,794 0
d Provision Sum L.S. 1.0 3,539,470,325 20,000,000 38,688,403 3,539,470,325 20,000,000

 2-2 79,073,459,100 2,350,001,970 2,767,509,834  2-2 Container Terminal 97,285,943,836 759,029,674 1,272,699,458 18,212,484,736 -1,590,972,296 JICA Portion
a L.S 1.0 N.A. 0 N.A. 0 0 a Berth Structure L.S 1.0 N.A. 0 N.A. 0 0 0 0 0 0 Private Portion
b m 750.0 103,054,818 77,291,113,500 3,027,009 2,270,256,750 2,678,353,829 b Retaining Wall Behind Container Berth m 722.0 109,196,391 78,839,794,507 855,285 617,515,751 1,033,789,866 6,141,573 1,548,681,007 -2,171,724 -1,652,740,999
c m 180.0 9,901,920 1,782,345,600 443,029 79,745,220 89,156,005 c Retaining Wall Behind Barge Berth m 180.5 102,194,733 18,446,149,329 784,011 141,513,923 238,909,592 92,292,813 16,663,803,729 340,982 61,768,703

 2-3 600,087,179,286 0 3,168,460,307  2-3 Reclamation 507,696,037,439 0 2,680,635,078 -92,391,141,847 0 JICA Portion
a m3 2,955,483.0 203,042 600,087,179,286 0 0 3,168,460,307 a Terminal Area m3 2,200,428.0 230,726 507,696,037,439 0 0 2,680,635,078 27,684 -92,391,141,847 0 0

 2-4 1,004,710,309,560 2,100,315,625 7,405,186,059  2-4 Soil Improvement 946,794,458,085 2,730,055,446 7,729,130,185 -57,915,851,475 629,739,821 JICA Portion
a m2 366,625.0 1,261,246 462,404,314,750 4,665 1,710,305,625 4,151,800,407
b m2 5,000.0 3,373,909 16,869,545,000 78,002 390,010,000 479,081,198
c m2 4,550.0 2,324,418 10,576,101,900 0 0 55,841,818 c Inner Revetment m2 26,919.6 3,575,101 96,240,151,271 0 0 508,147,999
d m2 13,104.0 2,094,872 27,451,202,688 0 0 144,942,350 d Outer Revetment A m2 28,625.3 4,146,578 118,697,195,801 0 0 626,721,194
e m2 52,459.0 5,019,258 263,305,255,422 0 0 1,390,251,749
f m2 192,900.0 1,161,762 224,103,889,800 0 0 1,183,268,538

 2-5 169,579,987,320 0 895,382,333  2-5 Port Protection Facilities 137,323,406,866 0 725,067,588 -32,256,580,454 0 JICA Portion
a m 750.0 40,162,324 30,121,743,000 0 0 159,042,803 a Inner Revetment m 709.0 33,949,067 24,069,888,718 0 0 127,089,012 -6,213,257 -6,051,854,282 0 0
b m 720.0 193,692,006 139,458,244,320 0 0 736,339,530 b Outer Revetment-A m 750.0 151,004,691 113,253,518,147 0 0 597,978,576 -42,687,315 -26,204,726,173 0 0

 2-6 62,027,985,000 0 327,507,761  2-6 Access Road behind Port 75,739,939,321 0 399,906,880 13,711,954,321 0 JICA Portion
a m 1,000.0 62,027,985 62,027,985,000 0 0 327,507,761 a Access Road behind Port m 1,000.0 75,739,939 75,739,939,321 0 0 399,906,880 13,711,954 13,711,954,321 0 0

 2-7 197,027,718,596 472,238,250 1,512,544,604  2-7 Public Related Facilities (CIQ) 203,293,253,634 266,762,445 1,340,150,824 6,265,535,038 -205,475,805 JICA Portion
a m3 344,131.0 203,042 69,873,046,502 0 0 368,929,686 a Reclamation m3 205,362.0 223,007 45,797,202,571 0 0 241,809,230 19,965 -24,075,843,931 0 0
b m3 103,897.0 223,127 23,182,225,919 0 0 122,402,153 b Dredging m3 160,698.5 222,726 35,791,771,546 0 0 188,980,554 -401 12,609,545,627 0 0
c m 375.0 237,948,361 89,230,635,375 1,259,302 472,238,250 943,376,005 c Service Boat Berth m 347.0 319,570,793 110,891,065,283 768,768 266,762,445 852,267,270 81,622,432 21,660,429,908 -490,534 -205,475,805
d m2 23,600.0 624,653 14,741,810,800 0 0 77,836,761 d Soil Improvement m2 23,600.0 0 0 0 0 0 -624,653 -14,741,810,800 0 0

e Revetment m 966.0 10,559,848 10,200,813,220 0 0 53,860,294 10,559,848 10,200,813,220 0 0
f Ship Hydrant L.S. 1.0 612,401,014 612,401,014 0 0 3,233,477 612,401,014 612,401,014 0 0

3 2,443,708,647,466 18,126,764 12,920,908,423 3 2,093,829,188,807 40,797,982 11,096,216,099 -349,879,458,659 22,671,218 JICA Portion
 3-1 a L.S. 1.0 0 0 0  3-1 a General Cost L.S. 1.0 94,059,328,150 0 496,633,253 94,059,328,150 0

b m2 32,000.0 4,356,402 139,404,864,000 0 0 736,057,682 b Temporary Yard m2 32,000.0 1,386,396 44,364,687,109 0 0 234,245,548 -95,040,176,891 0
c Provision Sum L.S. 1.0 0 10,000,000 10,000,000 0 10,000,000

 3-2 2,304,303,783,466 18,126,764 12,184,850,741  3-2 Sand Protection Dike and Outer Revetment -B 1,955,405,173,548 30,797,982 10,355,337,298 -348,898,609,918 12,671,218
a m 3,110.0 119,133,461 370,505,063,710 0 0 1,956,266,736 a Sand Protection Dike m 7,600.0 128,493,173 976,548,114,164 0 0 5,156,174,043
b m 3,290.0 307,135,810 1,010,476,814,900 0 0 5,335,317,583 b Outer Revetment -B m 2,480.0 394,562,190 978,514,231,990 0 0 5,166,555,145
c m 1,200.0 354,387,901 425,265,481,200 0 0 2,245,401,741 c Light Beacon nos 6.0 57,137,899 342,827,394 5,132,997 30,797,982 32,608,111
d m 2,510.0 198,346,558 497,849,860,580 0 0 2,628,647,264
e nos 4.0 51,640,769 206,563,076 4,531,691 18,126,764 19,217,417

6,614,426,085,528 21,414,121,209 56,338,290,941 Total of Construction Cost 7,730,203,071,345 25,968,548,046 66,784,020,262 1,115,776,985,817 4,554,426,837
II Price Escalation (Foreign 3.1%  Local 10.3%) 2,687,374,729,306 2,423,685,463 16,613,024,034 II Price Escalation (Foreign 3.1%  Local 10.3%) 2,336,330,441,274 2,216,842,940 14,552,667,670 -351,044,288,032 -206,842,523
III 465,090,040,742 1,191,890,334 3,647,565,749 III Physical Contingency (5% of Total of Construction Cost) 386,510,153,567 1,298,427,402 3,339,201,013 -78,579,887,174 106,537,069

32.68% 76,598,880,723      Percentage of Japan Portion 34.82% 84,675,888,945      
IV 58,071,069,646 645,546,327 952,161,575 IV Consulting Service 57,758,561,225 946,224,342 1,251,189,545 -312,508,421 300,678,015
V 7,481,807,000 0 39,503,941 V Land Acquisition Cost 40,377,634,000 0 213,193,908 32,895,827,000 0
VI 491,622,186,611 0 2,595,765,145 VI Administration Cost 527,558,993,071 0 2,785,511,483 35,936,806,459 0
VII 1,468,769,740,492 0 7,755,104,230 VII VAT 1,627,406,789,595 0 8,592,707,849 158,637,049,103 0
VIII 476,795,603,307 0 2,517,480,785 VIII Import Tax 8,194,418,560 0 43,266,530 -468,601,184,747 0
IX 0 467,740,070 467,740,070 IX Interest During Construction 0 671,691,202 671,691,202 0 203,951,132
X 0 313,826,010 313,826,010 X Commitment Charge 0 264,694,307 264,694,307 0 -49,131,703

Total Project Cost 12,269,631,262,632 26,456,809,413 91,240,462,479 Total Project Cost 12,714,340,062,638 31,366,428,239 98,498,143,769 444,708,800,006  4,909,618,826
 －① 　－② 　-③ 　-④

Total Amount in VND 17,280,390,621,089 18,654,951,471,477 1,374,560,850,388
Total Amount in JPY 91,240,462,479 98,498,143,769 7,257,681,290

Notes: 　－⑤ 　- ⑥
Above-mentioned Total as SAPROF results are slightly different from the ones shown in SAPROF report. The reasons are: Result :
1. In the SAPROF report, the items of New navigation channel buoy, Replacement of existing buoy, and Pilot assistance system were taken into consideration. However, these are confirmed as out of scope of JICA portion. Variation in VND Portion (Total Construction cost: DD Result/ SAPROF) 1.04
2. Round Difference in small digit numbers. Variation in JPY Portion (Total Construction cost: DD Result/ SAPROF) 1.19

Variation in Total (Total Construction cost: DD Result/ SAPROF) 1.08
Reference Total in JPY with Considering Present Exchange Rate (1VND= 0.0037JPY) 0.86

Soil Improvement

Total of Construction Cost

Physical Contingency (5%)

Public Related Facilities (CIQ)

Outer Revetment-B

Package 10: Sand Protection Dike and Outer 
Revetment -B

Package 3: Training Dyke and Outer Revetment -B

Consulting Service
Land Acquisition Cost

Commitment Charge
Interest During Construction

Light Beacon for Training Dyke

Import Tax
VAT
Administration Cost

Percentage of Japan Portion

Construction Cost

Cost of Setting Up Tents at Site
Temporary Yard

Dredging
Reclamation

Quay wall

Temporary Yard

Outer Revetment A

Unit

Training Dike-1

Package 2: Revetment, Breakwater, Service Road, 
Service Berth, Reclamation and Soil Improvement

Package 6: Land Reclamation, Soil Improvement, 
Revetment/Breakwater and Public Related Area 
Works

Earth Retaining Wall

No.

Terminal Area

Item

General Cost

Unit Quantity
Local Currency Portion (in VND)

Outer Revetment-A
Inner Revetment

Container Terminal

Package 1: Channel Dredging and Disposal

Barge Berth Area

Earth Retaining Wall for Barge Berth
Reclamation

No. Item
Foreign Currency Portion (in JPY) RemarksLocal Currency Portion (in VND)

Quantity
Foreign Currency Portion (in JPY) Local Currency Portion (in VND) Foreign Currency Portion (in JPY)

Package 8 &9: Channel Dredging and Disposal

Training Dyke and Outer Revetment -B

Training Dike-3

Terminal Area

Inner Revetment

Berth Structure

Training Dike-2

Access Road behind Port

a Terminal Area and  Access Road Areas m2 552,327.5

Outer Revetment B

1,325,042 731,857,111,013

Soil Improvement

Access Road

Access Road
Port Protection Facilities

4,943 2,730,055,446 6,594,260,992
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第第2244章章  財財務務分分析析  

2244..11  財財務務分分析析ににおおけけるる前前提提  

2244..11..11  ププロロジジェェククトトラライイフフ  

プロジェクトライフは 35 年とし、2011 年を基準年とする。プロジェクトライフにおけるタ

ーミナル運営期間中のインフレや賃金上昇は考慮しない。為替レートは、US$ 1.00 = JPY 89.60, 

VND 1.00 = 0.00528 を適用する。 

2244..11..22  キキャャッッシシュュフフロローー  

ベトナム政府は、初期投資として JICA ローンを活用しコンテナバース No. 1 及び No. 2 のイ

ンフラ建設を実施し、PMB が港湾管理者としてターミナルオペレーター（TOC）から JICA

ローン返済のためのコンセッションフィーを徴収する。 

TOC は、コンテナバース No. 1 及び No. 2 のヤード舗装、岸壁建設等を行い、荷役機械を調

達する。 

航路浚渫や防砂堤、公共施設に係る費用は、コンテナバース No. 1 及び No. 2 の利用者のみで

負担するものでなく、ラックフェンやハイフォン域内のターミナル利用者全てにより負担す

るものである。よって、これら費用と航路浚渫・防砂堤に関連するトン税・航行安全料など

の収入は、本財務分析の枠外とし財務計算に含めない。 

2244..11..33  資資金金調調達達条条件件  

11))  PPMMBB ととベベトトナナムム政政府府  

主な融資条件は以下の通り: 

- JICA STEP ローン 

金利 : 建設費用 0.2%、コンサルティング費用 0.01% 

返済期間 : 40 年（うち、10 年の猶予期間含む） 

- ベトナム政府一般会計 

割引率 : 13.00%（2011 年 4 月 29 日付 929/QD-NHNN） 

22))  TTOOCC  

SAPROF 調査時の借入と自己資金による資金調達条件は以下の通り: 

- JBIC 及び市中銀行 

返済期間 : 17 年（うち、5 年の猶予期間含む） 

金利 : 5.0% 

法人税 : 15.4%（運営期間 30 年の加重平均） 



ラックフェン国際港建設事業詳細設計調査（港湾及び道路／橋） 
- 終報告書 要約版（港湾） - 

 156

- TOC の自己資金 

株主資本コスト : 15.0% 

2244..11..44  加加重重平平均均資資本本ココスストト（（WWAACCCC））  

- PMB とベトナム政府 : 1.74% 

- TOC  : 7.47% 

2244..11..55  ココンンセセッッシショョンンフフィィーー及及びび土土地地使使用用料料  

- 固定費   : 670 万 US$/年 

- 変動費: 

1 年目から 5 年目は年間総売上の 5% 

6 年目以降は、年間総売上の 10% 

なお、SAPROF 調査の情報に基づき、TOC はハイフォン人民委員会へ 60 万 US$/年の土地使

用料を支払うことを想定している。 

2244..22  ププロロジジェェククトトのの評評価価  

上述の条件のもと、基本ケースにおいて FIRR を算出し、併せ主要因を変動させた場合（感度

分析）の財務的実行可能性を検証した。 

- ケース A: PMB/ベトナム政府、及び TOC の初期投資額が 10%増 

- ケース B: 取扱コンテナ数量が 10%減 

- ケース C: ケース A 及びケース B （ 悪シナリオ） 

表 24.1 PMB と TOC の FIRR 

 閾値 基本ケース ケース A ケース B ケース C 
FIRR: PMB 1.74% 3.63% 3.60% 3.39% 3.37% 
FIRR: TOC 7.47% 8.93% 8.67% 6.80% 6.53% 

出典: JICA 調査団 

PMB の FIRR 値は、基本ケース及び感度分析 3 ケースいずれも、閾値としての加重平均株主

資本コストを超えている。一方、TOC は、ケース B と C において、閾値以下となった。これ

らの結果は、初期投資費用の増大よりコンテナ取扱数量の減少の方が TOC の財務健全性に悪

影響を及ぼすことを意味する。よって、双方は、初期投資費用の増大に配慮することのみな

らず、荷主獲得にも注力すべきである。 
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第第2255章章  経経済済分分析析  

2255..11  経経済済分分析析ににおおけけるる手手法法とと仮仮定定  

経済分析の目的は、2020 年を目標年として北ベトナムにおける国際ゲートウエイ港としての

役割を担うことが期待されているラックフェン港建設事業に関する経済的な実現性を国家経

済の視点から検証することである。2010 年に「べトナム国ラックフェン港建設事業協力準備

調査」が実施され、経済分析も実施された。本調査では、協力準備調査で用いられた手法と

新の情報を用いて、経済分析を実施する。 

経済分析は「With」ケースと「Without」ケースの比較により成り立っている。この分析では

経済内部収益率（EIRR）が経済的な評価の指標として用いられる。ベトナムにおける社会的

割引率または資本機会費用として 12%が用いられ、この値が EIIRR の基準値及び所定の割引

率として用いられる。 

事業の費用と便益を算定するため、以下の必要条件を設定した。 

(1) 事業期間：2012 年（港湾の建設開始年）から 2047 年（港湾の運営開始 30 年後） 

(2) 為替レート：1US ドル= 89.60 円= 16,970 ベトナムドン（積算と同じ条件） 

2255..22  経経済済的的ココスストト  

2255..22..11  事事業業ココスストト  

港湾施設と道路の建設及び調達の経済的コストが以下の表 25.1 に示されている。 

表 25.1 経済的事業コスト（中期港湾開発、アクセス道路・橋梁を含む） 

初期投資 経済的価格 （1,000 US ドル） 

2 コンテナバース、航路、防波堤 1,051,051

追加の 3 コンテナバース、3 一般貨物バース（中期港湾開発） 1,945,993

アクセス道路・橋梁 397,180

合計 3,394,224

運営維持管理費 （2011- 2046） 経済的価格 （1,000 US ドル） 

維持浚渫 305,378

コンテナ及び一般貨物バースの運営維持管理費 2,208,233

アクセス道路・橋梁の運営維持管理費 35,634

合計 2,549,244
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2255..33  経経済済的的便便益益  

2255..33..11  便便益益項項目目  

様々な事業の便益のうち、影響が大きく数量的な把握が可能な以下の 2 項目を本分析では対

象とする。 

(1) 既存のトランスシップメントシステムを避けて幹線ラインシステムの母船を利用するこ

とによる輸送費の減少 

(2) より大きな船舶の利用による輸送費の減少 

2255..33..22  便便益益のの算算定定  

コンテナ需要予測において、「With」ケースと「Without」ケースが図 25.1 において適用さ

れている。 
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図 25.1 「With」ケースと「Without」ケースにおけるコンテナ貨物需要 

「With」ケース：ラックフェン港におけるコンテナ予測貨物量（国内輸送コンテナ貨物、

50,000DWT 以下の船舶によるコンテナ貨物、S.E. Asia-America 幹線ライン以外のコンテナ貨

物は含まない）は幹線サービスにより直接運営される。幹線サービスで取り扱われるコンテ

ナ貨物量は全予測コンテナ貨物量の 53.2%を占めると算定されている。 

便益の算定の際、以下の運営スケジュールが想定されている。 

表 25.2 想定運営開始年 

コンテナターミナル（No.1&2） 2018 年中頃 
コンテナターミナル （No.3&4） 2018 年始 
コンテナターミナル （No.5） 2020 年始 
3 多目的バース 2020 年始 
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コンテナターミナル（No.1 と 2）の取扱可能量は 900,000TEU、コンテナターミナル（No.3, 4

と 5）の取扱可能量は 1,384,000 TEU と設定している。 

「Without」ケース（1）：コンテナ貨物予測量（国内輸送コンテナ貨物、50,000DWT 以下の

船舶によるコンテナ貨物、S.E. Asia-America 幹線ライン以外のコンテナ貨物は含まない）は

既存のハイフォン港及びカイラン港で取扱が可能な範囲で取り扱われる。 

「Without」ケース（2）：コンテナ貨物予測量（国内輸送コンテナ貨物、50,000DWT 以下の

船舶によるコンテナ貨物、S.E. Asia-America 幹線ライン以外のコンテナ貨物は含まない）の

うち既存のハイフォン港及びカイラン港で取扱が可能な範囲を超える貨物については、代替

港である香港港で取り扱われ、陸上輸送で北ベトナムに運ばれる。 

越境輸送に関しては、2007 年から中国―ハノイ間の定期陸上輸送サービスが開始されており、

帰還輸送を利用して複数の利用者のための合同サービスも開始している。現在ベトナム国境

から香港の地域（Youyiguan – Nanning – Zhanjiang – Guangzhou）では、高速道路がすでに

整備されている。さらに 2008 年には、中国製品の輸送を容易にするために、ベトナム政府は

ハノイ－国境間の 6 車線高速道路整備を計画している。 

2255..44  経経済済分分析析結結果果ののままととめめ  

2255..44..11  EEIIRRRR のの結結果果  

ベースケース（Tan Vu-ラックフェンの高速道路事業を含む）の EIRR は 20.2%となり、ベト

ナムの社会的割引率及び資本機会費用を上回っている。 

従って、本事業は経済的に実現可能であると言える。 

2255..44..22  感感度度分分析析  

想定している条件が変化した際の事業の実現性を検証するため、以下の感度分析を実施した。 

- 事業コストが 10%と 20%上昇した場合 

- 事業便益が 10%と 20%減少した場合 

感度分析の結果として、ラックフェン港湾事業はベースケースから事業コストが 20%上昇し

た上で事業便益が 20%減少した場合でも、経済的に実現可能であるという結論が得られる。 

（表 25.3 参照） 

表 25.3 EIRR の感度分析（2020 年に向けた中期港湾開発、5 コンテナターミナルと 3 多目的

ターミナルのケース） 

便益 
  

ベースケース 10% 減少 20% 減少 

ベースケース 20.2% 18.4% 16.6% 

10%上昇 18.4% 16.9% 15.1% コスト 

20% 上昇 16.6% 15.6% 13.9% 
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2255..44..33  短短期期開開発発（（22 ココンンテテナナタターーミミナナルル））のの EEIIRRRR  

参考までに、短期開発（2 コンテナターミナル）の EIRR 分析についても検討した。 

短期開発（2 コンテナターミナル）の EIRR は 21.0%と算定された。従って、短期と中期の開

発計画の両ケースにおいても経済的に実現可能と言える。 

表 25.4 EIRR の感度分析（短期港湾開発、2 コンテナターミナル） 

便益 
  

ベースケース 10% 減少 20% 減少 

ベースケース 21.0% 19.4% 17.8% 

10%上昇 19.4% 18.1% 16.5% コスト 

20% 上昇 17.8% 16.9% 15.4% 
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第第2266章章  入入札札図図書書  

2266..11  概概要要  

入札図書は、関連法令、ベトナム国及び JICA のガイドライン及び手順に従い、本プロジェク

トが円借款の本法技術活用条件にて実施されることを考慮し作成した。JICA の 新版サンプ

ル書類に基づいて入札図書を作成した。 

2266..22  入入札札図図書書作作成成のの基基本本方方針針  

(1) 円借款事業の調達及びコンサルタント雇用ガイドライン（2009 年 3 月版） 

(2) 円借款事業に係る標準入札書類 

(3) ベトナム国入札法 

2266..33  入入札札図図書書のの構構成成  

JICA ガイドライン、標準入札書類及びベトナム国の法令に準拠し、入札図書は下記の通り 2

段階構成とした。 

JICA ガイドラ

イン項目 

構成 詳細項目 

- 第 1 段階 - 

Section 3.02 Prequalification of Tenderers 

  - Invitation for Prequalification 

  - Instructions to Applicants 

  - Prequalification Data Sheet 

  - Qualifications Criteria and requirements 

  - Application Forms 

  - List of Eligible Countries of Japanese ODA Loans 

- 第 2 段階 - 

Section 4.01 Tender Documents for the Qualified Contractors 

  - Invitation to Bid 

Volume I 

Section I - Instructions to Bidders 

Section II - Bid Data Sheet 

Section III - Evaluation and Qualification Criteria 

Section IV - Bidding Forms 

Section V - List of Eligible Countries of Japanese ODA Loans 

Section VI - Works Requirements 

Section VII - General Condition 

Section VIII - Particular Condition 

Section IX - Annex to the Particular Condition, Contract Forms 

  Volume II 

Section I - General Requirements 

Section II - Technical Specifications 
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JICA ガイドラ

イン項目 

構成 詳細項目 

  Volume III 

Section I - Preamble 

Section II - Measurement and Payment 

Section III - Summary of Bill of Quantities 

Section IV - Detailed Bill of Quantities 

  Volume IV 

Bid and Contract Drawings  

2266..44  入入札札方方法法  

2266..44..11  事事前前資資格格審審査査  

大規模または複雑な土木工事契約、並びに特殊な役務の場合には、入札募集が技術的・財務

的に能力を有し、いかなる大きな係争中訴訟がないものに対してのみ行われるよう、入札に

先立って事前資格審査が原則必要となる。 

2266..44..22  入入札札  

事前資格審査完了後、合格者に対して速やかに入札募集が行われる。全ての応札者は要求事

項に従って入札図書を入札締切日までに提出しなければらなない。全ての入札は入札締切後

速やかに公開による開札が行われるものとする。本プロジェクトでは 1 札入札を適用する。

もし、入札書類の明確性照会がない場合には、入札評価は入札募集書に従って応札者が提出

した入札書類を基に行われる。また、他の関連書類は応札者が技術的・財務的に実行可能か

を評価する一次資料となる。 

2266..44..33  入入札札評評価価  

全ての応札者は、入札図書に定められた要求事項を満たさなければならない。応札者の評価

は合否判断基準に従って基づいて行われる。円借款事業に係る事前資格審査、入札の評価ガ

イドに基づき、落札者を選定する。 

2266..55  入入札札募募集集かからら入入札札ままででのの期期間間  

入札募集から入札までの期間は、JICA ガイドライン及びベトナム国入札法の双方を満足する

よう設定した。次図に示される通り、業者選定の期限は 2 段階で設定される。 
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TENDERING
STAGE
= 150 Days

PQ EVALUATION AND RESULT

PREPARATION
OF TENDER
= 90 Days

LACH HUYEN PORT PROJECT
BIDDING TIME FRAME

ADVERTISEMENT
(Vietnam Law on Tendering, Article 31)

and

PQ DOCUMENTS PREPARATION

CONCURRENCE OF BORROWER
AND FUNDING AGENCY

PQ STAGE = 90
Days

ADVERTISEMENT
 (Vietnam Law on Tendering, Article 31)

and
TENDER PREPARATION AND
SUBMISSION OF TENDERS
(JICA ODA Guidelines, Section05)

60 d

BORROWERS
/FUNDING AGENCY
CONCURRENCE (30
Days)

NOTIFICATION ON THE RESULT OF
TENDERING

NEGOTIATION AND FINALIZATION of
CONTRACT (60 Days)

CONTRACT SIGNING

ASSESMENT OF TENDER
60 Days (Vietnam Law on Tendering, Article 31)

EVALUATION AND APPROVAL
30 Days (Vietnam Law on Tendering, Article 31)

BORROWERS
/FUNDING AGENCY
CONCURRENCE (30
Days)
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第第2277章章  管管理理・・運運営営  

2277..11  ベベトトナナムムににおおけけるる港港湾湾行行政政制制度度  

ベトナムの港湾行政は図 27.1 に示すように、ベトナム海事法典（第 4 章）とその関連政省令

に典拠している。 

現状の社会経済環境、すなわち急速な経済成長の時代を通して港湾部門の も基本的かつ重

要な行政事務は港湾の計画・投資である。 

越海事法

(第 IV章)

Decree 71/2006/ND-CP 港湾・

航路の管理に関する政令

Decree 115/2007/ND-CP 海事

サービス業務の条件に関する
政令

Decree 48/2011/ND-CP 海事

分野における法令違反に対
する罰則政令

Decision 16/2008/QD-TTG ベト

ナム港湾の分類に関する決定

Decision 98/2008/QD-BTC 海
事料金規定に関する財務大
臣決定

Decision 2190/QD-TTG 越港

湾開発マスタープランの承認
に関する首相決定

Decision 1601/QD-TTG of 越
海事業開発に関する首相決定

 

図 27.1 港湾の行政・管理の法的枠組み 

現状における港湾の開発計画・投資に係る行政手続きは図 27.2 及び図 27.3 に示す通りであ

る。2009 年の政令 No.12/ND-CP の公布後、これらの手続きにおいて運輸省は重要な港湾プロ

ジェクトの計画・投資の決定過程において重要な役割を演じ、VINAMARINE は、中でも計画・

投資案の作成において中心的役割を演じることとなっている。 

現場における行政・管理については、Maritime Administration がいわゆる港長の役割を演じ、

港湾における政府機関間の調整を行い、政府予算及び政府関連予算により開発された港湾イ

ンフラの管理・運営のためのリースに関する権限を有している。 

上記文脈において、Maritime Administration は港湾管理主体としてのいくつか役割を演じてい

る。 
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港湾システム開発マスター
プラン

越海事法第63

首相

(承認)

運輸省

(国家運輸政策との整合性

チェック)

ビナマリン

(草案)

首相決定 QD26
第2-1条

港湾システム開発詳細計画
運輸省

(承認)
ビナマリン

(草案)

首相決定 QD26
第2-1条

M.A.
(参加)

 

図 27.2 港湾開発の計画手続き 

 

首相

計画投資省

建設省

財務省

国会議決による国家的重要プロジェクトおよびその他の重要
プロジェクトへの投資の決定

プロジェクトの投資監理および評価の指導(第4条）

基本設計に関する意見陳述の権限・責務を与える通達の公布
（第10条）

プロジェクトの管理、施工管理における専門家の再教育、プロ
ジェクト管理、建設認可、プロジェクト評価、投資家の決定の詳
細（第57条）

建設投資における保険に関する指導（第57条）

12/2009/ND-CP 第12条 越海事法 64条

71/2006/ND-CP 第 7,8,9
条

ビナマリン組織規程
26/2009/QD-TTG 第 10

条

Maritime Administration
組織令

57/2005/QD-BGTVT on
第 4-4条

大臣及び省
庁レベルの
機関の長

グループA,B,Cのプロジェクトの投資決定および、グルー

プB,C、のプロジェクトの投資人関する下部機関への権限

移譲又は文献化

人民委員会
の長

地方予算の範囲内で同レベルの人民評議会に協議の上、グ
ループA,B,Cのプロジェクトの投資決定

投資家 自らの投資決定

 

図 27.3 港湾投資に関する決定の権限 
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2277..22  現現状状法法制制度度下下ににおおけけるるララッッククフフェェンン港港のの管管理理制制度度にに関関すするる提提案案  

港湾の行政・管理・運営を行うためには、官民連携スキームのもとでは規制側と運営側の機

能を分離することが必要である。現状では行政・管理（特に公共港湾インフラに関する料率

設定、インフラ管理、リース契約）機能は運輸省と VINAMARINE に集権化されている。 

重要な港湾数の増加とともに、より効果的な港湾の行政・管理を行うためには、国全体の規

制及び政策策定機能はより重要となり、VINAMARINE の役割は重いものとなる一方で、港湾

の計画・管理において各地域の経済社会状況を反映することが重要となってくる。 

従って、現場において法令を解釈・適用し各港の管理を調整する港湾管理主体を設立するこ

とが必要となってくる。 

3つの地方出先機関と 24のMaritime Administrationを有するVINAMARINEの現状組織を考慮

すると、VINAMARINE の権限のいくつかを地方出先機関及び Maritime Administration へ委譲

することは、法令の劇的な変更なしに可能である。 

従って、ハイフォンに存する現状港湾を含むラックフェン国際港の管理のため、政府予算及

び政府関連予算により開発されたインフラを運営するターミナルオペレーターの監督をハイ

フォン Maritime Administration に任せ、地方の港湾の計画の一部及び港湾管理の法令適用機能

を VINAMARINE のハイフォン地方事務所に委ねることを提案する。 

このため、ラックフェンのターミナルオペレーターの日常業務を監督し、VINAMARINE の業

務である必要な維持工事を実施するため、ハイフォン Maritime Administration の港湾管理部の

もとに新たに 5 つの部局、すなわち、不動産管理、営業・振興、調達、経理及び技術部門を

設置・港湾管理機能を強化することを提案する。 

ラックフェン港の Phase I, Phase II 開発における港湾管理者としての管理業務を実施するには

合計 32 名のスタッフで事足りると考える。 

2277..33  独独立立港港湾湾管管理理者者のの設設立立ののたためめののガガイイドドラライインン  

2277..33..11  改改革革すすべべきき事事項項  

ベトナムにおける現状の港湾の開発は 3 形態で実施されている。 

(1) オイルターミナル、石炭ターミナルのように火力発電所、石油精製所等の生産施設の一

部として企業自身によって排他的に利用され、事業免許のもとに開発される施設。 

(2) 港湾オペレーター業務の事業免許により、非政府部門によって投資され公共施設（公共

利用ターミナル）として利用される施設 

(3) 政府資金及び政府関連資金によって投資され公共施設（公共ターミナル）として利用さ

れる施設。 

この制度のもとでは、国家資源の 適配分（限られた水域、陸域の効果的配分、タイムリー

な需給調整、公的投資と民間投資の調整）という意味でいくつかの問題がある。 
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かかる非効率なシステムを改革するためには、次のような手段がとられる必要がある。 

(1) 港湾に関する資金源を有する、統一された法令のもとに、明確な定義を行い、意思決定

権限を運輸省に集権化すること。 

(2) 港湾開発計画をより科学的、かつ透明性を有したものとすること。 

(3) 地域の社会経済状況を反映することが可能な計画・免許制度を通じて法的制限手段をも

って水域、陸域を配分するための一つの責任ある組織（港湾管理者）を設立すること。 

(4) 国家の利害、地方の利害及び関係者の利害調整のためのシステムを作り上げること。 

このためには、まず、港湾の計画、開発、投資及び管理とその関係機関の責務等すべてを定

める港湾法の制定が必要である。次に、各港の計画、開発、投資、管理に責任を有する港湾

管理者の設立（効率的な利用を達成するための一定の地域を管理するための港湾区域の定義

と相互関連する投資の調整を行う）が必要であり、第三に異なる利害関係者の調整と港湾の

計画、開発、管理に関する重要事項を審議するための中央及び地方の港湾審議会を設立する

ことが必要である。 

ベトナムにおける現状の政治・行政制度を勘案すると,人民委員会及び他の関係する省庁から

独立した港湾管理を確保するためには、現状の Maritime Administration を人民委員会及び関係

省庁からの人員を入れた港湾管理者へと変更するのが良いと考える。 

改革のための法制度及び組織形態の一例を本編 3 節に示している。 
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第第2288章章  港港湾湾施施設設のの維維持持管管理理  

2288..11  概概略略維維持持管管理理計計画画  

本事業の主要構造物は、主として沖合に建設するターミナル施設と、防砂堤等の混成堤構造

物の 2 つに大別される。また、本事業は、官民連携による事業実施であるため、ターミナル

構造物の一部である桟橋、埋立地盤改良後の舗装工事、建築工事及びそれに付属する設備等

については、民間による施工を実施することとなっている。防砂堤及び防波堤の構造は、基

礎捨石構造をもつ混成式であり、これについては、そのすべてを ODA で施工することになっ

ている。 

このように、本事業の施工は官民それぞれの責任範囲において実施されるため、完成後の施

設の維持管理計画についても、原則それぞれの施工責任範囲について行うこととなるが、官

民がお互い協力することで、施設全体をより良好な状態で長く維持することが望ましいと考

える。詳細な維持管理計画の策定は、施工段階から準備を行い、施設運用前には完成するも

のであるため、本章では、詳細設計段階において、発生する可能性があると思われる損傷と、

完成直後より実施するべき基本的な維持管理手法について、その概略を述べることとする。

表 28.1 に、施設別に予想される不具合・損傷等についてまとめる。 

表 28.1 各施設で発生が予想される損傷 

No. 施設 想定される不具合・損傷等 
1 ターミナルエリア及び公共関連エリア  
 - 埋立 不同沈下 
 - 護岸 不同沈下 
 - 土留壁 

   鋼管矢板 
 
腐食 

 - サービスボートバース 
   鋼矢板 
   上部コンクリート 
   防舷材 
   係船柱 
   バース前面水深 

 
腐食 
欠け、割れ 
切れ、破壊 
破壊、錆（固定ボルト） 
土砂堆積 

 - アクセス道路舗装 不同沈下、磨耗 
 - アクセス道路排水 不同沈下、割れ 
 - 路面表示 磨耗による消え 
 - 公共関連エリア埋立 不同沈下 
2 防砂堤、防波堤  
 - 基礎捨石マウンド 不同沈下 
 - 上部コンクリート 欠け、割れ、セルラー鉄筋の錆

 - 標識灯 故障、錆 

2288..22  タターーミミナナルルエエリリアア及及びび公公共共関関連連エエリリアア  

11))  埋埋立立  

本事業で計画するターミナルの埋立の大部分は、PVD 地盤改良による圧密促進工法を計

画しており、完成後の不同沈下が発生することが予想される。バース直背後の埋め立て
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は、民間によるバースの早期着工が必要であるため、CDM 改良を計画している。この部

分についても、また、PVD 施工部との境界付近についても、段差が生じる可能性があり、

重量車両の運転に支障をきたす可能性がある。従って、施設完成後は、定期的な沈下測

量を実施し、埋立部全域についての地盤変動をモニタリングすることが重要と考える。

定期測量結果をもとに、必要であれば更なる調査を行い、その原因を究明し、具体的な

対応策を早急に取り纏めるべきである。 

22))  鋼鋼管管矢矢板板  

鋼管矢板は、コンクリートライニングでその表面防護されるものの、塩害による発錆の

懸念は十分に予想される。まずは確実な施工を実施することが肝要であるが、施設完成

後は定期的な外観目視検査を定期的に実施するべきである。 

33))  防防舷舷材材  

船舶の接岸時の緩衝材である防舷材は消耗品である。丁寧な接岸を繰り返すことで概ね

10 年程継続使用が可能といわれているが、日常の目視点検は必須と考える。 

44))  航航路路水水深深  

本事業の航路は、-14m で設定されている。航路埋没のシミュレーションは本調査で実施

されたものの、開港後は定期的なサウンディング測量を実施し、埋没状況を確認するこ

とが重要である。その測量結果を踏まえ、対象船舶の安全な航行を維持するため、定期

的な維持浚渫の実施が望ましい。 

55))  舗舗装装及及びび排排水水施施設設  

海上埋立部の予想沈下量について、先章の設計に関する項で概ね 20cm・20 年間と想定し

ているが、施設利用上特に問題となるのは、主に重量車両等の運行に支障をきたす不同

沈下の発生である。従って、舗装部分全域を対象に定期的な沈下測量を実施し、リアル

タイムに不陸発生状態を把握・データ管理することに努め、必要であれば更なる調査を

実施し、事前の修繕計画を早期に準備することにより、必要な処置に係る費用の平準化

することが、維持管理をより容易にすることと想定する。舗装及び排水施設に関する基

本的な維持管理について、次表に取り纏める。 

表 28.2 基本的な維持管理測量方法と頻度 

 測量方法 測量頻度 
舗装 表面目視検査 1 回・週 
 沈下測量 1 回・月（開港後 1 年間） 

4 回・年（2 年目以降） 
排水施設 外観目視検査 1 回・週 
 集水枡、マンホール清掃 使用状況により適宜（1 回・月程度）

 流水勾配測量 使用状況により適宜（4 回・年程度）

適切な施工・修繕を実施すれば、アスファルト舗装は概ね 5 - 10 年程度、コンクリート

舗装は 20 年程度供用が可能である。定期的な点検、データの集積・分析、そして損傷の
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程度が軽度の範囲内に適切な修繕をおこなうことが重要である。 

2288..33  防防砂砂堤堤等等混混成成堤堤構構造造物物  

防砂堤は、コンクリートセルラーブロック式の上部構造を持ち、その内部には鉄筋が入って

いることから、スペーサーの適切な配置等確実な施工を実施し、必要なコンクリート被り厚

を確保することが肝要である。また、セルラーブロック本体の据付時や、内部捨石を充填す

る時、コンクリートカバーを設置する時は、重機による吊り上げと、作業員による据付を行

うので、セルラーブロックやコンクリートカバーの割れ、欠けが発生しないよう慎重な作業

を行わなければならない。  

混成堤の基礎は、砂置換の後に捨石マウンドを形成するので、長期の供用期間中に、波浪等

の影響が主原因で不同沈下が生じる可能性があるので、定期的な目視点検、沈下測量を行い、

健全な状態の維持に努めることが望ましい。 

‘航路標識灯は、防砂堤上に 5 箇所設置予定である。ソーラー電源、カンテラ等の定期点検

は、安全な航行の確保の前提とも言える重要事項であるので、確実な維持管理計画とそれに

基づく点検の実施が重要である。 
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第第2299章章  結結論論とと提提言言  

2299..11  調調査査全全般般  

2299..11..11  本本調調査査ににかかかかるる主主要要課課題題のの解解決決策策  

調査団は本プロジェクト港湾部門にかかる主要課題について次の解決策を提言し、本 終報

告書に取りまとめた。 

11))  航航路路  

航路埋没シミュレーションによる予測結果によれば、ラックフェン港の航路は航路水深

CD-13m と-14m の違いによる予測埋没量の相違はさほどない。従って航路維持浚渫コス

トの差はほとんど無視出来る程度となるが、浅い航路とした場合に高潮位を待たなけれ

ばならない満載 50,000DWTや部分載貨 100,000DWTの大型船舶の潮待ちコストは多大と

なる。この観点からラックフェン航路の場合、航路水深を段階的に深く浚渫する計画に

は有利性がなく、満載 50,000DWT や部分載貨 100,000DWT の大型船舶が高潮位まで潮待

ちすることなく利用出来るよう開発当初の段階から航路水深 CD-14m にて浚渫すること

を推奨する。 

航路は 160m 幅（100,000DWT クラスの型幅の 3.5 倍）にて計画する。この航路幅は国際

航路協会/国際港湾協会（PIANC/IAPH）の航路設計ガイドラインに基づき決定されたも

のであり、本業務で実施した船舶操船シミュレーションに基づきその妥当性を確認した。 

べ国基準に基づく航路勾配を適用して、1:10 の勾配にて設計することを基本とする。し

かし、水深が浅い部分の現地盤表層土は非圧密であり相対的に低密度の土質と想定され

ることから、この設計航路勾配は異常時の高波来襲時には不安定化する懸念がある。従

って完成後の継続的な維持浚渫量が 小限となるよう、CD‐10m 以淺の浚渫断面は 1:15

の浚渫勾配とする。 

22))  工工事事中中ののハハイイフフォォンン港港へへのの船船舶舶航航行行  

2011 年 9 月 5 日の運輸省通達 No. 306/TB-BGTVT によれば、ベトナム側の意見として、

べ国予算により実施される適切な航行管制と管理の下で浚渫工事中においても現航路内

で浚渫施工を継続的に実施しつつ航路航行の安全は確保出来るとされた。本 MOT 通達に

従い、詳細設計では現航路内に船舶の航行に必要な航路を確保しつつ航路浚渫する方法

を採用するものとした。 

33))  航航路路浚浚渫渫土土のの処処分分地地  

JICA 調査弾はディンブー南工業開発地区、カットハイ島南側沿岸、ラックフェン港の将

来拡張ターミナル地区の西側に予定されるロジスティック・パーク計画予定水域及び沖

捨場の 4 候補地を対象として可能性のある土捨場の比較検討を行なった。この比較検討

は陸捨てと沖捨ての組み合わせを想定しつつ浚渫土の処分方法を複数の代替ケースの検
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討を行なった。この比較検討の結果、代替案の中で沖捨処分が工事の経済性、施工工期

及び環境面において JICA の ODA プロジェクトとして も現実的であると判明した。 

44))  施施工工工工期期ととココンンテテナナタターーミミナナルルのの開開港港時時期期  

本プロジェクトは早期の完工が期待されており、将来の旺盛な貨物需要を賄うため官民

連携プロジェクトとして実施される 初のコンテナターミナルを早期開港するものであ

る。しかしながら、プレロード載荷を併用する PVD 地盤改良工法は完工までに十分な施

工期間を要する。従って本プロジェクトの完成までには 58 ヶ月を要し、コンテナターミ

ナルの開港までには工事開始後 52 ヶ月を要するものと見積もられる。 

しかし、べ国側の強い要請を受けて、条件付き施工工程を検討し、上記通常工程から 6

ヶ月工期を短縮する案を提案した。この条件付き工程では、埋立工事を 52 ヶ月で完工し、

コンテナターミナルを 46 ヶ月で完成されるものである。 

Construction Period by Contract Package

Year
Month 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60

12
52 month

(Breakwater & Sand Protection Dike)

(Channel Dredging and Disposal-B)

Package 10 Contract

Terminal Construction by Private 36 month

36 month

4

3 Package 9 Contract

(Channel Dredging and Disposal-A)

36 month2 Package 8 Contract

Package 6 Contract 52 month

(Reclamation & Soil Improvement)
1

No. WORKING ITEM
51 2 3 4

36

36

49

Terminal OP (Expected)  

図 29.1 条件付き全体工程（早期工程） 

55))  工工事事ののパパッッケケーージジ分分けけ  

財務規模、技術要求度、工事資格、並びに各パッケージのインターフェースを考慮し、

本 JICA ODA プロジェクトの港湾部門の施工工事は次の 4 パッケージに分割した。 

パッケージ 6 : 埋立、地盤改良、護岸及び公共関連工事 

パッケージ 8 : 航路浚渫及び処分工―A 工区 

パッケージ 9 : 航路浚渫及び処分工―B 工区 

パッケージ 10 : 防砂堤と防波堤工事 

66))  本本ププロロジジェェククトトのの環環境境影影響響評評価価書書  

JICA 詳細設計チームは環境影響評価書の承認のため浚渫土沖捨処分する場合の環境影

響評価書案を作成し施主に提出した。この環境影響評価書案は管施工のコンポーネント

A と民間施工のコンポーネント B とを対象としている。 

77))  不不発発弾弾調調査査とと撤撤去去  

工事開始までに MPMU2 の責任の下で不発弾調査とその撤去がなされるものと期待する。
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工事中に不発弾と遭遇した場合には、その撤去は施主責任においてなされるものであり、

その場合工事業者は待ち時間コストをクレームする権利があるものとする。 

2299..11..22  詳詳細細設設計計業業務務のの基基本本方方針針  

11))  設設計計、、材材料料、、試試験験にに関関わわるる適適用用基基準準  

本 JICA 詳細設計の港湾部門の測量、港湾施設設計及び材料と試験基準は、2008 年 5 月

19 日付けべ国運輸省通達 No. 1386/QD-BD-BGTVT を適用する（本報告書第 1 章に要約

されるリスト参照のこと）。これに加えて、べ国基準を補完するものとして、港湾施設

の設計に関わる日本の港湾施設の技術上の基準・同解説（OCDI 2002 年版）、日本工業

規格（JIS）, 英国規格（BS）、ASSHTO 及び ASTM などの外国基準も適用した。 

22))  日日本本政政府府本本邦邦技技術術活活用用条条件件（（SSTTEEPP））ロローーンン  

本プロジェクトは日本政府開発援助円借款として本邦技術活用条件融資（STEP）で実施

される。港湾部門に対する円借款供与の合意は 2011 年 11 月 2 日に締結された。STEP 融

資額は港湾（I）に対し 119.24 億円であり、その利率は工事施工 100%を対象に年率 0.2%、

償還期間 30 年、据え置き 10 年の条件である。日本から調達される商品とサービスの割

合は本邦技術活用条件（STEP）ローン条件においてコンサルタンツサービスを除き契約

額の 30%以上でなければならない。 

33))  官官民民連連携携ププロロジジェェククトト、、官官民民投投資資事事業業のの分分担担  

JICA 詳細設計実施中において、岸壁背後土留護岸、埋立護岸工、埋立工及び地盤改良は

JICA による ODA 融資により公的投資として実施されるコンポーネント A に含まれるこ

ととなった。バージバース（杭式桟橋）工事は民間投資として実施されるコンポーネン

ト B であり、民間施工バージバース背後の土留護岸は 2011 年 9 月 5 日付べ国運輸省通達 

No. 306/TB-BGTVT によって公共投資と決定された。官民各々の投資コスト負担に対する

財務的処置は公共及び民間相互に解決されねばならない。 

44))  対対象象ととすするるココンンテテナナ船船  

港湾施設の JICA 詳細設計の目的は本ラックフェン港湾プロジェクトに基づく港湾基盤

施設を対象とし、民間投資によって整備されるコンテナターミナルに期待されるコンテ

ナ貨物を取り扱うため 50,000DWT（満載）及び 100,000DWT（部分載荷）のコンテナ船

を収容するものである。 

2299..22  港港湾湾施施設設のの詳詳細細設設計計  

次の通り港湾施設設計に係わる特記事項は次の通りである。 

11))  埋埋立立・・護護岸岸工工  

埋立工に必要な埋立材料は約 300万m3であり石材を要する外周護岸によって適切に防護

されねばならない。本プロジェクトに要する埋立材と石材の供給量は日当たり各々 大



ラックフェン国際港建設事業詳細設計調査（港湾及び道路／橋） 
- 終報告書 要約版（港湾） - 

 174

1 万 m3、1,000m3と見積もられ、工事施工上クリティカルな工種と想定される。 

仕様書では埋立材は浚渫土または浚渫土以外の埋立材と規定されている。埋立工に浚渫

土を使用する場合においては、河川浚渫土、海砂浚渫土いずれも品質規格に合致するな

らば使用承認され得る。 

本 JICA の ODA 融資プロジェクトでは、コンテナターミナル用地の埋立工は地盤高

CD+4.5m に 終仕上げされる一方、その外周護岸工の天端高はべ国運輸省通達 No. 

476/QD-BGTVT に基づき CD+5.5m である。アクセス道路部は CD+5.5m の地盤高に仕上

げるものとする。 

22))    地地盤盤改改良良工工  

施工中に圧密を促進するためコンテナターミナルとアクセス道路部の埋立地ではプレロ

ード載荷併用 PVD 工法を適用する。埋立地は盛土と載荷施工のため幾つかの施工工区に

分割して実施する。PVD による地盤改良工とは別に、コンテナ及びバージバース背後 35m

から 40m 幅の埋立地は、セメント系深層混合工法（CDM）を適用して護岸の安定化を図

る計画である。この部分は民間施工のための仮設ヤードとして利用出来るよう、出来る

だけ早期に民間に引渡しコンテナターミナル施工の着工完成を意図するものとする。 

地盤改良工の重要な設計課題のひとつは地盤改良中に生じる地盤の沈下と変形である。

特にコンテナバースと外周護岸の水平方向の変位は外周部斜面の安定計算を計算する通

常の設計方法では予測は出来ない。 

33))  初初期期航航路路浚浚渫渫とと浚浚渫渫土土のの処処分分  

初期浚渫工は 23m3容量のグラブ船で一日 16 時間稼働あるいは 16,000m3 容量のトレーラ

ーサクションホッパー浚渫船で 24 時間稼働にて行う。ポンプ船は航行安全の観点から、

航路位置 STA40 より沖側の浚渫を除き使用不可と想定する。沖側の浚渫では 8,000 馬力

容量の浚渫船を使用して現航路に沿って浚渫する計画である。 

44))  公公共共用用地地のの施施設設工工事事  

2010 年 6 月べ国と JICA によって取り交わされた公共施設内の工事対象施設にかかる協

議議事録に基づき、JICA 詳細設計チームは JICA による ODA 融資プロジェクト対象施設

として次に示すよう埋立、護岸、官庁船バース及びその付随施設を設計した。 

aa))  埋埋立立工工とと護護岸岸工工  

JICA の ODA プロジェクトでは、埋め立ては地盤高 CD+4.5m の 終仕上げとし、内側

及び外側護岸の天端高は各々CD+5.5m、CD+6.5m とした。 

bb))  官官庁庁船船ババーースス  

官庁船バースは JICA の ODA ローンプロジェクトの対象として、べ国運輸省通達 No. 

476/QD-BGTVT で規定された岸壁天端+5.5m、バース水深-5.0m に準拠して設計した。 
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cc))  給給水水シシスステテムム  

官庁船バースへの給水施設は公共施設用地内全体の給水システムとして計画されるべ

きである。本 JICA の ODA プロジェクトとしては官庁船バースのエプロンに配置する

船舶給水施設（地下埋設配管と取水口）のみ対象とした。 

公共用地内は地盤高 CD+4.5m の仮仕上げであることから、官庁船バースへの船舶給水施

設への接続配管は JICA の ODA プロジェクトには含まれない。また、官庁船バースへの

給電設備は公共用地内の全体給電システムとして計画されねばならない。 

官庁船バース背後の屋外ヤード照明システム（照明灯と電気配線）は、公共用地内は地

盤高 CD＋4.5m の仮仕上げであることから、JICA の ODA プロジェクトには含まれない。

また同様に公共用地内は地盤高 CD+4.5m の仮仕上げであることから、官庁船バースの接

続ピットからの給電配線設備は JICA による本 ODA プロジェクトには含まない。 

官庁船バースの船舶給水施設以外の排水処理施設、防火設備、電話、インターネット、

及び給電設備など公共施設内と本線・本管との接続は施主によって施工されるものとす

る。 

55))  土土留留護護岸岸工工  

民間部門によって建設されるコンテナバースとバージバース背後の土留護岸は鋼管矢板

構造で設計された。鋼管矢板の外側スプラッシュゾーンを被覆するコンクリートライニ

ングにて防食工を施す。 

岸壁工は民間へ埋立地を引き渡した後土留工に引き続き施工される工程であり、バース

の杭打ち作業は完成した土留護岸を損傷あるいは変形を生じることがないよう、出来る

だけ衝撃を小さく注意深く施工すべきである。 

66))  内内側側及及びび外外側側護護岸岸  

外側護岸 A 及び B（アクセス道路に沿う西側防波護岸）は現設計で計画されたように波

の作用に対し安定であるように設計された。地盤改良工完了後の余剰盛土材は、将来継

続して建設される計画の次のターミナル完成までの間に想定される波の作用から防護す

るため、内側護岸海側前面に仮置きすることを推奨する。 

77))  航航路路埋埋没没予予測測  

本詳細設計では数値シミュレーションにて航路埋没の程度を検証した。防砂堤を儲けた

場合について、次の規模の航路埋没が生じると見積もられた。 

- 通常波による場合：通常の海象下で 130 万 m3/年 

- 異常時の高波による場合：時化時に侵入する異常な高波現象一回当たり約 48 万 m3 
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88))  防防砂砂堤堤  

シミュレーション検討に基づき、港湾利用期間における航路埋没に対するコスト効果が

大となるよう、次の通り防砂堤のレイアウトを決定した。 

- 構造物の設置位置：航路中心から南西に約 1,000m の位置（航路縁から 800m） 

- 天端高：CD＋2.0m、 

- 防砂堤の沖側先端の位置：CD−5.00m 水深の水域まで延伸 

99))  付付帯帯施施設設  

カットハイ電気事業者が既存のカットハイ島送電所から当初のコンテナターミナル及び

公共施設整備時の需要量に対して 110KV/35−10KV送電線を通して 20MVAが供給される

ことが確認された。給水本管はハイフォン市により整備される。本プロジェクトに関わ

る給電給水整備についてはプロジェクトの円滑な実施に向けて MPMU2 によって追跡確

認することが必要である。 

また、民間ターミナル荷役業者によってターミナル境界内の付帯設備が整備されるが、

ターミナルのフェンス外側までの敷設はべ国側に責任において整備される。 

2299..33  ププロロジジェェククトトのの実実施施  

11))  準準備備工工  

aa))  施施工工業業者者仮仮設設ヤヤーードドのの設設置置場場所所  

仮設ヤードは施工業者責任で設置される。しかし、施主はカットハイ島の施工現場に

施工業者の仮設ヤードを設けることを望んでおり、工事開始直後に工事用仮設ヤード

の計画について施主と施工業者の両者が協議の上合意を得ることが必要である。 

bb))  カカッットトハハイイ島島工工事事現現場場のの土土地地収収用用  

施工業者の準備工を速やかに開始するため、プロジェクトコンサルタンツが施主によ

る土地収用の進捗を十分監視することが必要である。施工業者は 2 段階にて現場アク

セス件が与えられる予定である。すなわち、工事開始と同時の第 1 段階では公共用地

に予定されている土地の特定地区、第 2 段階では工事開始後 10 ヶ月における残りの地

区となる。現在寺院とその墓地が存在する土地の部分が第 2 段階において施工業者が

現場アクセス可能となる地域である。 

cc))  不不発発弾弾のの撤撤去去  

プロジェクト現場内における不発弾の調査とその撤去は施主の責任において実施され

る。施工業者による現場アクセスは、関係機関による所定の手続きを経て実施される

完全な不発弾処置実施の確認、宣言、保証後になされるべきである。 
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dd))  資資機機材材動動員員計計画画  

施工に早期施工計画を適用する場合、施工業者は契約締結後速やかに施主との適切な

援助と協調のもと必要な諸手続きを開始しなければならない。 

22))  地地盤盤改改良良工工  

PVD 工法では、良質の砂質土を使用して適切な水平方向の排水処置を施すことが必要で

ある。このため、いわゆる黄色砂と呼称される砂または排水用サンドマットを排水のた

め埋立土の表層に使用することを推奨する。 

PVD 工法による地盤改良の効果は観測データに基づき沈下計測し工事中に将来沈下量を

注意深く予測しつつ実施しなければならない。従って、地盤沈下と挙動観測プログラム

で裏づけされた適切な施工監理のもとプレロード載荷中に目標とする沈下量が生じるよ

う高度な PVD 技術と施工管理を駆使しなければならない。本調査で提唱される地盤変形

監視プログラムに基づき、沈下と地下水位及び工事中におけるプレロード盛土先端とタ

ーミナルバース護岸法線の安定性のため水平方向の変形を監視して、工事期間中の発生

沈下量をコントロールすることを推奨する。 

地盤の沈下と水平方向変位に柔軟に対応した施工の実施、十分な施工管理とマネジメン

トが求められる。特に、埋立地盤改良中の期間においては、監視測量と同様に外周護岸

の崩壊や水平変位を回避する正当な管理がなされるべきである。 

33))  航航路路埋埋没没モモニニタタリリンンググとと維維持持浚浚渫渫のの柔柔軟軟なな実実施施  

航路水深モニタリング測量は毎月及び工事中のそれぞれの期間毎に予定されている。 

44))  環環境境保保全全  

効果的、経済的かつ現実的方法にて負荷を 小限とする浮遊土をコントロールする処置

の実施を推奨する。プロジェクトの工事開始前、工事中、工事後の各段階において環境

モニタリング計画を確実に実行すべきである。 

55))  HHIIVV//AAIIDDSS 防防止止  

HIV/AIDS 防止プログラム全体のゴールを達成するため、工事現場とその周辺地域社会に

おける HIV リスクと HIV/AIDS に対する脆弱性を軽減しなければならない。 

本プログラムは工事プロジェクトマネジメントの一部として MPMU2 によって実行され、

MPMU2 はその顧問として HIV 管理専門家を雇用することを推奨する。指名された専門

家は契約に記載される HIV 条項の準備、その実行モニタリングと評価に参加して、その

プログラムの妥当性を確認しなければならない。元請施工業者とサービス提供者との間

の契約に基づき、サービス提供者は現場にてそのプログラムを遂行するものである。 

66))  安安全全なな工工事事  

施工業者はプロジェクト安全委員会へ安全管理計画を準備提出することが求められ、安
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全施工に向けた必要な処置を工事実施中に実行する。 

2299..44  運運営営管管理理  

11))  航航路路のの維維持持ととモモニニタタリリンンググ  

航路断面毎に埋没量を規則的に監視するため、注意深い水深モニタリング測量の実施を

推奨する。本詳細設計の提言に基づき、施主へ航路浚渫が引き渡された後、施主は航路

モニタリング測量を実施すべきである。 

毎年の航路埋没予測量は第 5 章に記載した通りである。工事後の維持浚渫プログラムを

決定の基準とするため、第 5 章では、1） 防砂堤配置、2） 毎年 4 回高波が生じる場合、

3） 予測精度として 1.50 の許容値の条件下において、毎年の維持浚渫予測量 339 万 m3

を適用した。しかし埋没あるいはシルテーションは海象条件に大いに左右される現象で

ある。従って、上記維持浚渫量は将来生じるであろうオーダーを示すものであり、維持

浚渫プログラムは航路埋没の実際の現象に対応して柔軟に実施されるべきである。 

べ国ではトレーラーサクション浚渫船と小規模なグラブ浚渫船が航路の主要な部分と航

路勾配部の維持浚渫に利用可能と考える。維持浚渫土は、南ディンブー地区あるいは沖

捨て場に処分できるであろう。継続的な維持浚渫の必要性を考慮して、本ラックフェン

航路の維持浚渫用にトレーラーサクション浚渫船１隻を備えることを推奨する。 

22))  埋埋立立区区域域のの沈沈下下モモニニタタリリンンググ  

埋立地盤が工事中にプレロード載荷と組み合わせた PVD 改良工法にて地盤改良された

場合では、民間オペレーターに引渡し後に埋立地がある程度の二次圧密の沈下が生じる

ことは避けられない。本詳細設計では、プレロード載荷 PVD 改良工は次の残留沈下量を

条件に設計されている。 

コンテナターミナル: Spr=0 （埋立土と荷役荷重による一次圧密 100%） 

アクセス道路: 二次圧密量を含み埋立土と上載荷重による供用後 15 年間の

沈下量 Spr=300mm 

工事中及び供用中において沈下量の継続的なモニタリングを実施すること推奨する。 

33))  土土木木施施設設のの継継続続的的維維持持管管理理  

施設の意図する機能を維持しサービスライフをより長く保つため土木施設の継続的な維

持管理の実行を推奨する。特に、鋼材基礎の防食対策はその欠陥の発見とその効果性の

適切な維持のため慎重に調査されるべきである。 

44))  港港湾湾管管理理運運営営  

港湾のより効果的運営と管理のため、国家全体としての管理機能と政策決定は益々重要

となっており、港湾公社（VINAMARINE）の役割も増大する。現在、運営管理（特に利

用料、施設管理及び公共施設の貸借契約）機能は運輸省と港湾公社 VINAMARINE に集
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約されている。 

従って、官民連携の枠組みにおいては運営とオペレーション機能の分離が必要となって

おり、規則を指図する港湾管理組織を構築し各港湾現場の管理と調整出来るようしなけ

ればならない。ハイフォン港の既存港湾を含みラックフェン国際港湾に管理のため、国

家予算または国家予算に売らずけされた基金にて施設を運営するターミナルオペレータ

ーの監督はハイフォン港湾公社へ委託すると共に、地域港湾開発の一部分及び港湾管理

に関わる規則命令はハイフォンの地域管轄港湾公社に委ねるのが良い。この目的に沿っ

て、ラックフェン港ターミナルオペレーターの日常業務を監督し、不動産、事業開発、

事業促進、調達及び会計と技術からなる 5 つの港湾管理部門を有する港湾公社

（VINAMARINE）に帰属する必要な維持管理機能を実行出来るよう、ハイフォン港湾局

の機能強化を図ることを提唱する。 

55))  航航路路標標識識  

リアルタイムで再現する船舶操船シミュレーションを通して、大型船が一方向航行条件

下で 160m 幅の航路航行が可能と確認された。しかし、一方向船舶航行管理は港湾から

の出入港に 1 時間以上の時間を要する船舶航行となるから厳重な完成が必要である。 

航路に沿う航行支援施設の設置はべ国側によって行われるものと想定する。べ国政府は

現在使用している浮標灯から固定式スパー型航路標識への切り替えること、及びリアル

タイムで船舶の位置を表示支援するシステム（PC を活用した擬似自動コントロール）を

装備したパイロット事務所を整備することを推奨する。 

2299..55  ププロロジジェェククトトのの財財務務的的・・経経済済的的採採算算性性  

経済・財務分析に結果によれば、プロジェクトの実施するうえで本プロジェクトの収益は十

分であった。本プロジェクトは国家掲載及び財務の観点から実施可能と考えられる。 

 

 

 


	表紙
	目 次
	図表目次
	第1章 序論
	第2章 自然条件調査
	第3章 環境社会配慮制度及び環境の現況
	第4章 需要予測
	第5章 航路埋没シミュレーション
	第6章 港湾計画と施設レイアウトのレビュー
	第7章 コンテナターミナル及びアクセス道路部の埋立
	第8章 外側護岸
	第9章 防砂堤
	第10章 公共関連用地の埋立
	第11章 ユーティリティ
	第12章 航路浚渫及び浚渫土砂投棄
	第13章 概略施工計画
	第14章 基本設計概算事業費算出
	第15章 航路浚渫
	第16章 コンテナターミナル及びアクセス道路部の埋立
	第17章 外側護岸
	第18章 公共関連用地
	第19章 防砂堤
	第20章 詳細施工計画
	第21章 環境影響評価・環境管理計画
	第22章 HIV/AIDS 予防プログラム
	第23章 詳細設計事業費算出
	第24章 財務分析
	第25章 経済分析
	第26章 入札図書
	第27章 管理・運営
	第28章 港湾施設の維持管理
	第29章 結論と提言


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
    /Aharoni-Bold
    /Andalus
    /AngsanaNew
    /AngsanaNew-Bold
    /AngsanaNew-BoldItalic
    /AngsanaNew-Italic
    /AngsanaUPC
    /AngsanaUPC-Bold
    /AngsanaUPC-BoldItalic
    /AngsanaUPC-Italic
    /Aparajita
    /Aparajita-Bold
    /Aparajita-BoldItalic
    /Aparajita-Italic
    /ArabicTypesetting
    /ARBERKLEY
    /ARBLANCA
    /ARBONNIE
    /ARCARTER
    /ARCENA
    /ARCHRISTY
    /ARDARLING
    /ARDECODE
    /ARDELANEY
    /ARDESTINE
    /ARESSENCE
    /ARHERMANN
    /Arial-Black
    /Arial-BoldItalicMT
    /Arial-BoldMT
    /Arial-ItalicMT
    /ArialMT
    /ArialNarrow
    /ArialNarrow-Bold
    /ArialNarrow-BoldItalic
    /ArialNarrow-Italic
    /ArialUnicodeMS
    /ARJULIAN
    /Batang
    /BatangChe
    /BookAntiqua
    /BookAntiqua-Bold
    /BookAntiqua-BoldItalic
    /BookAntiqua-Italic
    /BookmanOldStyle
    /BookmanOldStyle-Bold
    /BookmanOldStyle-BoldItalic
    /BookmanOldStyle-Italic
    /BookshelfSymbolSeven
    /BrowalliaNew
    /BrowalliaNew-Bold
    /BrowalliaNew-BoldItalic
    /BrowalliaNew-Italic
    /BrowalliaUPC
    /BrowalliaUPC-Bold
    /BrowalliaUPC-BoldItalic
    /BrowalliaUPC-Italic
    /Calibri
    /Calibri-Bold
    /Calibri-BoldItalic
    /Calibri-Italic
    /Cambria
    /Cambria-Bold
    /Cambria-BoldItalic
    /Cambria-Italic
    /CambriaMath
    /Candara
    /Candara-Bold
    /Candara-BoldItalic
    /Candara-Italic
    /Century
    /CenturyGothic
    /CenturyGothic-Bold
    /CenturyGothic-BoldItalic
    /CenturyGothic-Italic
    /ComicSansMS
    /ComicSansMS-Bold
    /Consolas
    /Consolas-Bold
    /Consolas-BoldItalic
    /Consolas-Italic
    /Constantia
    /Constantia-Bold
    /Constantia-BoldItalic
    /Constantia-Italic
    /Corbel
    /Corbel-Bold
    /Corbel-BoldItalic
    /Corbel-Italic
    /CordiaNew
    /CordiaNew-Bold
    /CordiaNew-BoldItalic
    /CordiaNew-Italic
    /CordiaUPC
    /CordiaUPC-Bold
    /CordiaUPC-BoldItalic
    /CordiaUPC-Italic
    /CourierNewPS-BoldItalicMT
    /CourierNewPS-BoldMT
    /CourierNewPS-ItalicMT
    /CourierNewPSMT
    /DaunPenh
    /David
    /David-Bold
    /DFKaiShu-SB-Estd-BF
    /DilleniaUPC
    /DilleniaUPCBold
    /DilleniaUPCBoldItalic
    /DilleniaUPCItalic
    /DokChampa
    /Dotum
    /DotumChe
    /Ebrima
    /Ebrima-Bold
    /EstrangeloEdessa
    /EucrosiaUPC
    /EucrosiaUPCBold
    /EucrosiaUPCBoldItalic
    /EucrosiaUPCItalic
    /EuphemiaCAS
    /FangSong
    /FranklinGothic-Medium
    /FranklinGothic-MediumItalic
    /FrankRuehl
    /FreesiaUPC
    /FreesiaUPCBold
    /FreesiaUPCBoldItalic
    /FreesiaUPCItalic
    /Gabriola
    /Garamond
    /Garamond-Bold
    /Garamond-Italic
    /Gautami
    /Gautami-Bold
    /Georgia
    /Georgia-Bold
    /Georgia-BoldItalic
    /Georgia-Italic
    /Gisha
    /Gisha-Bold
    /Gulim
    /GulimChe
    /Gungsuh
    /GungsuhChe
    /HGGothicE
    /HGGothicM
    /HGGyoshotai
    /HGKyokashotai
    /HGMaruGothicMPRO
    /HGMinchoB
    /HGMinchoE
    /HGPGothicE
    /HGPGothicM
    /HGPGyoshotai
    /HGPKyokashotai
    /HGPMinchoB
    /HGPMinchoE
    /HGPSoeiKakugothicUB
    /HGPSoeiKakupoptai
    /HGPSoeiPresenceEB
    /HGSeikaishotaiPRO
    /HGSGothicE
    /HGSGothicM
    /HGSGyoshotai
    /HGSKyokashotai
    /HGSMinchoB
    /HGSMinchoE
    /HGSoeiKakugothicUB
    /HGSoeiKakupoptai
    /HGSoeiPresenceEB
    /HGSSoeiKakugothicUB
    /HGSSoeiKakupoptai
    /HGSSoeiPresenceEB
    /Impact
    /IrisUPC
    /IrisUPCBold
    /IrisUPCBoldItalic
    /IrisUPCItalic
    /IskoolaPota
    /IskoolaPota-Bold
    /JasmineUPC
    /JasmineUPCBold
    /JasmineUPCBoldItalic
    /JasmineUPCItalic
    /KaiTi
    /Kalinga
    /Kalinga-Bold
    /Kartika
    /Kartika-Bold
    /KhmerUI
    /KhmerUI-Bold
    /KodchiangUPC
    /KodchiangUPCBold
    /KodchiangUPCBoldItalic
    /KodchiangUPCItalic
    /Kokila
    /Kokila-Bold
    /Kokila-BoldItalic
    /Kokila-Italic
    /LaoUI
    /LaoUI-Bold
    /Latha
    /Latha-Bold
    /Leelawadee
    /Leelawadee-Bold
    /LevenimMT
    /LevenimMT-Bold
    /LilyUPC
    /LilyUPCBold
    /LilyUPCBoldItalic
    /LilyUPCItalic
    /LucidaConsole
    /LucidaSansUnicode
    /MalgunGothic
    /MalgunGothicBold
    /MalgunGothicRegular
    /Mangal
    /Mangal-Bold
    /Marlett
    /Meiryo
    /Meiryo-Bold
    /Meiryo-BoldItalic
    /Meiryo-Italic
    /MeiryoUI
    /MeiryoUI-Bold
    /MeiryoUI-BoldItalic
    /MeiryoUI-Italic
    /MicrosoftHimalaya
    /MicrosoftJhengHeiBold
    /MicrosoftJhengHeiRegular
    /MicrosoftNewTaiLue
    /MicrosoftNewTaiLue-Bold
    /MicrosoftPhagsPa
    /MicrosoftPhagsPa-Bold
    /MicrosoftSansSerif
    /MicrosoftTaiLe
    /MicrosoftTaiLe-Bold
    /MicrosoftUighur
    /MicrosoftYaHei
    /MicrosoftYaHei-Bold
    /Microsoft-Yi-Baiti
    /MingLiU
    /MingLiU-ExtB
    /Ming-Lt-HKSCS-ExtB
    /Ming-Lt-HKSCS-UNI-H
    /Miriam
    /MiriamFixed
    /MongolianBaiti
    /MonotypeCorsiva
    /MoolBoran
    /MS-Gothic
    /MS-Mincho
    /MSOutlook
    /MS-PGothic
    /MS-PMincho
    /MSReferenceSansSerif
    /MSReferenceSpecialty
    /MS-UIGothic
    /MVBoli
    /Narkisim
    /NSimSun
    /Nyala-Regular
    /OCRB
    /PalatinoLinotype-Bold
    /PalatinoLinotype-BoldItalic
    /PalatinoLinotype-Italic
    /PalatinoLinotype-Roman
    /PlantagenetCherokee
    /PMingLiU
    /PMingLiU-ExtB
    /Raavi
    /Rod
    /SakkalMajalla
    /SakkalMajallaBold
    /SegoePrint
    /SegoePrint-Bold
    /SegoeScript
    /SegoeScript-Bold
    /SegoeUI
    /SegoeUI-Bold
    /SegoeUI-BoldItalic
    /SegoeUI-Italic
    /SegoeUI-Light
    /SegoeUI-SemiBold
    /SegoeUISymbol
    /ShonarBangla
    /ShonarBangla-Bold
    /Shruti
    /Shruti-Bold
    /SimHei
    /SimplifiedArabic
    /SimplifiedArabic-Bold
    /SimplifiedArabicFixed
    /SimSun
    /SimSun-ExtB
    /Sylfaen
    /SymbolMT
    /Tahoma
    /Tahoma-Bold
    /TimesNewRomanPS-BoldItalicMT
    /TimesNewRomanPS-BoldMT
    /TimesNewRomanPS-ItalicMT
    /TimesNewRomanPSMT
    /TraditionalArabic
    /TraditionalArabic-Bold
    /Trebuchet-BoldItalic
    /TrebuchetMS
    /TrebuchetMS-Bold
    /TrebuchetMS-Italic
    /Tunga
    /Tunga-Bold
    /Utsaah
    /Utsaah-Bold
    /Utsaah-BoldItalic
    /Utsaah-Italic
    /Vani
    /Vani-Bold
    /Verdana
    /Verdana-Bold
    /Verdana-BoldItalic
    /Verdana-Italic
    /Vijaya
    /Vijaya-Bold
    /Vrinda
    /Vrinda-Bold
    /Webdings
    /Wingdings2
    /Wingdings3
    /Wingdings-Regular
    /ZWAdobeF
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 2400
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages false
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 2400
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages false
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 2400
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
    /Aharoni-Bold
    /Andalus
    /AngsanaNew
    /AngsanaNew-Bold
    /AngsanaNew-BoldItalic
    /AngsanaNew-Italic
    /AngsanaUPC
    /AngsanaUPC-Bold
    /AngsanaUPC-BoldItalic
    /AngsanaUPC-Italic
    /Aparajita
    /Aparajita-Bold
    /Aparajita-BoldItalic
    /Aparajita-Italic
    /ArabicTypesetting
    /ARBERKLEY
    /ARBLANCA
    /ARBONNIE
    /ARCARTER
    /ARCENA
    /ARCHRISTY
    /ARDARLING
    /ARDECODE
    /ARDELANEY
    /ARDESTINE
    /ARESSENCE
    /ARHERMANN
    /Arial-Black
    /Arial-BoldItalicMT
    /Arial-BoldMT
    /Arial-ItalicMT
    /ArialMT
    /ArialNarrow
    /ArialNarrow-Bold
    /ArialNarrow-BoldItalic
    /ArialNarrow-Italic
    /ArialUnicodeMS
    /ARJULIAN
    /Batang
    /BatangChe
    /BookAntiqua
    /BookAntiqua-Bold
    /BookAntiqua-BoldItalic
    /BookAntiqua-Italic
    /BookmanOldStyle
    /BookmanOldStyle-Bold
    /BookmanOldStyle-BoldItalic
    /BookmanOldStyle-Italic
    /BookshelfSymbolSeven
    /BrowalliaNew
    /BrowalliaNew-Bold
    /BrowalliaNew-BoldItalic
    /BrowalliaNew-Italic
    /BrowalliaUPC
    /BrowalliaUPC-Bold
    /BrowalliaUPC-BoldItalic
    /BrowalliaUPC-Italic
    /Calibri
    /Calibri-Bold
    /Calibri-BoldItalic
    /Calibri-Italic
    /Cambria
    /Cambria-Bold
    /Cambria-BoldItalic
    /Cambria-Italic
    /CambriaMath
    /Candara
    /Candara-Bold
    /Candara-BoldItalic
    /Candara-Italic
    /Century
    /CenturyGothic
    /CenturyGothic-Bold
    /CenturyGothic-BoldItalic
    /CenturyGothic-Italic
    /ComicSansMS
    /ComicSansMS-Bold
    /Consolas
    /Consolas-Bold
    /Consolas-BoldItalic
    /Consolas-Italic
    /Constantia
    /Constantia-Bold
    /Constantia-BoldItalic
    /Constantia-Italic
    /Corbel
    /Corbel-Bold
    /Corbel-BoldItalic
    /Corbel-Italic
    /CordiaNew
    /CordiaNew-Bold
    /CordiaNew-BoldItalic
    /CordiaNew-Italic
    /CordiaUPC
    /CordiaUPC-Bold
    /CordiaUPC-BoldItalic
    /CordiaUPC-Italic
    /CourierNewPS-BoldItalicMT
    /CourierNewPS-BoldMT
    /CourierNewPS-ItalicMT
    /CourierNewPSMT
    /DaunPenh
    /David
    /David-Bold
    /DFKaiShu-SB-Estd-BF
    /DilleniaUPC
    /DilleniaUPCBold
    /DilleniaUPCBoldItalic
    /DilleniaUPCItalic
    /DokChampa
    /Dotum
    /DotumChe
    /Ebrima
    /Ebrima-Bold
    /EstrangeloEdessa
    /EucrosiaUPC
    /EucrosiaUPCBold
    /EucrosiaUPCBoldItalic
    /EucrosiaUPCItalic
    /EuphemiaCAS
    /FangSong
    /FranklinGothic-Medium
    /FranklinGothic-MediumItalic
    /FrankRuehl
    /FreesiaUPC
    /FreesiaUPCBold
    /FreesiaUPCBoldItalic
    /FreesiaUPCItalic
    /Gabriola
    /Garamond
    /Garamond-Bold
    /Garamond-Italic
    /Gautami
    /Gautami-Bold
    /Georgia
    /Georgia-Bold
    /Georgia-BoldItalic
    /Georgia-Italic
    /Gisha
    /Gisha-Bold
    /Gulim
    /GulimChe
    /Gungsuh
    /GungsuhChe
    /HGGothicE
    /HGGothicM
    /HGGyoshotai
    /HGKyokashotai
    /HGMaruGothicMPRO
    /HGMinchoB
    /HGMinchoE
    /HGPGothicE
    /HGPGothicM
    /HGPGyoshotai
    /HGPKyokashotai
    /HGPMinchoB
    /HGPMinchoE
    /HGPSoeiKakugothicUB
    /HGPSoeiKakupoptai
    /HGPSoeiPresenceEB
    /HGSeikaishotaiPRO
    /HGSGothicE
    /HGSGothicM
    /HGSGyoshotai
    /HGSKyokashotai
    /HGSMinchoB
    /HGSMinchoE
    /HGSoeiKakugothicUB
    /HGSoeiKakupoptai
    /HGSoeiPresenceEB
    /HGSSoeiKakugothicUB
    /HGSSoeiKakupoptai
    /HGSSoeiPresenceEB
    /Impact
    /IrisUPC
    /IrisUPCBold
    /IrisUPCBoldItalic
    /IrisUPCItalic
    /IskoolaPota
    /IskoolaPota-Bold
    /JasmineUPC
    /JasmineUPCBold
    /JasmineUPCBoldItalic
    /JasmineUPCItalic
    /KaiTi
    /Kalinga
    /Kalinga-Bold
    /Kartika
    /Kartika-Bold
    /KhmerUI
    /KhmerUI-Bold
    /KodchiangUPC
    /KodchiangUPCBold
    /KodchiangUPCBoldItalic
    /KodchiangUPCItalic
    /Kokila
    /Kokila-Bold
    /Kokila-BoldItalic
    /Kokila-Italic
    /LaoUI
    /LaoUI-Bold
    /Latha
    /Latha-Bold
    /Leelawadee
    /Leelawadee-Bold
    /LevenimMT
    /LevenimMT-Bold
    /LilyUPC
    /LilyUPCBold
    /LilyUPCBoldItalic
    /LilyUPCItalic
    /LucidaConsole
    /LucidaSansUnicode
    /MalgunGothic
    /MalgunGothicBold
    /MalgunGothicRegular
    /Mangal
    /Mangal-Bold
    /Marlett
    /Meiryo
    /Meiryo-Bold
    /Meiryo-BoldItalic
    /Meiryo-Italic
    /MeiryoUI
    /MeiryoUI-Bold
    /MeiryoUI-BoldItalic
    /MeiryoUI-Italic
    /MicrosoftHimalaya
    /MicrosoftJhengHeiBold
    /MicrosoftJhengHeiRegular
    /MicrosoftNewTaiLue
    /MicrosoftNewTaiLue-Bold
    /MicrosoftPhagsPa
    /MicrosoftPhagsPa-Bold
    /MicrosoftSansSerif
    /MicrosoftTaiLe
    /MicrosoftTaiLe-Bold
    /MicrosoftUighur
    /MicrosoftYaHei
    /MicrosoftYaHei-Bold
    /Microsoft-Yi-Baiti
    /MingLiU
    /MingLiU-ExtB
    /Ming-Lt-HKSCS-ExtB
    /Ming-Lt-HKSCS-UNI-H
    /Miriam
    /MiriamFixed
    /MongolianBaiti
    /MonotypeCorsiva
    /MoolBoran
    /MS-Gothic
    /MS-Mincho
    /MSOutlook
    /MS-PGothic
    /MS-PMincho
    /MSReferenceSansSerif
    /MSReferenceSpecialty
    /MS-UIGothic
    /MVBoli
    /Narkisim
    /NSimSun
    /Nyala-Regular
    /OCRB
    /PalatinoLinotype-Bold
    /PalatinoLinotype-BoldItalic
    /PalatinoLinotype-Italic
    /PalatinoLinotype-Roman
    /PlantagenetCherokee
    /PMingLiU
    /PMingLiU-ExtB
    /Raavi
    /Rod
    /SakkalMajalla
    /SakkalMajallaBold
    /SegoePrint
    /SegoePrint-Bold
    /SegoeScript
    /SegoeScript-Bold
    /SegoeUI
    /SegoeUI-Bold
    /SegoeUI-BoldItalic
    /SegoeUI-Italic
    /SegoeUI-Light
    /SegoeUI-SemiBold
    /SegoeUISymbol
    /ShonarBangla
    /ShonarBangla-Bold
    /Shruti
    /Shruti-Bold
    /SimHei
    /SimplifiedArabic
    /SimplifiedArabic-Bold
    /SimplifiedArabicFixed
    /SimSun
    /SimSun-ExtB
    /Sylfaen
    /SymbolMT
    /Tahoma
    /Tahoma-Bold
    /TimesNewRomanPS-BoldItalicMT
    /TimesNewRomanPS-BoldMT
    /TimesNewRomanPS-ItalicMT
    /TimesNewRomanPSMT
    /TraditionalArabic
    /TraditionalArabic-Bold
    /Trebuchet-BoldItalic
    /TrebuchetMS
    /TrebuchetMS-Bold
    /TrebuchetMS-Italic
    /Tunga
    /Tunga-Bold
    /Utsaah
    /Utsaah-Bold
    /Utsaah-BoldItalic
    /Utsaah-Italic
    /Vani
    /Vani-Bold
    /Verdana
    /Verdana-Bold
    /Verdana-BoldItalic
    /Verdana-Italic
    /Vijaya
    /Vijaya-Bold
    /Vrinda
    /Vrinda-Bold
    /Webdings
    /Wingdings2
    /Wingdings3
    /Wingdings-Regular
    /ZWAdobeF
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 2400
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages false
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 2400
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages false
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 2400
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
    /Aharoni-Bold
    /Andalus
    /AngsanaNew
    /AngsanaNew-Bold
    /AngsanaNew-BoldItalic
    /AngsanaNew-Italic
    /AngsanaUPC
    /AngsanaUPC-Bold
    /AngsanaUPC-BoldItalic
    /AngsanaUPC-Italic
    /Aparajita
    /Aparajita-Bold
    /Aparajita-BoldItalic
    /Aparajita-Italic
    /ArabicTypesetting
    /ARBERKLEY
    /ARBLANCA
    /ARBONNIE
    /ARCARTER
    /ARCENA
    /ARCHRISTY
    /ARDARLING
    /ARDECODE
    /ARDELANEY
    /ARDESTINE
    /ARESSENCE
    /ARHERMANN
    /Arial-Black
    /Arial-BoldItalicMT
    /Arial-BoldMT
    /Arial-ItalicMT
    /ArialMT
    /ArialNarrow
    /ArialNarrow-Bold
    /ArialNarrow-BoldItalic
    /ArialNarrow-Italic
    /ArialUnicodeMS
    /ARJULIAN
    /Batang
    /BatangChe
    /BookAntiqua
    /BookAntiqua-Bold
    /BookAntiqua-BoldItalic
    /BookAntiqua-Italic
    /BookmanOldStyle
    /BookmanOldStyle-Bold
    /BookmanOldStyle-BoldItalic
    /BookmanOldStyle-Italic
    /BookshelfSymbolSeven
    /BrowalliaNew
    /BrowalliaNew-Bold
    /BrowalliaNew-BoldItalic
    /BrowalliaNew-Italic
    /BrowalliaUPC
    /BrowalliaUPC-Bold
    /BrowalliaUPC-BoldItalic
    /BrowalliaUPC-Italic
    /Calibri
    /Calibri-Bold
    /Calibri-BoldItalic
    /Calibri-Italic
    /Cambria
    /Cambria-Bold
    /Cambria-BoldItalic
    /Cambria-Italic
    /CambriaMath
    /Candara
    /Candara-Bold
    /Candara-BoldItalic
    /Candara-Italic
    /Century
    /CenturyGothic
    /CenturyGothic-Bold
    /CenturyGothic-BoldItalic
    /CenturyGothic-Italic
    /ComicSansMS
    /ComicSansMS-Bold
    /Consolas
    /Consolas-Bold
    /Consolas-BoldItalic
    /Consolas-Italic
    /Constantia
    /Constantia-Bold
    /Constantia-BoldItalic
    /Constantia-Italic
    /Corbel
    /Corbel-Bold
    /Corbel-BoldItalic
    /Corbel-Italic
    /CordiaNew
    /CordiaNew-Bold
    /CordiaNew-BoldItalic
    /CordiaNew-Italic
    /CordiaUPC
    /CordiaUPC-Bold
    /CordiaUPC-BoldItalic
    /CordiaUPC-Italic
    /CourierNewPS-BoldItalicMT
    /CourierNewPS-BoldMT
    /CourierNewPS-ItalicMT
    /CourierNewPSMT
    /DaunPenh
    /David
    /David-Bold
    /DFKaiShu-SB-Estd-BF
    /DilleniaUPC
    /DilleniaUPCBold
    /DilleniaUPCBoldItalic
    /DilleniaUPCItalic
    /DokChampa
    /Dotum
    /DotumChe
    /Ebrima
    /Ebrima-Bold
    /EstrangeloEdessa
    /EucrosiaUPC
    /EucrosiaUPCBold
    /EucrosiaUPCBoldItalic
    /EucrosiaUPCItalic
    /EuphemiaCAS
    /FangSong
    /FranklinGothic-Medium
    /FranklinGothic-MediumItalic
    /FrankRuehl
    /FreesiaUPC
    /FreesiaUPCBold
    /FreesiaUPCBoldItalic
    /FreesiaUPCItalic
    /Gabriola
    /Garamond
    /Garamond-Bold
    /Garamond-Italic
    /Gautami
    /Gautami-Bold
    /Georgia
    /Georgia-Bold
    /Georgia-BoldItalic
    /Georgia-Italic
    /Gisha
    /Gisha-Bold
    /Gulim
    /GulimChe
    /Gungsuh
    /GungsuhChe
    /HGGothicE
    /HGGothicM
    /HGGyoshotai
    /HGKyokashotai
    /HGMaruGothicMPRO
    /HGMinchoB
    /HGMinchoE
    /HGPGothicE
    /HGPGothicM
    /HGPGyoshotai
    /HGPKyokashotai
    /HGPMinchoB
    /HGPMinchoE
    /HGPSoeiKakugothicUB
    /HGPSoeiKakupoptai
    /HGPSoeiPresenceEB
    /HGSeikaishotaiPRO
    /HGSGothicE
    /HGSGothicM
    /HGSGyoshotai
    /HGSKyokashotai
    /HGSMinchoB
    /HGSMinchoE
    /HGSoeiKakugothicUB
    /HGSoeiKakupoptai
    /HGSoeiPresenceEB
    /HGSSoeiKakugothicUB
    /HGSSoeiKakupoptai
    /HGSSoeiPresenceEB
    /Impact
    /IrisUPC
    /IrisUPCBold
    /IrisUPCBoldItalic
    /IrisUPCItalic
    /IskoolaPota
    /IskoolaPota-Bold
    /JasmineUPC
    /JasmineUPCBold
    /JasmineUPCBoldItalic
    /JasmineUPCItalic
    /KaiTi
    /Kalinga
    /Kalinga-Bold
    /Kartika
    /Kartika-Bold
    /KhmerUI
    /KhmerUI-Bold
    /KodchiangUPC
    /KodchiangUPCBold
    /KodchiangUPCBoldItalic
    /KodchiangUPCItalic
    /Kokila
    /Kokila-Bold
    /Kokila-BoldItalic
    /Kokila-Italic
    /LaoUI
    /LaoUI-Bold
    /Latha
    /Latha-Bold
    /Leelawadee
    /Leelawadee-Bold
    /LevenimMT
    /LevenimMT-Bold
    /LilyUPC
    /LilyUPCBold
    /LilyUPCBoldItalic
    /LilyUPCItalic
    /LucidaConsole
    /LucidaSansUnicode
    /MalgunGothic
    /MalgunGothicBold
    /MalgunGothicRegular
    /Mangal
    /Mangal-Bold
    /Marlett
    /Meiryo
    /Meiryo-Bold
    /Meiryo-BoldItalic
    /Meiryo-Italic
    /MeiryoUI
    /MeiryoUI-Bold
    /MeiryoUI-BoldItalic
    /MeiryoUI-Italic
    /MicrosoftHimalaya
    /MicrosoftJhengHeiBold
    /MicrosoftJhengHeiRegular
    /MicrosoftNewTaiLue
    /MicrosoftNewTaiLue-Bold
    /MicrosoftPhagsPa
    /MicrosoftPhagsPa-Bold
    /MicrosoftSansSerif
    /MicrosoftTaiLe
    /MicrosoftTaiLe-Bold
    /MicrosoftUighur
    /MicrosoftYaHei
    /MicrosoftYaHei-Bold
    /Microsoft-Yi-Baiti
    /MingLiU
    /MingLiU-ExtB
    /Ming-Lt-HKSCS-ExtB
    /Ming-Lt-HKSCS-UNI-H
    /Miriam
    /MiriamFixed
    /MongolianBaiti
    /MonotypeCorsiva
    /MoolBoran
    /MS-Gothic
    /MS-Mincho
    /MSOutlook
    /MS-PGothic
    /MS-PMincho
    /MSReferenceSansSerif
    /MSReferenceSpecialty
    /MS-UIGothic
    /MVBoli
    /Narkisim
    /NSimSun
    /Nyala-Regular
    /OCRB
    /PalatinoLinotype-Bold
    /PalatinoLinotype-BoldItalic
    /PalatinoLinotype-Italic
    /PalatinoLinotype-Roman
    /PlantagenetCherokee
    /PMingLiU
    /PMingLiU-ExtB
    /Raavi
    /Rod
    /SakkalMajalla
    /SakkalMajallaBold
    /SegoePrint
    /SegoePrint-Bold
    /SegoeScript
    /SegoeScript-Bold
    /SegoeUI
    /SegoeUI-Bold
    /SegoeUI-BoldItalic
    /SegoeUI-Italic
    /SegoeUI-Light
    /SegoeUI-SemiBold
    /SegoeUISymbol
    /ShonarBangla
    /ShonarBangla-Bold
    /Shruti
    /Shruti-Bold
    /SimHei
    /SimplifiedArabic
    /SimplifiedArabic-Bold
    /SimplifiedArabicFixed
    /SimSun
    /SimSun-ExtB
    /Sylfaen
    /SymbolMT
    /Tahoma
    /Tahoma-Bold
    /TimesNewRomanPS-BoldItalicMT
    /TimesNewRomanPS-BoldMT
    /TimesNewRomanPS-ItalicMT
    /TimesNewRomanPSMT
    /TraditionalArabic
    /TraditionalArabic-Bold
    /Trebuchet-BoldItalic
    /TrebuchetMS
    /TrebuchetMS-Bold
    /TrebuchetMS-Italic
    /Tunga
    /Tunga-Bold
    /Utsaah
    /Utsaah-Bold
    /Utsaah-BoldItalic
    /Utsaah-Italic
    /Vani
    /Vani-Bold
    /Verdana
    /Verdana-Bold
    /Verdana-BoldItalic
    /Verdana-Italic
    /Vijaya
    /Vijaya-Bold
    /Vrinda
    /Vrinda-Bold
    /Webdings
    /Wingdings2
    /Wingdings3
    /Wingdings-Regular
    /ZWAdobeF
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 2400
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages false
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 2400
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages false
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 2400
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


